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人と人、人と社会をつなぎ、むすびあわせることで、この先もコミュニティを
支えていきたい。そして、人の可能性と未来をひらいていきたい。そんな
想いをこの「むすぶ。ひらく。」というスローガンに込めています。

コーポレートスローガン

中部電力グループは、
くらしに欠かせないエネルギーをお届けし、
社会の発展に貢献します。

誠意と努力

誠意をもって努力を積み
重ね、変わらぬ使命を果た
し、お客さまや社会からの
信頼に応えます。

創意と挑戦

創意をもって新たな挑戦を
続け、つねに優れたサービス
を追求し、お客さまや社会
からの期待に応えます。

自律と協働

一人ひとりが互いを尊重し
ながら個性を発揮し、協働
することで、のびやかで力
強い企業文化を築きます。

中部電力グループ 企業理念
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発行時期
2024年8月（次回：2025年8月予定　前回2023年9月）　　

報告対象組織
中部電力株式会社およびグループ会社

報告対象期間
2023年度（2023年4月～2024年3月）　　
上記期間外の重要な情報も一部報告しています。

表紙に込めた想い
コーポレートスローガンである「むすぶ。
ひらく。」。人と人、人と社会をむすんで
ひらいた先に実現したい未来をイメージ
して描いています。

〈参考にしたガイドラインなど〉
GRI／GRIスタンダード
国際会計基準（IFRS）財団／国際統合報告フレームワーク
国際会計基準（IFRS）財団／SASBスタンダード
経済産業省／価値協創のための統合的開示・対話ガイダンス 2.0
TCFD／気候関連財務情報開示タスクフォース
TNFD／自然関連財務情報開示タスクフォース　など

見通しに関する
注意事項

　本レポートに記載されている将来の計画や見通しなどは、中部電力が現時点で入手可能な情報に基づいており、潜在的なリスクや不確実性が含まれています。したがって、将来における
実際の業績または事業展開と異なる可能性があります。
　なお、潜在的なリスクや不確実性の例としては、今後の事業領域を取り巻く経済状況や競合環境の変化、燃料価格の変動、法律や規制の変更などが挙げられます。

ＳＲＩ（社会的責任投資）インデックスへの組み入れ状況
中部電力は、2024年7月時点で、ＧＰＩＦ（年金積立金管理運用独立行政法人）採用指数のうち、以下の4つに組み入れられています。

中部電力グループレポート
（統合報告書）

2024

FTSE Russell (FTSE International Limited と Frank Russell Companyの登録商標)はここに
中部電力株式会社が第三者調査の結果、FTSE Blossom Japan Sector Relative Index組み入れの要件
を満たし、本インデックスの構成銘柄となったことを証します。FTSE Blossom Japan Sector Relative 
Indexはサステナブル投資のファンドや他の金融商品の作成・評価に広く利用されます。

THE INCLUSION OF CHUBU ELECTRIC POWER CO., INC. IN ANY MSCI INDEX, AND 
THE USE OF MSCI LOGOS, TRADEMARKS, SERVICE MARKS OR INDEX NAMES HEREIN, 
DO NOT CONSTITUTE A SPONSORSHIP, ENDORSEMENT OR PROMOTION OF CHUBU 
ELECTRIC POWER CO., INC. BY MSCI OR ANY OF ITS AFFILIATES. THE MSCI INDEXES ARE 
THE EXCLUSIVE PROPERTY OF MSCI. MSCI AND THE MSCI INDEX NAMES AND LOGOS 
ARE TRADEMARKS OR SERVICE MARKS OF MSCI OR ITS AFFILIATES.

Morningstar, Inc., and/or one of its affi  liated companies (individually and collectively, 
“Morningstar”) has authorized Chubu Electric Power Co., Inc. to use of the Morningstar 
Japan ex-REIT Gender Diversity Tilt Logo (“Logo”) to reflect the fact that, for the 
designated ranking year, Chubu Electric Power Co., Inc. ranks in the top group of 
companies comprising the Morningstar® Japan ex-REIT Gender Diversity Tilt IndexSM
(“Index”) on the issue of gender diversity in the workplace. Morningstar is making the 
Logo available for use by Chubu Electric Power Co., Inc. for informational purposes. 
Chubu Electric Power Co., Inc. use of the Logo should not be construed as an 
endorsement by Morningstar of Chubu Electric Power Co., Inc. or as a recommendation, 
off er or solicitation to purchase, sell or underwrite any security associated with Chubu 
Electric Power Co., Inc. The Index is designed to refl ect gender diversity in the workplace 
in Japan, but Morningstar does not guarantee the accuracy, completeness or timeliness 
of the Index or any data included in it. Morningstar makes no express or implied 
warranties regarding the Index or the Logo, and expressly disclaim all warranties of 
merchantability or fi tness for a particular purpose or use with respect to the Index, any 
data included in it or the Logo. Without limiting any of the foregoing, in no event shall 
Morningstar or any of its third party content providers have any liability for any damages 
(whether direct or indirect), arising from any party’s use or reliance on the Index or the 
Logo, even if Morningstar is notifi ed of the possibility of such damages. The Morningstar 
name, Index name and the Logo are the trademarks or services marks of Morningstar, 
Inc. Past performance is no guarantee of future results.

MSCI日本株
女性活躍指数

FTSE Blossom Japan 
Sector Relative Index

S&P/JPXカーボン
エフィシェント指数

編集方針
　本レポートは、①報告対象期間内の実績を事業活動の成果として報告すること、②中部電力グループの持続的な成長プロセスとその実現
可能性をご理解いただくことを目的としています。制作にあたっては、各種ガイドラインを参照しながら、会社横断的に、各部門が協力して編集
し、財務情報と非財務情報が、どのように中部電力グループの持続的な価値創造に結び付いているかを説明することを心がけました。
　2024年度は、地域社会やステークホルダーへの新たな価値の創出と収益力向上の両立に向けて、成長に向けた取り組みのスピードをさらに
加速させるとともに、変動性の高い事業環境においても脱炭素や生物多様性など地球環境に配慮した良質なエネルギーを安全・安価で安定
的にお届けするという「変わらぬ使命の完遂」により、皆さまとともに成長し続ける企業グループとしての姿勢と取り組みを記載しています。
　今後もステークホルダーの皆さまとの対話/コミュニケーションを促進するための重要なツールとして、本レポートの継続的な改善に努め
てまいります。

中部電力グループレポート 2024
（統合報告書）

Morningstar Japan ex-REIT Gender 
Diversity Tilt Index（GenDi J）
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　エネルギーの安定供給を始め、公益性の高い事業を営む中部電力グループは、事業活動を通じてCSR（企業の社会的責任：Corporate Social Responsibility）を果たすことで、
ステークホルダーの皆さまとともに、中長期的な社会の持続的な発展（サスティナビリティ）に貢献していきます。
　全てのステークホルダーの皆さまに、当社グループのCSRの考え方について、わかりやすく明確なメッセージとしてお伝えするために、「中部電力グループCSR宣言」を制定して
います。私たちは、この宣言に基づき、従業員一人ひとりが業務を着実に遂行することにより、ESG経営を推進し、SDGsの達成など社会からの期待にお応えしていきます。

社会からの期待にお応えし責任を果たすために
　私ども中部電力グループは、お客さま、そして社会とともに成長し続ける企業グループとして、
それぞれの個性を活かしながらエネルギーを基軸とした事業に総合力を発揮し、
安全を最優先に、安定供給を果たすとともに地球環境の保全に努め、持続可能な社会の発展に貢献します。

　事業運営にあたっては、国内外の法令・ルールを守り、企業倫理を重んじて公正・誠実に行動します。

　事業活動に関わる全ての方々の人権を尊重するとともに、相互コミュニケーションを重視し、
透明性の高い開かれた企業活動を推進します。

お客さま

安心・便利・安価なエネル
ギーサービスをはじめ、
お客さまのニーズに応える
価値あるサービスをお届
けします

効率経営と効果的投資に
より、収益の維持・拡大を
図ります

地域社会と協調し、地域の
持続的発展に貢献します

事業のパートナーとして
対等な立場で公正な取引
を行い、協調してサプライ
チェーン全体の透明性・
健全性を高めます

個人を尊重し、多様な人財
が活躍する明るく働きがい
のある職場づくりに努め
ます

株主・投資家 地域社会 ビジネスパートナー 従業員

中部電力グループ

企業理念

社会的責任の宣言 経営ビジョン・経営計画

経営ビジョン

中期経営計画

CSR宣言

原子力安全憲章

P23

［中部電力グループCSR宣言］ ［社会的責任に関する宣言・方針の体系］

くらしに欠かせないエネルギーをお届けし、社会の発展に貢献します。
［中部電力グループ 企業理念］

CSR・サスティナビリティ
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トップコミットメント

熱意と挑戦、和の心を通じて、
ステークホルダーの皆さまとともに
成長に向けた取り組みのスピードをさらに加速させ、
新たな価値を提供していきます。

代表取締役社長  社長執行役員

代表取締役社長 社長執行役員　林 欣吾（はやし きんご）

1961年  三重県生まれ
1984年  中部電力株式会社 入社

販売本部 市場調査グループ部長 兼 販売企画グループ部長、 長野支店 営業部長、
経営戦略本部 事業戦略グループ 部長、 お客さま本部 部長、 東京支社長 などを務める

2018年 取締役 専務執行役員 販売カンパニー社長
2020年 4月から現職

PROFILE

04Chubu Electric Power Group Report 2024

経営戦略トップコミットメント 価値創造 事業活動 成長を支える基盤 ガバナンス 経営・財務データ等



今回、新たな決意として、中期経営目標を「連結経

常利益2,000億円以上、ROIC3.2%以上」に上方

修正しました。

　引き続き、リスクを適時・的確に把握したうえで、

それらを機会に変換して持続的成長を実現してい

くにはどのようにすれば良いかを考えながら、機動

的に経営のかじ取りをしていきます。

　当社グループでは、電気事業においては、安全・

安価で安定的な電力の供給に努めつつ、中部電力

パワーグリッド、中部電力ミライズ、JERAの３社が、

展開できた１年だったと思います。一時的な利益押

し上げの要因もありますが、当社グループの特徴

である発販分離モデルを活かし、各事業が対峙す

る市場が期待しているニーズを機動的かつ自律的

に施策に反映できたことにより、燃料価格の変動

分を電気料金に反映させる際に生じるタイムラグ

（期ずれ）を除いて3,710億円程度という大幅な

利益を獲得することができました。

　創造期を迎えた「DX推進」や、６年目に入り拡大・

変革期にある業務の「かいぜん活動」を通じた従

業員による経営や業務の効率化への取り組みも、

好調な業績に大きく寄与しました。

　これらの成果は、すべてのステークホルダーの

皆さまのご協力あってこそと認識しており、その

成果をいかに皆さまとシェアするのかについて考

えた年でもありました。お客さまに向けては電気料

金の負担軽減策を継続させていただいています。

また、株主の皆さまには年間配当金額を55円と

増配を実現し、2024年度には60円を見込んでい

ます。従業員にはベースアップの満額回答を含め、

賃上げを実施しました。

　私は、企業価値向上に向けては、ステークホル

ダーの皆さまとともに成長し、持続可能な社会

の発展に貢献することが不可欠と考えています。

　まず始めに、今年３月に公正取引委員会から

独占禁止法に基づく処分命令を受けました。社会

やステークホルダーの皆さまからの信頼を損ねる

結果となったことについて、非常に重大なことと

受け止めています。二度とこのような事態を起こ

さないために、今年４月に社長直属のコンプライア

ンス本部を設置するなど、コンプライアンス徹底

に向けた取り組みをより一層加速させています。

　また、６月に監査役会設置会社から監査等委員

会設置会社に移行し、さらなるガバナンス体制の

強化と機動的な意思決定の両立を実現していき

ます。

　2023年度を振り返ると、当社グループの経営

環境に対する地政学的要因や燃料調達等のボラ

ティリティが年々高くなっていることを実感する

一方で、適切にリスク管理し、機会を捉えつつ事業

2023年度の振り返りと
中期経営計画の進捗

1

P10 社会的信頼の高みを目指して

P75 コーポレート・ガバナンス

P23 経営ビジョン2.0、中期経営計画

P34 DXの推進

P35 かいぜん活動の推進
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それぞれ対峙するマーケットの変化に機動的かつ

自律的に対応しながら、新しい価値を提供してき

ました。また、カーボンニュートラル（以下、「CN」）

実現に向けては、再生可能エネルギー（以下、「再

エネ」）の拡大等により、当社グループ「ゼロエミ

チャレンジ2050」で掲げる「2030年度までの

CO2排出量約50%削減目標（2013年度比）」に対

して、約30%削減を実現しています。

　一方で、さらなる企業価値向上のためには、CN

実現に向けた着実な取り組みや、医療・不動産と

いった新成長分野での着実な成果の積み重ねを

通じて、お客さま・地域社会への新たな価値の提

供をさらに加速させる必要があります。引き続

き、グループ一丸となって取り組みを進めていき

ます。

 

■電気事業の強靭化や新たな価値提供による
　稼ぐ力の確保

　当社グループは、お客さまニーズの多様化や

電力システム改革の検証、エネルギー基本計画

の見直しといった大きな環境の変化に直面してい

ます。こうした変化を先取りして、新しいビジネス

モデル、さらには強靭な経営体質を構築していく

ための取り組みを加速させています。

　中部電力では、新しいコミュニティの形やサー

キュラーエコノミーの実現といった循環型・分散

型社会を目指すため、資源循環や上下水道、森林、

地域交通といった地域インフラ事業への投資を

始めています。

　また、再エネへの取り組みでは、今後、太陽光や

水力、風力といったそれぞれの電源の特色を活か

しつつ、規模の面でメリットがある洋上風力が中心

になるものと考えています。その洋上風力では浮

体式の共同研究も始まります。我々はフロントラ

ンナーとして、イノベーションや技術開発とあわせ

て、次世代風力についても共同研究していきたい

と考えています。さらに、地熱では、新技術の特許

を持ったカナダのEavor社へ出資するとともに、

ドイツで進めているクローズドループ地熱利用技

術を活用した地熱発電・地域熱供給プロジェクトに

参画しています。

　中部電力パワーグリッドでは、再エネ等の多様な

電源の拡大が引き起こす電圧変動による系統故障

等を防止し、効率的かつ安定的に電力を供給する

ため、世界で初めてAIを活用した電圧制御手法を

開発し、実装しています。

　中部電力ミライズでは、多種多様なお客さまと

の接点を活かし、お客さまがお得に楽しくフード

ロス削減に貢献できるよう、販売者と消費者と

をつなぐサービス「TSUNAGU table」や、空き

スペースを駐車場として貸し出し、副収入を得たい

人と駐車場利用者とのマッチングサービス「特Ｐ」

といった、お客さまの暮らしを豊かにする様々な

サービスを展開しています。

P27 不動産事業を通じた地域活性化

P38 気候変動・自然資本等に配慮した経営の実践

経営ビジョン達成に向けた
転換期と取り組みの加速

2
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　JERAでは、「JERAゼロエミッション2050」の達成

に向けて、火力発電において燃焼時にCO2を出さ

ないアンモニア・水素への切り替えや、CO2の地下

貯留等を行うCCUS事業等を進めています。また、

JERAにおける再エネのグローバル展開の中核と

して、案件開発・建設・運転の各プロセスを行う組

織を欧州に集約することでシナジーを最大化し、

海外のマーケットを開拓・拡大していきます。

■浜岡原子力発電所の再稼働に向けて
　2023年度においては、浜岡原子力発電所の新

規制基準適合性審査への対応が着実に進んだこ

とから、今後、再稼働に向けてもう一段加速してい

きたいと考えています。原子力発電は、CN実現に

貢献できる重要な電源です。安心・安全を確保し

た上での再稼働は、日本のエネルギーセキュリティ

の確保や将来の脱炭素化に向けて大きく貢献する

ものだという「自覚と自負」からくる熱量を、私含め

全従業員が持って日々対応しています。再稼働に

向けては、地域の皆さまのご理解が大前提です。

今後も、積極的かつ丁寧に対話を続けていきます。

■第一線事業場との対話を通じた
　マインドの醸成

　経営ビジョンを達成するためには、すでに述べまし

たことに加えて、経営層と事業場で常に共通の認識・

マインドを持つことが必要不可欠と考えています。

私は、エネルギーの安定供給や様々なサービスの

提供等を日々懸命に取り組んでいる事業場の従

業員を一層元気にしたいと常に思っており、今回、

第一線の事業場への訪問を始めることとしました。

全社にわたる多くの事業場に勤務する従業員と対

話することができましたが、従業員からの熱い言葉

に逆に私の方が勇気をもらい、「熱意・挑戦・和」と

いう私が大切にしているマインドを強く認識するこ

とができました。熱意がなければ仕事は面白くあり

ませんし、新しい発想も出てきません。加えて、新し

いことや違う分野にチャレンジする気持ち、さらに

は場や機会が必要です。同時に、社内外を含めて

自分以外の人を思いやる和の気持ちが、組織力を

最大化するためには大切であると、これからも強く

訴え続けていきたいと思います。

 

　

　エネルギー事業者として脱炭素社会の実現に貢

献していくためには、再エネの拡大や水素・アンモ

ニアの活用といったゼロエミッション電源の追求

に加えて、お客さまとともに脱炭素化を進めること

で非常に大きな効果が得られるのではないかと、

我々は考えています。例えば、お客さまの工場の製

造プロセスを見直す、あるいはガス等を使ってい

たものを再エネ等に置き換えて同じ価値を生み出

すということを、お客さまと一緒になって「ソリュー

ション」していく必要があると考えています。電気事

業と小売・宅配、電気事業と医療、色々なものを掛

け合わせることによって新しい価値が生み出され

ると思っています。AIやDXがその接着剤として機

能し、１+１を単純に足し合わせた２ではなく、新しい

２や３にすることが可能になってきます。

P50 再生可能エネルギー事業

P52 中部電力パワーグリッド

P54 中部電力ミライズ

P56 グローバル事業

P60 JERA

P62 地域インフラ事業の推進

P25 浜岡原子力発電所の再稼働に向けて

P46 浜岡原子力発電所の安全性、信頼性の向上に向けて

P20 COLUMN 特集  ステークホルダーエンゲージメント

持続可能な社会の実現と
グループ成長

3
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　これらの新しい価値を、大きな環境の変化に対

応しながら提供し続け、地域・社会と当社グループ

が持続的に成長し続けるためには、「人財一人ひと

りの成長と活躍」が必要不可欠です。同時に、その

こと自体が企業価値そのものだと考えています。

そのために、「多様な人財が活躍できる環境づくり」

と「自己変革に挑戦する社員への機会と支援の提

供」により、人財一人ひとりがそのライフイベント

やキャリアステージに応じて能力を思う存分発揮

することができるよう、様々な施策を実施してい

ます。この他にも、キャリア採用やスペシャリスト

採用の強化、実質週休３日制の導入をはじめ、働く

環境と人事評価のさらなるブラッシュアップ等を

進めており、当社グループはエネルギー業界の中

でも先進的な取り組みを行っている会社の一つだ

と自負しています。

　また、エッセンシャルワーカーの確保は、当社

グループだけでなく、社会全体やバリューチェーン

全体にとっても喫緊の課題と認識しています。既存

の労働力・リソースの最適化やデジタル化等によ

る業務の効率化といった、労働力の構造を変えて

いくことも必要だと思っています。

　健康経営の実現も重要な取り組みの一つです。

全従業員にウェアラブル端末を配布した取り組

みが実を結びつつあり、健康情報の見える化に

よって楽しみながら健康の維持・増進に役立てて

います。

■資本コストや株価を意識した経営
　当社グループが持続的に成長していくために

は、収益基盤の拡大と事業ポートフォリオの再構築

が必要です。戦略的投資を加速させるとともに、

より強靭な経営体質の構築を目指し、PBR向上

をはじめ、資本効率を意識した経営をより一層進

めていく必要があると考えています。これまでも

当社では、ROEやROICを経営指標として位置づ

けて取り組みを進めていますが、株主・投資家の

皆さまとの積極的な対話や開示の充実、安定配当

と利益成長に応じた成果の共有等を通じて、さら

なるPBR向上を目指していきます。

　当社グループの中期経営計画では、ステークホル

ダーの皆さまのご期待に着実にお応えすることで、

成長し続ける企業グループを目指しており、６つの

ステークホルダーそれぞれに目標を定めています。

　お客さまから選ばれ続ける企業グループを目

指すため、成果をシェアする形で電気料金の負担

軽減策を継続しています。また、新しい価値やサー

ビスを提供することによって、これからもお客さま

のニーズに応えていきたいと思っています。

　地域社会では、見守りやレジリエンス、分散型

社会といった様々な社会課題があります。こうした

P28 CFOメッセージ

P30 資本コスト・株価を意識した経営の実現（PBR向上に向けて）

ステークホルダーの
皆さまとともに

4

P32 人財戦略

P63 多様な人財が活躍できる環境づくり

P66 自己変革に挑戦する社員への機会と支援の提供
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環境の整備、あるいは取引関係をいかに公正・透明

にするかといった改革にも着手しています。

　株主・投資家の皆さまに対しては、やはり配当

と株価の２つが非常に大事なキーファクターだと

認識しています。安定的な配当を維持することに

加え、株価につきましても、PBRを常に意識した経

営を進め、将来価値を可能な限り最大化し、皆さま

にご評価いただくことで、株価水準の向上を目指

していきます。

　従業員は経営の基盤であり、新しい計画・ビジョン

の達成は、従業員の力なくして成し得ません。安全・

健康やエンゲージメントを高めるための取り組み

をさらに強化していきます。今後も、利益を上げ

て、従業員と一緒にその成果をシェアできるように

したいと思っています。

　地球環境も、大事なステークホルダーとの認識

を深めています。CN実現を目指すためにいかに

地球に優しい事業経営をするかということは、我々

の経営の一丁目一番地だと思っています。

　最後になりますが、今我々は、かつて経験した

ことがないような、大きくかつ激しい環境の変化

の只中にいます。こうした変化の波にいち早く対応

し、ビジネスモデルを変革しながら、我々が持って

いるノウハウや人財、お客さまからの信頼、社会と

のつながりといった強みを、様々なパートナーと

ともに最大限活かしたうえで新しい価値を生み

出し、社会全体に提供できるように取り組みを加

速させていきます。

課題解決に貢献できる地域づくりを積極的に展開

していきたいと思っています。

　我々を支えていただいているビジネスパート

ナーの皆さまが、安全でより効率的に、安心して

当社グループとともに働いていただくために、労働

ステークホルダーへの価値のお届け

従業員
個人を尊重し、多様な人財が
活躍する明るく働きがいのある

職場づくりに努めます
●安全文化の醸成と健康経営の推進

●人的資本への投資
●DXを活用した業務変革

お客さま
安心・便利・安価な

エネルギーサービスをはじめ、
お客さまのニーズに応える

価値あるサービスをお届けします
●安心・安全・安価なエネルギーのお届け

●新たな価値創出
●電気料金の負担軽減策

株主・投資家
効率経営と効果的投資により、
収益の維持・拡大を図ります

●持続的な成長
●安定的な株主還元

ビジネスパートナー
対等な立場で公正な取引を行い、
協調してサプライチェーン全体の
透明性・健全性を高めます

●物価高騰等を反映した適切な価格設定
●新たな価値提供に向けた提携強化

地域社会
地域社会と協調し、

地域の持続的発展に貢献します
●レジリエンス向上による安心・安全

●循環型社会の実現

地球環境
従業員一人ひとりが
自ら律して行動し、

環境経営を的確に実践します
●再生可能エネルギーの促進
●浜岡原子力発電所の再稼働
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価値創造

社会的信頼の高みを目指して

監査グループ

第1ライン

ミライズ
各事業部門

業務を進める中で
自律的行為規制対応

第2ライン

業務管理・支援本部

事業戦略本部

コンプライアンス
推進グループ等
情報・行為規制
管理グループ

第１ラインの業務執行状況を
チェック・モニタリングし、

対応推進を支援

リスク情報の報告・共有

チェックリスク情報の報告・共有

リスク
管理支援

専門知見
を活用

した支援

リスクモニタリング・改善指示

［経営層］ 社長、本部長

第3ライン

お客さまファースト
推進室

考査グループ

お客さまファースト
推進グループ

独立的・客観的見地から、
業務執行を監視し、

適宜助言を実施

監査・助言

総務部
行為規制等に関する社内統括
および社外対応

第１ライン 第2ライン

［経営層］ 社長、取締役

取締役会

各部・支社
・執行体制強化
・情報遮断の明確化
・運用状況の確認体制強化

第3ライン

考査グループ

システム監査
(外部委託)

・システム監査による機能強化
・監査の結果を踏まえた第1・2
ラインの取り組みを評価

品質改革推進室

・行為規制等のモニタリング
・現業まで踏み込んだ確認

中立性評価
専門委員会

行為規制に関する
体制・運用の評価

確認・
是正指導

好事例
水平展開

中立性確保のための組織・体制のポイント
●行為規制遵守統括責任者等を設置する等により第1ラインの体制を強化
●第2ラインとして行為規制等の責任部署である「品質改革推進室」を設置
●第3ラインにてシステム監査を実施する機能強化を図ることで、全社の行為規制等にかかる体制を整備
●外部専門家を中心とした取締役会の諮問機関である「中立性評価専門委員会」を設置

取り組み実績とモニタリング状況
●中立性評価専門委員会を開催(6回)し、独立した立場から再発防止対策に対して評価・提言を

いただくとともに提言事項を対策へ反映
●経営層からのメッセージ発信や行為規制に関する階層別・部門別の研修、職場ディスカッション

を重点的に実施
●第2ライン(品質改革推進室)による各種施策実施状況についてモニタリングを実施

取り組み実績とモニタリング状況
●各再発防止策の実施状況について、第2ライン（情報・行為規制管理グループ）がモニタリング

を実施
●経営層からのメッセージ発信や行為規制に関する理解度チェック、研修を実施
●行為規制に関する相談窓口の適切な運用

内部統制の再構築・強化のポイント
●情報管理・行為規制対応の統括部署である「情報・行為規制管理グループ」、相談窓口の新設
●第1ラインから第3ラインの役割の明確化
●外部専門家の活用（    経営層、第２・３ライン）

　中部電力、中部電力パワーグリッド、中部電力ミライズの３社は、託送業務で知り得た情報の不適切な取り扱いや、独占禁止法違反（不当な取引制限）が生じたことを重く受け
止めております。あらためて、深くお詫び申し上げます。両事案の再発防止策の徹底や継続的なモニタリング等により、二度とこのような事態を起こさないよう、またそのような
疑いがもたれることのないよう取り組んでまいります。

［託送業務で知り得たお客さま情報の漏えいおよび閲覧事案への対応状況］
　真因の特定と社外有識者等の活用等による再発防止策の実施について、定期的なモニタリングにより有効性の検証を行っています。

●背景としての行為規制の徹底に関する意識不足
●責任の所在が不明確なままでの業務運営
●マネジメントの判断ミス
●モニタリングやルール・体制の不備

真 因
●行為規制に対する周知・理解不足
●行為規制対応を担保する仕組みの欠如
●問題点を提起しにくい組織風土

真 因

1 中部電力パワーグリッド 2 中部電力ミライズ
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意識

仕組み

●コンプライアンス意識向上プログラム【役員等】
◎外部弁護士の講演会や少人数グループディスカッション、これらを踏まえた決意表明
  （参加者：役員20名、執行役員・部門長37名、販売部門等管理職員336名）

●研修・教育の実効性向上【全役職員】
◎役員・グループ会社役員研修56名　◎役付職登用前研修449名　◎独占禁止法講演会1,260名

●行動チェックポイントの実践【全役職員】

●外部弁護士の講演会やグループディスカッションを各階層
で実施し、独占禁止法遵守に向けた意識を向上

●独占禁止法遵守に関する行動チェックポイントを制定し、それ
を記載したリーフレットを全役職員が携帯・唱和することで、
さらなる意識向上・風化防止

2023年度の主な取り組み実績
（コンプライアンス徹底策 年次点検結果）

1
コンプライアンス
意識の深化

3
独占禁止法遵守の
仕組みの強化

●風通しの良い職場づくり【全役職員】
◎各職場によるコンプライアンスリスク等への取り組みを「コンプライアンスポスト」を通じて見える化

●風通しの良い職場にするため、各職場でコンプライアンス・アク
ションプランを策定し、自律的な取り組みを実施・共有・水平展開

●2024年度より、10月を独占禁止法遵守強調月間とし、全社的
な啓蒙・周知活動を行うことにより、風化防止

2
より良い

組織風土の醸成

●外部弁護士による点検・内部監査
◎長島・大野・常松法律事務所による点検・提言等　◎内部点検の実施　
◎上記を踏まえた2024年度施策の策定

●外部弁護士による定期的な点検・提言および内部監査を実施
し、これらを踏まえた次年度施策を策定

4
コンプライアンス
徹底策のPDCA

●競合他社との接触ルールの運用強化【全役職員】
◎競合他社との懇親会等の禁止徹底　◎会社所定の方法以外での競合他社との連絡禁止をルール化
◎役職員向けアンケートによるルール遵守・運用状況等確認

●内部通報制度の強化【全役職員】
◎「独占禁止法違反行為等への処分・調査協力に関する規程」（社内リニエンシー制度）の制定

●牽制機能の強化
◎組織の新設や見直し、CLOやエグゼクティブリーガルアドバイザー（ELA）の配置等

●競合他社との接触に関するルールを適宜見直し、適切に運用
●法務・コンプライアンス部門をコンプライアンス本部として

独立するとともに、新たにCLO※を設置し、法務・コンプライ
アンス機能を強化
※チーフ・リーガル・オフィサー

●ガス販売組織における戦略・調達と営業とを切り離し、相互牽制
機能を強化するとともに、権能を集中させない組織を構築

コンプライアンス徹底策/
コンプライアンス徹底策の強化策の概要

独占禁止法遵守に向けた取り組み

　当社は、二度と独占禁止法に関する疑いを持たれることがないよう、2023年4月に
コンプライアンス徹底策を策定するとともに、2024年3月に公正取引委員会から命令
等を受けたことを踏まえ、その強化策を策定し、独占禁止法遵守に向けた取り組みを
進めています。
　コンプライアンス徹底策では、外部弁護士を活用したコンプライアンス意識向上
プログラムや研修・教育の実効性向上、風通しの良い職場づくりなど、コンプライアンス

コンプライアンス徹底策について コンプライアンス徹底策の強化策について コンプライアンス徹底策　年次点検結果 

意識の深化やより良い組織風土を醸成に資する取り組みを行うとともに、競合他社と
の接触ルールの運用強化や社内リニエンシー制度の導入、外部弁護士による点検や
内部監査を含むPDCAの実践などにより仕組みの強化を図っています。
　また、その強化策では、法務・コンプライアンス機能の強化や中部電力ミライズの
ガス販売組織における相互牽制機能の強化を図るなどして、再発防止とコンプライ
アンスのさらなる徹底に取り組んでいます。

11Chubu Electric Power Group Report 2024

経営戦略トップコミットメント 価値創造 事業活動 成長を支える基盤 ガバナンス 経営・財務データ等

社会的信頼の高みを
目指して

https://www.chuden.co.jp/publicity/press/__icsFiles/afieldfile/2023/04/07/0407.pdf
https://www.chuden.co.jp/publicity/press/__icsFiles/afieldfile/2024/03/04/20240304_1_2.pdf
https://www.chuden.co.jp/publicity/press/__icsFiles/afieldfile/2024/03/28/20240328_1.pdf


企業理念

価値創造の基盤
総合的な展開

人財戦略、DX戦略、かいぜん
財務戦略、技術開発、
リスク管理、コンプライアンス

燃料・発電事業 等

販売事業 等

送配電事業 等

ステークホルダー
との協創

●エネルギー市場や脱炭素市場の拡大と競争激化
●脱炭素への取り組み強化と長期的な電力需要の増加
●地域課題ニーズの高まり

市場/事業環境の変化

●事業間/グループ会社間のシナジー
●お客さま起点でのサービス改革、将来を見据えた事業拡大/ビジネスモデル変革
●注力分野の見極めと柔軟/機動的なリソース投入
●投資環境に応じた投資計画の見直し/最適な資本構成の検討

持続的な
価値創出の仕組み

70年以上にわたり、
中部地域に根差し、
ともに発展してきた
信用力と顧客基盤
［ミライズ］
お客さま口数
約8百万口程度※1

ステークホルダーとの
積極的な対話による

柔軟かつ風通しの良い
企業風土と組織力

発販分離モデルで
培った

高いリスク管理能力と
ソリューション力、

機動性

洋上風力や
ゼロエミ火力等の

脱炭素電源や新領域での
豊富な知見・経験
［中部電力］
再エネ発電
557万kW

旧一般電気事業者
の中でトップの
自己資本比率

（36.4%）を誇る
健全な財務体質

●連結経常利益 
  3,710億円程度※2

●ROIC 　 5.5%※2
●R&I格付  AA-
●配当額    60円※3

収益力向上と
安定配当

●女性役付職数 2.8倍※4

●男性育休取得率104.1％
●キャリア採用割合 25%

人財/多様性の確保

●再エネの拡大
  92万kW程度※5

●販売由来CO2排出量
  30%程度削減※6

カーボンニュートラル/
脱炭素化の推進

●DX人財 730人程度※1

●特許取得数　  31件
●特許出願件数  40件

革新的技術の創出

経済価値創出

■ 連結経常利益 
  2,000億円以上　　
■ ROIC 3.2％以上　

2025年

社会価値創出

（経営ビジョン2.0、
中期経営計画）

P23

■ 連結経常利益　
  2,500億円以上
■ バランスの取れた
利益ポートフォリオの実現

2030年

■ エンゲージメント
  サーベイスコア 「A」
■ 採用者数に占める
  キャリア採用者の割合 20%
■ 社内異動における公募活用 
  300ポスト
  （概ね異動規模の1割）
■ お客さま・社会へ
  新たな価値のお届け
■ 電力ネットワークの次世代化

2025年

■ 販売由来CO2排出量 
  50％削減（2013年度比）
■ 再エネ拡大 320万kW

2030年

持続的な
企業価値向上と
地域社会への

貢献

培ってきた
資本・強みを
活かした分析

 原子力、再エネ、
地域インフラ事業 等

時点の記載がない定量データは2023年度の実績
※1 2023年度末時点の実績
※2 期ずれ除き　※3 1株あたり/2024年度予定
※4 2014年度比較/2024年7月時点
※5 2017年度末～2023年度　※6 2013年度比

価値創造ストーリー
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1951 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

1965年

お客さま1口あたりの
停電回数

1.69回
2023年 0.09回（ ）

2023年 実績

販売電力量
1,111億kWh

連結売上高
36,104億円

CO2排出原単位
0.393kg-CO2/kWh※

価値創造のあゆみ
中部地域に根差し、安定・安価な電力供給という使命を通じて、
ともに成長・発展してきた中部電力

ビジネス向けWEB会員サービス

家庭向けWEB会員サービス「カテエネ」、ビジネス向け
WEB会員サービス「ビジエネ」　スタート（2015年）

井川水力発電所（1957年） 伊勢湾台風での配電線路の復旧
工事(1959年)

メガソーラーしみず（2015年)浜岡原子力発電所１号機（1976年）50万V基幹系統西部幹線建設
（1972年完成）

中部電力創立
1951 〉〉

1955頃 〉〉 高度経済成長 1991 〉〉 バブル崩壊

1973 〉〉 第1次オイルショック 2011 〉〉 東日本大震災

2016 〉〉 電力小売全面自由化

2020 〉〉 送配電事業、販売事業を分社
2017 〉〉 ガス小売全面自由化

※ 再生可能エネルギーの固定価格買取制度による調整などを反映した値。なお、この数値は中部電力ミライズ全体の係数であり、メニュー別係数とは異なります。
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2050年

目指すべき社会像

●安心・安全で強靭な暮らしやすい社会の実現
●脱炭素社会の実現
事業全体のCO2排出量ネットゼロ

多様化する
価値観・ライフスタイルに
合わせたサービスを実現し、
お客さまや社会とともに、

持続的に成長

安心・安全
社会

分散・循環型
経済

脱炭素
環境

1960～1970年代 1980～1990年代 2000～2010年代 2020年～

持続的成長を支える技術力とビジネスモデル

●他電力会社に先駆けて自
動給電装置の運用を開始
●全国に先駆けた高圧配電
線の昇圧や配電線
●街路灯や農業電化、工場立
地相談サービスなどのコン
サルティング活動開始

●電力設備の自動化推進
●新たな収益事業の発掘と
して、海外事業を位置づけ
●電力小売り部分自由化へ
の対応として、「競争時代を
勝ち抜く総合エネルギー
企業の創造」を目標として
設定

●当社初の100万kW石炭
焚超臨界圧変圧運転プラ
ントの碧南火力4号機5号
機の運転開始
●オンサイトエネルギーサー
ビス事業に着手
●燃料調達力の強化などを
目指し、東京電力との合弁
契約に基づきJERAを設立

●送配電事業および販売事
業の分社化による発販分
離モデルへの移行
●各グループ会社のお客さま、
マーケットニーズの機動的
な施策反映による事業拡大
と新たな価値の創出

公益性・社会的責任の追求と地域共生

3大経営基本方針策定
●地域社会に対する公益使
命の完遂
●能率的経営による安定成
長の実現
●相互信頼に基づく良好な
人間関係の確立

新経営基本方針策定
●事業の原点を見据えお客
さまと共に進める未来の
創造
●企業市民としての活動を
通じた地域から地球への
共生の拡大
●自己責任原則の徹底による
新たな活力の創出

中部電力グループCSR宣言
「社会からの期待にお応えし責任を果たすために」
●お客さま、株主・投資家、地域社会、ビジネスパートナー、従業員
の各ステークホルダーへの社会的責任に関する宣言

変わらない使命のその先へ
　中部電力は設立以来の「電力の安定供給」という変わらない使命のもと、社会や事業環境の変化を機会と捉え、
革新的な技術開発や時代を先取りした「発販分離モデル」によるビジネスモデルの変革など、中部電力の成長とともに社会の発展に貢献してきました。
　また、設立当初から公益性や社会的責任、地域共生といった観点を経営に組み入れ、中部地域とともに発展してきました。
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価値創造のあゆみ



15%
JERA

（燃料・発電）

8%
その他

51%
ミライズ
（販売）

（株）JERA

JERA（燃料・発電事業等）

中部電力パワーグリッド（株）

パワーグリッド（送配電事業等）

　●中電配電サポート（株）
　●中部電力グランドワークス（株）

中部電力ミライズ（株）
　●（株）シーエナジー
　●ダイヤモンドパワー（株）
　●CEPO半田バイオマス発電（株）　

ミライズ（販売事業等）

中部電力㈱

その他

26%
パワーグリッド
（送配電）

P54

P52

P60

計122社

2024年3月末時点
●●● 連結子会社および持分法適用関連会社

中部電力グループ
連結経常利益

※期ずれ除き
3,710億円程度 計3社

計24社

コミュニティサポート
インフラ関連事業 ●中電テレメータリング（合）

再生可能
エネルギー事業 ●愛知蒲郡バイオマス発電（合）

海外事業 ●Bitexco Power Corporation

不動産業 ●中電不動産（株）
●（株）日本エスコン

建設業
●（株）トーエネック
●（株）中部プラントサービス
●（株）シーテック

製造業
●中部精機（株）
●愛知電機（株）
●東海コンクリート工業（株）

情報通信業
●（株）中電シーティーアイ
●中部テレコミュニケーション（株）

サービス業など
●中電クラビス（株）
●（株）中電オートリース
●（株）テクノ中部
●中電ウイング（株）

P58

P50

P56

P27

P83

P63

ひと目でわかる中部電力グループ

販売実績など（中部電力ミライズ）

　販売電力量 1,038億kWh
（グループ合計1,111億kWh）

　ガス・LNG販売量 133万t
（グループ合計156万t）

　販売電力にかかる
　CO2排出量 4,081万t-CO2

　CO2排出原単位 0.393kg-CO2/kWh※

CO2

送配電設備（中部電力パワーグリッド） 2024年3月末時点 2023年度実績      

　送電線亘長 11,928km

　支持物数（鉄塔など） 34,732基

　変電所数 999カ所

　配電線亘長 136,350km

　支持物数（電柱など） 2,877,484基

2024年3月末時点発電設備（中部電力単体）

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

　一般水力 約215万kW

　揚水 約332万kW

　風力 約3万kW

　太陽光 約2万kW

　バイオマス 約5万kW

　原子力 361.7万kW

※この数値は中部電力ミライズ全体の係数であり、メニュー別係数とは異なる。　
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静岡

新三河幹線

駿遠幹線
静岡幹線

第二浜岡幹線
浜岡幹線

奥矢作
第二 平岡

佐久間

浜岡

安倍
東清水

しみず

御前崎

駿遠遠江

東京
東栄

新佐倉

豊根

畑薙第二

井川

奥泉

駿河
川根

川口

大井川

西部幹線

豊根幹線

信濃幹線

愛岐幹線

越美幹線

南信幹線

東部幹線

三岐幹線

東栄幹線

湖西

川越

川越
かわごえ

新鈴鹿
鈴鹿

伊勢

尾鷲

亀山

中勢

南勢

西名古屋

高根第一

北陸

南福光

東京
飛騨

泰阜

いいだ

畑薙
第一

知多
知多火力

新名古屋

西名古屋

田原

154kV

三河

三好

梅森

金山

松ヶ枝

名城牛島町

南武平町

下広井

海部

西尾張

西部
関西

三重

三重東近江線

北豊田

瀬戸

犬山
関

中濃

北部

岐阜

中信

新信濃

東京

東京

北松本

東信

新北信

上越

信濃

佐久

南信

電源
名古屋

東浦
東海

東名古屋

幸田

額田

東豊田

東部

愛知

新三河

西濃

四日市
四日市 知多

第二

奥矢作
第一

矢作
第一

新上麻生

馬瀬川第一

馬瀬川第二

横山

渥美

碧南
碧南

小坂

奥美濃

徳山

岐北

中部電力グループの事業エリア
中部を基盤に、日本そして世界へ

注） 500kV、275kV系統の設備を記載

原子力発電所
500kV送電線
275kV送電線
他社変電所
他社周波数変換設備

JERAの火力発電所
他社水力発電所
他社500kV送電線
他社275kV送電線
他社DC±200kV送電線

変電所（275kV系以上）
開閉所（275kV系以上）
周波数変換設備
交直変換設備
水力発電所（5万kW以上）
新エネルギー発電所

2024年3月末時点

1 2
4 5

1

2

3
1

8

6

4

5

8

7
9

10

11
12 13

6 7 3

2

3

海外のエネルギー案件へ参画

現在の投資案件・コンサル案件・交流協定案件

イギリス
海底送電事業
オランダ
洋上風力発電事業
オランダ
再エネ・小売・新サービス事業
ドイツ
海底送電事業
ドイツ
地熱発電・地域熱供給事業
インド
分散型電源・グリッド事業
ベトナム
再エネ発電事業
シンガポール
プロジェクト投資、インキュ
ベーション、人財育成事業
フィリピン
配電・小売事業
日本およびアジア
脱炭素化事業

1

2

3

4

5

6

7

米国
小型原子炉の開発
カナダ
地熱新技術の展開
カナダ
潮流発電事業

ウガンダ
系統保護能力向上
プロジェクト
モザンビーク
配電損失改善プロジェクト
ヨルダン
ヨルダン・イラク・エジプト
における地域間協力
スリランカ 
マスタープランの実現に向
けた能力向上プロジェクト 
バングラデシュ
低炭素社会実現のための
ダッカ配電マスタープラン
策定プロジェクト

8

9

10

11

12

13

3

8

ミャンマー
ヤンゴン・地方都市におけ
る送変電設備の建設支援に
係るプロジェクト
ラオス
電気事業経営に関する協力
プログラム
エクアドル
ガラパゴス諸島化石燃料 
ゼロに向けたロードマップ
支援プロジェクト

カタール
送電水道公社との電力分野
における技術協力
タイ
地方配電公社PEAと交流協
定を超えた枠組みの構築
台湾
台湾電力との脱炭素を中 
心としたエネルギー分野に
おける交流協定

1

2

3

4

5

6

7

1

2

コンサルティング案件

交流協定案件

投資案件
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ひと目でわかる
中部電力グループ 



経常損益／親会社株主に帰属する当期純損益／
経常損益（期ずれ除き）

2019 2020 2022 2023
△1,000

（年度）

（億円）
6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

2021 2019 2021
0

（年度）
0

80,000

60,000
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※燃料費調整制度による期ずれ除きの数値

経常損益は、期ずれ差損から差益に転じたことや、ミライズにおける
電源調達価格の低下、パワーグリッドにおける需給調整にかかる費用の
減少などから、前年度に比べ4,441億円の増益となった。

親会社株主に帰属する当期純利益の計上やその他の包括利益累計額の
増加などによる自己資本の増加により、自己資本比率は36.4％となった。

有利子負債残高は増加したが、それ以上の自己資本増加により、D/E
レシオは1.2倍に低下した。

営業CFは、税金等調整前当期純利益が増加したことなどから、前年度と
比べ482億円増加した。投資CFは、投融資による支出の増加などによ
り、前年度と比べ1,914億円支出が増加した。

安定配当継続を基本とし、利益成長を踏まえた還元に努め、連結配当性向
30％以上を目指す。当該年度の１株あたりの配当金は、株主還元方針、
中期的な財務状況、資本市場の期待等を踏まえ、55円に増額した。

ROICは、中期経営計画の目標としてROIC3.2％以上を掲げ、資本効率を
意識したマネジメントを推進。当該年度は5.5％と前年度比で2.6ポイント
増加した。

経常損益

5,092億円
親会社株主に帰属する
当期純損益

4,031億円
経常損益（期ずれ除き）

3,710億円程度
総資産［左軸］

71,086億円
自己資本［左軸］

25,854億円
自己資本比率［右軸］

36.4％

営業CF

3,440億円
投資CF

▲3,883億円 ▲442億円
フリーCF

財務・非財務ハイライト 過去10年のデータなどの詳細はインベスターズ・データ・ブックをご参照ください。

インベスターズ・データ・ブック
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法定雇用率2.50％障がい者雇用率2.85％

 障がい者雇用率／法定雇用率

（2024年6月時点）

事業活動

ダイバーシティ推進に関する研修などの施策展開により、２０２４年度は
４４人を新たに登用し、２９２人（2014年度比2.8倍）へ増加した。
参考：2025年度に女性役付職数を2014年度（103人）の3倍を目指す。

安全健康基本方針に則り、安全な作業環境および就業環境の整備に取り
組んだが、当該年度は0.48となり、前年度比で増加した。

企業の社会的責任を果たすため、障がい者雇用を着実に進めており、
「中電ウイング株式会社」の採用に合わせて継続的に障がい者を採用し、
法定雇用率を達成した。

※ 中部電力グループの各年度末の導入量（共同開発は持分のみ計上）。水力には揚水式発電を含む。碧南
火力発電所におけるバイオマス燃料の混焼分は含まず。運転開始前だが開発決定済みの案件を含む。

当該年度は、定期的な巡視・点検など予防保全などに努めた結果、昨年度
から減少した。

当該年度は、ジェネックスグループの完全子会社化などから増加した。
「2030年までに販売電気由来のCO2排出量を2013年度比50%以上
削減」という目標を設定し、当該年度は4,081万tの排出となった
（2013年度比約37％削減）。

2023

1口あたりの年間
故障停電時間数 P52

P65 P63 P65

P50 P40

下記以外の非財務データの詳細は、ESGデータ集をご参照ください。

ESGデータ集
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ステークホルダーへの価値提供に向けて
　中部電力グループは、企業理念のもと、ステークホルダーへ価値をお届けすることで、ステークホルダーとともに持続的に成長していくことを目指しています。そのために、
ステークホルダーの期待・関心事項を把握するためのステークホルダーエンゲージメントを行い、事業活動を通じて得られた期待・関心事項にお応えしています。

地域社会

地球環境

従業員

お客さま

株主・投資家

ビジネス
パートナー

中部電力グループは
ステークホルダーと
ともに持続的な成長を
目指します

従業員一人ひとりが
自ら律して行動し、
環境経営を的確に実践します
● 再生可能エネルギーの促進
● 浜岡原子力発電所の再稼働

対等な立場で公正な取引を行い、
協調してサプライチェーン全体の
透明性・健全性を高めます
● 物価高騰等を反映した適切な価格設定
● 新たな価値提供に向けた提携強化

安心・便利・安価なエネルギーサービスをはじめ、
お客さまのニーズに応える価値あるサービスをお届けします
● 安心・安全・安価なエネルギーのお届け　
● 新たな価値創出　● 電気料金の負担軽減策

地域社会と協調し、
地域の持続的発展に貢献します
● レジリエンス向上による安心・安全
● 循環型社会の実現

効率経営と効果的投資により、
収益の維持・拡大を図ります
● 持続的な成長
● 安定的な株主還元

個人を尊重し、多様な人財が活躍する
明るく働きがいのある職場づくりに努めます
● 安全・健康促進　● 人的資本への投資　● DXを活用した業務変革

ステークホルダーへの価値のお届け 主なステークホルダーエンゲージメント内容および事業活動への反映

ステークホルダー エンゲージメント内容 事業活動への反映 2023年度実績

お客さま

■ お客さまとの様々な接点を通じた
コミュニケーション
WEB会員サービス、各種窓口や電話等を通じ
て寄せられる意見や要望等への適切な対応

社内へのフィード
バック、サービス
向上策検討

●カテエネ会員数 236.5万人
●ビジエネ会員数 12.6万人
（2024年3月末時点）

株主・
投資家

■ アナリスト・機関投資家との対話を通じ、
資本市場の動向把握
株主総会、決算説明会、IR活動

ホームページ、グ
ループレポート、
対話を通じた積極
的な情報発信

詳細 P20  参照

地域社会

■ 浜岡原子力発電所立地地域の皆さまとの
コミュニケーション

■ 「中部電力グループ環境に係る
意見交換会」開催
環境への取り組みについて社外有識者から
知見を得ている

継続的な地域の
方々とのコミュニ
ケーション機会の
設置

●発電所キャラバン
17回（1,289人）等

●意見交換会
2023年下期1回

地球環境
■ 脱炭素社会の実現に向けた

再生可能エネルギーの促進やサービスを
通じた脱炭素化ニーズの発掘　

お客さまニーズに
合わせたサービス
開発

●継続的な営業活動の中で、
再生可能エネルギーに関する
サービスのPR

ビジネス
パートナー

■ 取引先に対する説明会の実施、
CSR・ESG取り組み状況の調査 等

サプライチェーン
全体でのCSR調達
の推進

●調達概要説明会　
対象 329社　

●CSR・ESG取り組み状況の調査  
対象 373社

従業員

■ エンゲージメントサーベイおよび役員との
対話等の実施
年2回従業員の会社、
所属に対するエンゲージメント調査

全社組織風土の
状況分析と各所属
での取り組み課題
抽出

●年2回実施
2023年9月 回答率94%
2023年12月 回答率95%
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｜特集｜ステークホルダーエンゲージメント　～ステークホルダーとの積極的な対話～

COLUMN   

　株主と社長、副社長、社外取締役などの経営幹部との建設的な対話を通じて、資本
市場の関心事項や得た気づきを取締役会でフィードバックし、各種計画への反映や
さらなる情報開示の充実等に活かしています。

［対話実績（2023年度）］
●個別面談：国内機関投資家102件、海外機関投資家53件、アナリスト等44件

（社外取締役と資本市場の対話含む）
●決算・経営計画説明会：4回（国内機関投資家）
●見学会・事業説明会等：4回（国内・海外機関投資家）　

［経営層へのフィードバック］
●取締役会：年1回程度株主の声をフィードバック
●その他：社外取締役と資本市場との対話内容等、実施毎に取締役会でフィードバック

［対話テーマ・関心事項］

［対話を通じた改善事項］
●ＰＢＲ向上に向けた現状分析・取り組みの方向性開示を実施
●株主還元の充実（増配の実施）
●経営機構の見直し（監査等委員会設置会社への移行）
●コンプライアンス徹底策の強化策を策定、年次点検結果の公表

項目 関心事項

経営戦略・
資本政策

●収益力強化、資本効率(ROE、ROIC等)向上重視の姿勢
●PBR向上に向けた取り組み
●株主還元に対するスタンス

財務関係

●一時的な利益押上げ要因を除いた各セグメントの実力利益水準
●戦略的投資の進捗・収支影響
●浜岡原子力発電所の再稼動に向けた進捗状況
●ミライズの電気料金政策の方向性と収支影響

ESG ●脱炭素目標達成に向けた具体的情報の開示
●独占禁止法関係等のコンプライアンス事象を踏まえたガバナンス強化・定着の進捗

資本市場との対話充実株主・投資家

　組織のモチベーションやエンゲージメントを高め、更なる企業価値の向上に繋げる
ため、2011年度より経営幹部が中部電力3社※の事業場を訪問し、従業員とのコミュ
ニケーションを図っています。
　2024年は、3月から6月にかけて全ての事業場を対象に対面・オンラインのハイ
ブリット形式で実施し、会社のありたい姿や足元の経営課題など、幅広いテーマで
意見交換を行いました。

[意見交換の具体的な内容]
●事業活動に対して従業員が抱いている疑問や意見
●脱炭素の取り組みや浜岡原子力発電所の再稼働などについてお客さま・地域の皆さま
から寄せられている声

●安全・健康などの会社施策

　意見交換を機に、事業活動を行う上での新たなアイデアや気づきを得るなど、貴重
な機会となっています。
※中部電力・中部電力パワーグリッド・中部電力ミライズ

林社長と第一線事業場に勤務する従業員の意見交換会の様子

経営幹部と第一線事業場に勤務する従業員の直接対話 従業員

株主との対話

20Chubu Electric Power Group Report 2024

経営戦略トップコミットメント 価値創造 事業活動 成長を支える基盤 ガバナンス 経営・財務データ等

https://www.chuden.co.jp/ir/ir_taiwa/


中長期的な
企業価値向上

●お客さま・社会とともに進める脱炭素化
●原子力発電の安全性向上・活用促進
●脱炭素社会に向けた次世代ネットワークの構築環境

E
●地域・社会への貢献
●お客さま満足の追求
●DXを活用した業務変革・新たな価値創出
●人的資本への投資
●企業価値向上に向けたグローバル事業の展開

社会
S ●コンプライアンスの徹底

●グループ会社含むガバナンス・リスク管理の強化
●レジリエンス・大規模災害対応力の強化ガバナンス

G

マテリアリティCSR宣言

社会の
持続的な発展と、
当社グループの成長
との両立を目指す

CSR宣言に則った
事業を実践するための
マテリアリティを特定

マテリアリティ毎に
KGI/KPIを設定し、
モニタリングを実施

P

A D

C

マテリアリティ（重要課題）
　中部電力グループは、企業の社会的責任（CSR）を果たし、持続的な社会の発展への貢献を通じて、中長期的な企業価値向上を実現していきたいと考えています。
　そのため、以下のプロセスによりマテリアリティを特定し、対応する指標・目標を定め、PDCAサイクルによる定期的なモニタリングと見直しを行いながら、課題解決に優先的に
取り組んでいます。

重要性評価の手法マテリアリティの特定プロセス

※CSR推進に係る重要事項について経営層で審議するため、社長を議長として2021年10月に設置

課題の抽出1

SDGsの掲げる目標、
ISO26000に定める基準、
GRI・SASBなどの
ESG（環境・社会・ガバナンス）に
関する国際的ガイドラインや
ESG格付を参考に、網羅的に、
75の個別課題（イシュー）
を抽出

重要性評価2

抽出した個別課題に対し、
ステークホルダーおよび
当社グループ経営の
視点から重要性評価・
分類を行い、
重要課題として整理

妥当性の確認3

重要課題について、
社外専門家のレビュー、
経営層との
意見交換を通じて、
妥当性を確認

重要課題の特定4

妥当性を確認した
重要課題を、
CSR推進会議※、
取締役会を経て
マテリアリティとして特定

当社グループにとっての重要度

最重要
課題重要課題

重要課題重要課題

評価軸
重要性評価のイメージ

評価軸

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に

と
っ
て
の
重
要
度

CSR宣言に
おける５つの
ステークホルダーの
視点で重要度を評価

●お客さま 
●株主・投資家 
●地域社会 
●ビジネス
　パートナー 
●従業員
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マテリアリティ リスク 機会 主な指標・⽬標 達成年度 2023年度実績（進捗状況の評価※5） 主な関連
ページ

　  

環
境

お客さま・社会とともに
進める脱炭素化※1 ●エネルギー政策の⾒直し

●脱炭素化への強い社会的
要請

●販売由来のCO2排出量削減  
▲50%(2013年度比)　約3,250万t 2030年度 2013年度比  ▲2,388万t

（2013年度比約37％削減） ■ P38-45

●再エネ拡⼤  320万kW 2030年度 92万kW（前期比＋18万kW) ■ P50-51

原⼦⼒発電の 
安全性向上・活⽤促進

●新規制基準適合性確認審査
の遅延

●GX実現に向けた基本方針 ●浜岡原⼦⼒発電所の再稼働 早期

●3，4号機については、原⼦⼒規制委員会による新規
制基準への適合性確認審査を受けており、基準地震
動・基準津波の確定に向けて進捗。

●2023年9月基準地震動が原⼦⼒規制委員会より概ね
妥当との評価を受けた。

■ P25,
46-49

脱炭素社会に向けた次世代
ネットワークの構築

●再生可能エネルギー⼤量接
続に伴う潮流の複雑化等に
よる安定供給への懸念

●再生可能エネルギー導⼊
ニーズの⾼まり

●地域別電⼒需要予測(DFES)を⽤いた設備計画⽴案
●コネクト&マネージ実現に向けた取り組みの確
実な実施

2023〜 
2027年度

●地域別電⼒需要予測(DFES)の運⽤開始
●左記、目標に対する取り組みを実施（ノンファーム
型接続の適⽤拡⼤への対応等）

■ P52-53

　  

社
会

地域・社会への貢献※2
●人口減少や経済成長の鈍化
などに伴う地域コミュニティ
の希薄化

●コミュニティ課題解決に対
するニーズの⾼まり

●「新しいコミュニティの形」の提供
●新たなサービスの開発 2024年度

2023年10月より商⽤EVの最適充電マネジメントシス
テム「OPCAT」のサービス提供を開始。AIを活⽤した
スマート充電によりEV普及を推進。

■ P58-59

お客さま満⾜の追求 ●競合他社との競争激化
●多種多様なサービスに対す
るお客さまニーズの⾼まり

●NPSⓇ推移  対2023年度差異 ＋8 2025年度 2023年度実績  ▲60.2 - P54-55

DXを活⽤した
業務変⾰・新たな価値創出

●DXによる新たな働き方や
先端技術への対応遅延

●デジタル技術を活⽤した
業務の変⾰

●予測精度の維持・向上など継続的にAIモデルを活⽤
するための⽀援体制・AIモデル開発・運⽤基盤整備 
開始1件

2025年度
ダム運⽤ノウハウ活⽤等の業務ニーズに応じた生成
ＡＩの活⽤環境の整備着手済み。2024年度からの業務
適⽤に向けて検証中。

■ P34

⼈的資本への投資※3

●事業環境の変化に伴う人的
資源のありたい姿と現状の
ギャップの拡⼤

●労働人口減少に伴う人財獲
得競争激化

●安定供給の進化・事業領域
拡⼤に必要な多様な人財の
活躍

●エンゲージメントの向上  「Ａ」以上 2025年度 BBB ■
P32-33,
63-67

●男性育児休業取得率  100% 2025年度 104.1% ■

企業価値向上に向けた
グローバル事業の展開

●海外の政治・経済情勢不安 
（カントリーリスク増⼤）

●世界的な脱炭素事業への
関心の⾼まり

●累積投資額4,000億円程度（2021〜2030年度） 
利益200億円程度の実現 2030年度 累積投資額約500億円（2023年度末時点）

利益約70億円（2023年度） ■ P56-57

　  

ガ
バ
ナ
ン
ス

コンプライアンスの徹底※4 ●コンプライアンスに関する
社会的信⽤の低下

●ステークホルダーの信頼
獲得

●中部電⼒グループ⼀体でのコンプライアンス推
進施策の実施 毎年度

●コンプライアンス推進体制の⾒直し（コンプライアンス
本部設⽴）

●ヘルプライン、中電グループ・共同ヘルプラインの
適切な運⽤（相談件数１１８件）

●グループ向けコンプライアンス教育の実施

■
P10-11,

68,
84-85

グループ会社含む
ガバナンス・リスク管理の
強化

●⼦会社等に起因するグルー
プ全体の信頼低下

●サイバー攻撃やITシステム
の不備

●意思決定の公平性・透明性
の向上

●取締役会の実効性評価の確実な実施と継続的な
改善 毎年度

●取締役・監査役にご議論いただく件名に関する年間予
定表（年間アジェンダ）を作成するとともに、中長期戦
略等の重要議題を集中的に議論していただく場を設定

●取締役会付議事項に関する事前説明に動画等を活⽤
することで取締役会の審議を充実

●当社役員とグループ会社トップが対話する機会を設定

■ P75-82

●サイバー攻撃における業務影響  ０件 毎年度 サイバー攻撃における業務影響  ０件 ■ P83

レジリエンス・
⼤規模災害対応⼒の強化

●⾃然災害の激甚化
●レジリエンス意識の⾼まり
●安定供給ニーズの再認識

●低圧電灯年間停電量（内生的要因）  49MWh 2023年度 50.1MWh ■ P52-53

主なマテリアリティのリスク・機会、対応の⽬標・実績	

※1 再生可能エネルギーの促進、脱炭素技術をはじめとした新技術の開発・社会実装、環境経営の実践含む　※2 新しいコミュニティづくり、循環型社会の実現を含む。なお、産学連携等の地域・社会課題の解決については、上記マテリアリティ詳細リンクを参照 　
※3 多様な人財の確保・育成、安全・健康を含む　※4 腐敗防⽌、人権の尊重含む　※5 次の3段階で評価 ： 目標通り■　目標をやや下回る■ 　目標を⼤幅に下回る■

E

S

G

中部電⼒グループのマテリアリティ詳細
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マテリアリティ（重要課題）

https://www.chuden.co.jp/csr/materiality/


経営戦略

中部電力グループ 経営ビジョン2.0、中期経営計画　

　2050年の社会は、「脱炭素」化された「安心・安全」な「分散・循環型」社会へと進化していると考えており、電力に
よってあらゆるモノの最適な制御が可能になると想定しています。
　当社グループは、各種のインフラを支える中核インフラとしての電力システムの脱炭素化・高度化を通じて、社会
の変革に貢献していきます。

　脱炭素社会実現に向け、2030年には、法人のお客
さまを中心に再生可能エネルギー由来電気や非化石
価値ニーズが一層高まると想定しております。
　当社グループは、お客さまのニーズにお応えする
ために、再生可能エネルギーの拡大、火力発電におけ
る水素やアンモニアの混焼、原子力発電の最大限の
活用、需要側における電化・省エネソリューションなど
を通じて、社会システム全体の脱炭素化に取り組んで
いきます。

+ + + +

公共インフラ
行政サービス

医療・金融・・・

運輸

通信

燃料
（水素・アンモニア等）

社会インフラ全体の効率化

➡

電力によってあらゆるモノの
最適な制御が可能に

インフラ

あらゆるデータが
ネットワークにつながり、
モノ同士が双方向に連携

社会

CCUS

電力

脱炭素 安心・安全 分散・循環型

当社グループの貢献
●各種のインフラを支える電力システムの脱炭素化・電力グリッドの高度化
●インフラ同士あるいはインフラとデータの融合による価値創造の追求

地域の皆さまとの共生
社会変革に伴うコストアップに対して、技術革新・コストダウンに努めつつ、新たな付加価値サービスをあわせてお届け

非化石
由来の電力

ニーズ

自家発
自家消費ほか

電力需要

再生可能
エネルギー

火力

現在

再生可能
エネルギー

火力

原子力

発電電力量
（市場調達を含む）

0

500

1,000

1,500
億kWh

●自家発の
グリーン化
ソリューション

●電化、水素・
アンモニア化、
省エネソリュー
ション

●水素・
アンモニア混焼

●再生可能
エネルギー拡大

●浜岡原子力
発電所を含む
原子力の最大限
の活用

2030年
（ありたいポートフォリオ）

2020年
（現在）

［電源構成（中部地域）］

2030年におけるエネルギーのお届け2050年に向けた社会の変革と電力システムの脱炭素化・高度化

23Chubu Electric Power Group Report 2024

経営戦略トップコミットメント 価値創造 事業活動 成長を支える基盤 ガバナンス 経営・財務データ等



新しい
成長分野

グループ
会社

海外
事業

送配電

発電・
販売

2030年
連結経常利益

億円2,500

1
新しい成長分野

海外事業 他

1
国内

エネルギー事業

アプリケーション

P55

付加価値
サービス

プラットフォーム

エネルギープラットフォーム データプラットフォーム

エネルギー
マネジメント

非化石価値
取引

付加価値サービスの
取引システム

基盤

原子力
事業
P46

脱炭素への
取り組み
P50,56

レジリエンス
向上
P52

生活関連
事業
P54

グローバル
事業
P56

資源循環
事業
P62

水道・交通
事業
P62

まちづくり

P27

開発・保守
オペレーション

多様な生活データ

今後
サービス
拡充

※期ずれ除き

2,000億円以上

2025年度
連結経常利益※

3.2％以上
ROIC※

事業領域の拡大

ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
変
革

　2030年に向けては、エネルギー事業に加え、不動産や資源循環事業などへ事業
領域を拡大します。また、これらの事業を相互につなぐプラットフォーム領域、および
付加価値の高いサービスをお届けするアプリケーション領域の取り組みを加速し、
ビジネスモデルを変革していきます。
　当社グループは、事業環境が激変する中でも、2030年の定量的な目指す姿である

「連結経常利益2,500億円の達成」と積極的な戦略的投資を通じた新しい成長分野

等（海外事業ほか）の収益拡大に向け、「経営ビジョン2.0」で掲げた取り組みを着実
に進めていきます。
　また、経営ビジョン2.0の目標達成に向けた中間地点として、2025年度をターゲット
イヤーとする中期経営目標「連結経常利益2,000億円以上、ROIC※１3.2%以上」の
達成を目指していきます。
※１ ROIC：投下資本利益率（Return on Invested Capital） 

2030年に向けた取り組み
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中部電力グループ
経営ビジョン2.0、中期経営計画



浜岡原子力発電所の再稼働に向けて
　脱炭素社会の実現と、安定的かつ安全・安価なエネルギー提供を実現させるためには、原子力発電所の活用が不可欠であると考えています。また、2023年5月に成立した

「脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律」（GX脱炭素電源法）では、電気の安定供給確保と脱炭素社会の実現、エネ
ルギー供給の自律性向上を目指すため、原子力発電を電源の選択肢の一つとして活用していくことが明記されました。
　エネルギー政策の基本方針である「S+3E※」の実現に向けて、安全性確保を大前提に、浜岡原子力発電所の早期の再稼働を目指し、GXの実現に貢献していきます。

浜岡原子力発電所※安全性(Safety)を大前提とし、自給率(Energy Security)、経済効率性(Economic Efficiency)、環境適合(Environment)の同時達成

Energy
Security ：
安定した

電力の供給

Environment ：
脱炭素社会の

実現

発電燃料燃焼
設備・運用

住宅太陽光
38

地熱
13

中小水力
11

原子力
19

石炭火力

943

79

864

石油火力

738

43

695

LNG(複合）

474

98
376

発電時の
CO2排出量

0

（g-CO2/kWh）
● 各種電源別のライフサイクルCO2排出量

燃料投入量に対するエネルギー出力が圧倒的に多く、数年にわたって国内保有燃料だけで発電が維持できる準国産エネル
ギー源です。気象条件によって発電量が大きく影響をうけることなく、また、燃料を政情が安定した地域から調達できることから、
優れた安定供給性と効率性を有しており、発電コストに占める燃料費の割合が小さく資源価格の高騰や為替の変動等の影響
を受けくいため、安価で安定的なエネルギーのお届けに寄与する電源です。

日本は、先進国の中でもエネル
ギー資源の海外依存度が特に高く
(約9割)、脆弱なエネルギー構造と
なっています。今後も高い経済成長
が見込まれる国々では、さらにエネ
ルギーの使用が増え、限りある資源
の獲得競争は一層激しくなっていく
と予想されます。これにより、資源
価格の高騰によりコストが増える
ことで、電気料金の高騰という形で
お客さまへの負担が増える可能性
があります。

2050年までのカーボンニュートラル
を目指す中で、安定して大きな供給
力を持つ火力発電からのCO2排出
量の削減を達成するため、火力発電
のゼロエミッション化と、他の脱炭素
電源への一部代替が求められます。

ウラン燃料等の原子燃料の核分裂で発
生した熱エネルギーを利用する原子力
発電は、発電の過程でCO2を排出しな
いため、太陽光発電や風力発電と同様
に、地球温暖化防止の観点で優れた発
電方法の一つです。

Safety ： 安全性

3E

S

社会課題 原子力発電の特徴

Economic
Efficiency ：
電気料金の

安定化

●100万kWの発電所を
   1年間運転するために必要な燃料

出典：資源エネルギー庁「原子力2010」

0 50 100 150 200 250（万t）

濃縮
ウラン

天然ガス 95万t

石油

石炭

155万t

235万t

0 50 100（t）

21t

出典：電力中央研究所「日本における発電技術のライフサイクルCO2排出量総合評価（2016年7月）」

政策経費
社会的費用
燃料費
運転維持費
資本費

● エネルギー別発電コスト

2021年 発電コスト検証WG「基本政策分科会に対する発電コスト検証に関する報告(2021年9月) 
2020年の電源別発電コスト試算の結果概要」をもとに作成

30

25

20

15

10

5

0
原子力

（円/kWh）

石炭
火力

LNG
火力

石油
火力

陸上
風力

洋上
風力

地熱 中水力 太陽光
（事業用）

4.2

1.7
0.6

1.3

3.7
2.3
2.0

3.9
4.3

0.1

1.2
1.3

6.4
1.7

3.3
4.9

3.5
0.2

14.8

10.0

5.2

4.7

12.5

9.0

8.6
5.8

5.8

5.1

5.7

2.3

3.0
8.8

0.9
3.2
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　2023年度は、一時的な利益押上げ要因は含まれますが、中部電力パワーグリッドにおける需給調整費用の減少や、中部電力ミライズにおける電源調達価格の低下、徹底した経営
効率化施策等により、期ずれを除き3,710億円程度の連結経常利益となりました。
　資源価格や制度の見直しなど、不透明な事業環境が継続することが予想されますが、これらの環境変化に対し、ステークホルダーの皆さまへの価値提供を最大化すべく、成長に向
けた取り組みを加速させていきます。良質なエネルギーを安全・安価で安定的にお届けするという「変わらぬ使命」を完遂していくとともに、カーボンニュートラルの実現、循環型経
済への移行、地域課題の解決といった多様化するお客さま・社会のニーズや、PBR向上といった資本市場の要請に着実にお応えしながら、「新たな価値の創出」に努めていきます。

2023年度の成果と課題

中期経営計画の進捗状況

領域 対応の方向性成果と課題

経営基盤

新成長領域

課題
●資本コスト・株価を意識した経営の実現に向けた対応
●ビジネスパートナーと連携・協調したDX・安全の取り組み
●コンプライアンス違反事象を踏まえた対応

課題
●燃料価格のボラティリティや制度変更等を踏まえた電源調達
●再生可能エネルギー電源増加による電気の流れの複雑化
●グローバルを含めたカーボンニュートラルに向けた着実な取り組み

成果
●多様な人財の活躍に向けた人財戦略の策定
●AI技術等を活用したDXの進展による経営効率化

成果
●サービスラインナップの拡充による事業領域の多角化
●「iiNEタウン瑞穂」の開発等、地域に密着したまちづくりの推進
●自治体・企業との資源循環に関する連携協定

成果
●負担軽減策等の実施による安価なエネルギーのお届け
●地域特性を考慮した設備管理による安定供給の実現
●ゼロエミッション電源の拡大によるカーボンニュートラルへの貢献
　▶浜岡原子力発電所の新規制基準適合性審査の進展
　▶再生可能エネルギー電源の着実な開発とM&Aの実施

課題
●早期の収益獲得とお客さま・地域社会への価値提供
●マルチユーティリティ化に向けた新たな事業基盤の構築

■ 資本コストを意識した経営の実現とPBRの向上

■ 人的資本のさらなる価値向上
■ コンプライアンス・ガバナンスに係る取り組み

■ お客さまニーズや地域課題に応じた
  新たなサービスのお届け
■ 不動産事業を通じた地域活性化
■ マルチユーティリティサービスの提供による
  お客さま・地域への貢献

■ お客さまニーズに寄り添った料金・サービスの提供

■ 地域特性に合わせた最適な設備構築 
■ 脱炭素電源の開発・拡大による
  カーボンニュートラル社会実現への貢献
■ 浜岡原子力発電所の再稼働に向けた取り組み

エネルギー
事業領域

P54

P25,46

P10,84

P30

P32

P38

P52

P58

P62

P27
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北海道

関東

中部

関西

九州

沖縄

エリア広域化 × ジャンル多様化による成長 中部エリア中心の地域密着型まちづくり

不動産事業を通じた地域活性化

●不動産事業を全国６エリアで展開、あらゆる場所でお客さまへの価値提供を目指
します。
●収益構造の安定化とともに、多様なアセットタイプ開発・バリューアップを促進し、
さらなる成長を目指します。

●暮らしに必要な施設やサービスを充実させた「住･商･憩」のある多世代共生のまち
づくりを通じて地域活性化に貢献していきます。

●地域のお客さまニーズを踏まえた地域共生施設の開発、災害時も視野に入れた
設備設計など、安全で安心な地域づくりへ貢献していきます。

　名古屋市瑞穂区（中部電力社宅跡地）において、「地域の暮らしを支え、ゆたかにする多世代
共生のまちづくり」をコンセプトとした複合施設の開発を進めています。
　暮らしに必要な施設やサービスを充実させるため、商業マルシェ、飲食店、医療施設、介護
施設、子育て支援施設、分譲マンション等を有し、2024年4月には先行して複合商業施設
「ｉiNEマルシェ」がOPENしました。

防災設備を設置し
安心なまちを実現

北海道北広島市
北海道ボールパークFビレッジ

長崎県大村市
SAKURA MIRAI 
SHIN ŌMURA

  iiNEタウン瑞穂
iiNEマルシェ

マンホールトイレ かまどベンチ

大阪府吹田市
TSUNAGU GARDEN
千里藤白台

（日本エスコンと中電不動産
による共同事業）
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CFOメッセージ ［さらなる企業価値向上に向けて］

　近年、中部電力グループでは脱炭素社会の実現、新成長分野への取り組み拡大など、戦略的投資を加速させてきました。資本市場の期待
も踏まえ、実現したい未来に向けた長期目線の投資と短期の業績確保とのバランスを確保するCFOとしての役割がより重要になってきて
おり、身の引き締まる思いです。
　特に、当社のPBRは、2023年度末時点で0.58倍と、1倍を下回っている状況にあることから、その向上を重要なミッションと位置づけ、2024年
4月に取り組み方針を開示しました。ROIC-WACCスプレッドを意識した目標管理等を行うことで資本効率向上を図るとともに、財務レバレッジ
の適正水準の検討深化や財務・非財務両面から統合的に当社の成長ビジョンをお示しすることなどを通じて、PBR向上を目指してまいります。
　収益性の観点では、2023年度は中期経営目標に掲げた利益水準(2025年度：期ずれ除き経常利益1,800億円)を上回る利益を確保する
ことができました。これまで実施してきた徹底した経営の効率化、市場対応力強化などが効果を発揮したと評価しています。そのような状況
を踏まえ、今回、中期経営目標を引き上げるとともに、2024年度の年間配当予想についても一株あたり60円と、2023年度に引き続き
配当水準の引き上げを予定しています。
　燃料価格をはじめ不透明な事業環境は依然継続していますが、将来にわたって安定的に皆さまのご期待に応えられるよう、適切に経営
資源を配分してまいります。引き続きご支援賜りますよう、お願い申し上げます。

適切なキャッシュ・アロケーションを通じて、グループの持続的な成長を推進していきます

2023年度の実績と課題
　当社の根幹である国内エネルギー事業領域において収益性が回復したこと等により、
2023年度連結経常利益は期ずれ除き3,710億円程度と、中期経営計画で掲げていた
1,800億円を大きく上回ることができました。しかし、2023年度の連結経常利益には、
中部電力パワーグリッドにおける制度上事後調整される一時的な利益押し上げ要因等が
含まれており、また燃料価格など不透明な事業環境が継続することに加え、新成長領域に
おける収益確保などにも課題が残っており、成長に向けた取り組みを一層加速させていく
必要があると認識しています。

中期経営目標の見直し
　グループ全体での徹底した経営効率化施策の拡大や市場対応力の強化に取り組んだ
ことで、今年度以降も1,800億円を超える利益を確保できる蓋然性が高まりました。また、
今後もお客さまに選ばれるサービスの拡充やコストダウンに努めつつ、戦略的投資による
収益拡大にも取り組むことを踏まえ、中期経営目標に掲げる経常利益・ROICの目標水準
を引き上げることとしました。適切なCFアロケーションを行いながら、利益・資本効率の
さらなる向上を目指してまいります。

中期経営目標の見直し

代表取締役
副社長執行役員  経営管理本部長
CFO＊1

水谷 仁
＊1 CFO：Chief Financial Officer　

MESSAGE

連結
 経常利益※1

3,710億円
程度

6,400億円
程度

1,900億円
程度

5.5%

11.6％

36.4％

経営目標
1,800億円
以上

経営目標
2,000億円
以上

9,000億円
程度

1.1兆円
程度

4,500億円程度
（内訳見直し）

経営目標
3.2％以上

経営目標
3.0％以上

7％程度

30％以上

営業CF
（2022年度

以降累計）

戦略的
投資額

（2022年度
以降累計）

経営指標（2025年度）
見直し後見直し前

1,560億円
程度

2,957億円

400億円
程度

2.9％

6.3％

31.9％

2023年度実績2022年度実績

成
長
性

ROIC※1

ROE※1

効
率
性

自己資本
比率

安
定
性

200～300 400～500

1,800 2,000

200～300

700～800

500～600

1,910

956

309

540

3,710
程度

2025年度
見直し前

2025年度
見直し後

2023年度
実績※1セグメント

中部電力
ミライズ

中部電力
パワーグリッド

JERA

その他

合計

セグメント別の経常利益（億円）

※1 期ずれ除き
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グリーン
ボンド

営業CF
1.1兆円

程度

(　　　)

Cash in

借入・社債

2022～2025
年度累計

安全
安定供給
への投資

戦略的投資
4,500億円

程度

(　　　)

(　　　)

株主還元

Cash out

2,000～3,000
億円/年程度

2022～2025
年度累計

投資先分野の内訳(億円)
※見直し後

グローバル 1,500程度

再エネ 1,000程度

新しいコミュニティの形
資源循環など 2,000程度

［投資に関する方針］
　獲得した営業キャッシュ・フローを原資に、電力の安全・安定供給に必要な投資や、
事業成長・発展のための戦略的投資を実施し、持続的な成長を目指し、企業価値の
向上に努めていきます。
　安全・安定供給に必要な投資に関しては、経営効率化の徹底をしつつ、強靭化・高
度化に向けた投資を2,000億～3,000億円/年程度実施します。
　戦略的投資については、経営ビジョン2.0に掲げた「2030年連結経常利益2,500
億円以上」、事業ポートフォリオ「国内エネルギー：新成長分野など＝1：1」の実現を目
指し、2022～2025年度累計で4,500億円程度を実施してまいります。なお、至近
の投資環境などを踏まえ、投資先分野の内訳を見直しています。

［株主還元方針］
　株主還元を重要な使命と認識し、安定的な配当の継続を基本としながら、利益の
成長を踏まえた還元に努めてまいります。株主還元方針、中期的な財務状況、資本
市場の期待等を踏まえ、2023年度は１株あたりの配当を55円に増額し、2024年度
は1株あたり配当60円を予定しています。

［財務健全性の維持］
　2022～2025年度は、これまで経営効率化などの利益創出により積み増してきた
資本を原資として、成長分野への資金配分を進めるなど投資拡大局面にあたります。
このため、フリー・キャッシュ・フローがマイナスとなる年度はありますが、連結自己
資本比率30%以上を維持し、財務の健全性確保に努めていきます。

2021 2022 2023
0

（％）

（年度）

35

30

32.7 31.9

36.4

2021 2022 2023
0

（円）

（年度）

50

（％）

50

25

0

25

50 50
55

2024

60（予定）

45.6

29.3

15.5※2

31
程度

1株あたり
配当金

連結
配当性向※1

※1 期ずれ補正後
※2 2023年度配当性向は、一時的な利益押し上げ要因等も

あり低水準となっている

60円/株(2022年度比＋10円)
配当予定

1株あたり配当金／連結配当性向自己資本比率

30％以上を維持

投資資本政策・株主還元の考え方
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CFOメッセージ 
［さらなる企業価値向上に向けて］



　中部電力は、PBRの向上に向けて、現状分析に基づく対策に取り組んでおり、「ROIC経営の深化」を重点取組項目として位置付けています。グループ全体での徹底した経営効率化
施策の拡大や市場対応力の強化に取り組み、今年度以降も一定の利益を獲得できる蓋然性が高まったことなどから、資本コストの水準も踏まえ、中期経営目標に掲げるROICの水
準を3％から3.2％に引き上げました。今後も資本コスト・株価を意識した経営を実践するとともに、株主・投資家の皆さまとの積極的な対話や適切な情報開示、株主還元施策の充実
により、皆さまのご期待に応えられるよう努めていきます。

資本コスト・株価を意識した経営の実現（PBR向上に向けて）

［PBR推移］
　当社のPBRは、東日本大震災後、浜岡原子力発電所停止などによる業績悪化等によ
り低下。2023年度は利益水準の回復・株価の上昇はありましたが、PBRは0.58倍と依
然1倍を下回っています。

［分析手法］
　PBRを大きくROE（自己資本利益率）とPER（株価収益率）に分解したうえで、ROEを
ROIC(≒ROA)と財務レバレッジに分解することで、当社PBRが低位に推移している
要因を分析しました。

［分析結果］
　電力事業の特性やボラティリティの高い事業環境を踏まえたステークホルダーの
皆さまの懸念・リスク認識といったROEとPERそれぞれの主な低位要因を特定しました。

2008 2010 2012 2014 2016 2018 2020 2021 2022 2023（年度）

1.8

1.4

1.0

0.6

0.2

2,500

2,000

1,500

1,000

500

当社PBR 電力平均PBR TOPIX PBR 当社 期末株価 （円）（倍）

1.0

0.8

0.6
0.7 0.7 0.7

0.5 0.5 0.5 0.58

2,170
1,850

1,153
1,434

1,491
1,729

1,425
1,263

1,399

1.989

現状の分析

ROE

●送配電事業の他事業比での利益率の
低さ
※ただし、ROICは資本コスト(WACC)以上を確保

●財務レバレッジの電力セクターにおける
相対的な低さ
（格付水準の維持やリスク対応資本など
財務健全性の確保によるもの）
※電力セクターで最も高い自己資本比率を確保

ROIC（≒ROA）

株主・投資家の皆さまの懸念や
リスク認識等につながると思われる要因

●電気事業の競争政策を起因とした収益
性への懸念

●原子力事業における不透明性
●脱炭素に対する社会的要請
●戦略的投資を通じた収益基盤確立の
蓋然性

●コンプライアンス事案における社会的
信用低下への懸念

●ESG情報の開示充実要請

PER

財務レバレッジ

当社と電力各社のROE水準(当社試算）
（2019～2023年度平均）※期ずれ除き

Ｒ
Ｏ
Ａ （
総
資
産
事
業
利
益
率
）

財務レバレッジ

4

3

2

1

0

（％）

10（倍）86420

A社
中部

C社

B社

D社
E社

F社

G社

H社

ROE8%以上

PBR
時価総額
自己資本

PER
時価総額
利益

ROIC(≒ROA)
利益
総資産

財務レバレッジ
総資産
自己資本

ROE
利益
自己資本

※自己資本比率の逆数
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［ROEの向上：ROIC経営の深化］
● 各事業の自律的な経営と最適な資源配分・モニタリングにより、資本コストを上回る資本効率を目指します。

［PERの向上］
● 株主・投資家の皆さまとの積極的な対話や開示などを通じ、当社の方針や取り組みをご理解・ご評価いただけるよう努めてまいります。

■利益率の向上
■資産効率の向上

●中部電力ミライズにおける標準料金メニュー見直し
●水力発電量の増電(利用率向上等)
●政策保有株式の縮減
●投資環境に応じた投資計画の見直し
   (グローバル事業等における投資厳選等)
●中長期の最適な資本構成について継続検討

■財務レバレッジの適正化

要素 観点 対応の方向性 足元での具体的取り組み

格付、リスク量、資本効率を踏まえた
資本構成

コストダウン推進と適切な販売価格
による安定的な収益獲得
資産の稼働率向上、不要資産削減
経営資源配分の最適化

ROIC

WACC

財務
レバレッジ

■資本市場との対話、開示
■業績のボラティリティ低減

●機関投資家・アナリストとの対話(2023実績)
▶決算・経営計画説明会開催(4回)
▶IR部署によるミーティング(150回)
▶社長・CFO・社外取締役等によるミーティング(49回)

●電源調達におけるリスクヘッジ(オプション・スワップ取引等)
●増配公表(2024年度予想：60円/株)

●監査等委員会設置会社への移行
●役員報酬への気候変動対応項目※2の組込み

■株主還元方針に則った着実
な還元

■ESG経営推進による企業
価値向上・経営リスク低減

要素 観点 対応の方向性 足元での具体的取り組み

投資家との対話、開示充実
リスク管理高度化による収支安定化

ESG各項目に係る着実な取り組みと
非財務情報の開示

安定配当と配当性向３０％

株主・投資家の
予見性向上※1

※1 WACC低減にも寄与

株主還元

ESG経営
の推進

※2 CO2排出量「GXリーグに登録した2025年度目標」に対する達成度合い

PBR向上に向けた対応の方向性と取り組み
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資本コスト・株価を意識した
経営の実現（PBR向上に向けて）



一人ひとりの成長・活躍を推進する取り
組みを進めています。
　中部電力グループは、多様な人財が活躍でき
る環境づくりは、企業成長や社員の就労意欲を向
上するために不可欠な投資であるとの考えのもと、

「安全・健康」「DE＆I」や「働き方」の各取り組みを
推進しています。また、多様な人財が自らのキャリ
アを考え、自律的に挑戦できる環境を整えるため、

「Chance」「Challenge」「Change」の3つの“C”
をキーワードに、社内公募制度や社内兼業の導入、
資格取得支援制度の拡充など、様々な施策を展開
しています。これらの施策の1つであるオンライン
学習サービスは、約9割の社員が活用しており、社
員の意識が変化しつつあることを実感しています。
　今後も、人財一人ひとりがそれぞれのライフ
イベントやキャリアステージにおいて、自らの力を
思う存分発揮することができる仕組みや環境を、
社員と会社が一体となって作り上げていきます。 

人財戦略

MESSAGE

専務執行役員
安全健康推進室統括
マネジメントサービス本部長

平松 岳人

人財戦略とDX戦略、かいぜんの総合的な展開
中部電力グループは、かいぜん活動による業務の本質の追求とプロセスの整流化を前提に、デジタル技術を活用した財務データ・業務運営の見える化をはじめとする業務の高度・効率化の実施
により生産性を向上させます。また、生産性向上により捻出された人的リソースを人財戦略による自律的な学びの機会・多様なキャリア開発の提供等によりリスキリングし、成長領域に挑戦し続ける
ことで、「変わらぬ使命の完遂」と「新たな価値の創出」の同時達成を目指しています。

　良質なエネルギーを安全・安価で安定的にお届けする「変わらぬ使命の完遂」と、事業環境の変化に対応した新しい
サービスを提供する「新たな価値の創出」の同時達成には、「人財一人ひとりの成長・活躍が不可欠であり、企業価値
そのもの」との考え方を経営ビジョン2.0に掲げました。期待を超えるサービスを、先駆けてお客さまへお届けする
一歩先を行く総合エネルギー企業グループを目指し、多様な人財が長く活躍できるフィールドとして選ばれる会社
になるための環境づくりに尽力しています。

人財戦略

ライフワークバランスを支援
産後パパ育休制度やフレックス制度の拡充

生涯健康であるために
ウェアラブル端末による健康維持・増進

安全に向けて全員が行動
安全情報を全社員で共有

多様な人財が活躍できる
環境づくり

自己変革に挑戦する
社員への機会と支援の提供

多様な人財の活躍
スペシャリスト社員採用など

採用の仕組みの拡充

ビジョンへ共感する風土醸成
エンゲージメントサーベイ

自ら学び成長できる環境
社内公募や学び支援の制度、

ビジョン実現のための環境整備

3つのキーワードで推進

Chan
ce

Chan
ge

Chall
enge

人財一人ひとりが力を発揮するための取り組みの二本柱
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● 

チ
ャ
レ
ン
ジ
で
き
る
マ
イ
ン
ド・能
力
を
備
え
た
人
財

● 

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
社
会
実
装
で
き
る
人
財

● 「
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
お
届
け
」の
進
化
を
追
求
で
き
る
人
財

多
様
な
人
財
が
活
躍
で
き
る

環
境
づ
く
り

あ
ら
ゆ
る
ラ
イ
フ
イ
ベ
ン
ト
や
キ
ャ
リ
ア
ス
テ
ー
ジ
に

応
じ
て
自
分
ら
し
く
力
を
発
揮

自
己
変
革
に
挑
戦
す
る

社
員
へ
の
機
会
と
支
援
の
提
供

先
輩
の
軌
跡
を
超
え
た

成
長・活
躍
を
実
現

人的資本 OUTCOMEINPUT ACTION OUTPUT

Change
｜変革を実現する｜

多様な人財の活躍で既存業務の変革
と事業領域の拡大を目指す

Challenge
｜果敢に挑戦する｜

社員がチャレンジできる環境を整備

Chance
｜チャンスを創出する｜

経営環境・戦略の変化に対応した成長・
活躍機会を社員に提供

安全文化
すべてのケガは防ぐことができるとの
揺るがない信念のもと安全な職場環境
を整備

健康経営
生涯にわたって健康であり続けるとの
信念のもと健康でいきいきと働くこと
のできる環境を整備

DE＆I
多様な人財が、健康で安全に、安心し
て活躍できる環境を整え、互いに認め
あい信頼しあえる文化を醸成

働き方
ライフサイクル・イベントに応じて思う
存分力を発揮できる環境を整備

1件

95.2%

10.3‰

99.5％

169ポスト

89.3%

104.1％
2.85％

2.8倍

(2024年6月時点)

(2024年7月時点)

11段階の
上から4番目

BBB

25%
137名

期待を超える
サービスを、

先駆けてお客さまへ
お届けする

一歩先を行く
総合エネルギー
企業グループ

事業環境の変化に
対応した新しい

サービスをご提供する

新たな価値の創出

良質なエネルギーを
安全・安価で安定的に

お届けする

変わらぬ使命の
完遂

目指す姿

同時達成

人財戦略の柱 取り組み 2023年度実績

●死亡災害発生件数※1

●プレゼンティーイズム※2

（健康イキイキ度）
●アブセンティーイズム※2

（傷病休務率）

●女性役付職数
●男性育児休業取得率※3 
●障がい者雇用率 

●柔軟な働き方の浸透
（テレワーク、

マイフレックス制※4の活用率
＝制度活用1回/人以上）

●マイキャリア公募件数
●オンライン

学習サービス活用率
（活用率＝受講数２件／人以上）

●エンゲージメント
サーベイ
総合スコアレーティング※5

●採用者数に占める
キャリア採用者の割合

0件

97.5%以上(2024年度)

8.4‰未満(2024年度)

2014年の3倍(2025年度)
100%(2025年度)
法定雇用率(2.5%)の遵守

100%(2025年度)
（フレックスタイム
勤務適用者）

300ポスト(2025年度)

100%(2025年度)

「A」
11段階の上から3番目
(2025年度)

20%(2025年度)

KPI/KGI

※1 執行役員、直接雇用の従業員および派遣社員に加え、請負・委託による災害件数を含む　※2 プレゼンティーイズムとは、心身ともに万全な状態で働けている度合（測定プログラムWLQ-Jにて測定）。アブセンティーイズムとは、病気やケガで休務している度合（傷病による休務日数をもとに算出）
※3 「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」における「育児休業等と育児目的休暇の取得割合」を示す　※4 1日のフレックス精算時間をマイナスとする働き方。これにより捻出した時間を趣味等に活用　
※5 (株)リンクアンドモチベーションが提供するエンゲージメントサーベイを導入

P63

P64

P65

P65

P66

P67

P67

人財戦略の全体像 人財戦略の全体像
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人財戦略

https://www.chuden.co.jp/corporate/humanresources/#link03


業務の変革

　AI技術の積極的な活用による業務の高度化・効率化を推進しています。
　水力発電所における最適な発電計画を策定するAI活用により、増電・増収と業務効率化を実現しました。
　また、中部電力グループに特化した生成AIを全社員へ提供済みです。蓄積されたノウハウ等の社内データに基づき、生成AI
による設備操作提案や意思決定アドバイス等を実現しました。労働人口
不足時代に備える上でも、2024年度は少なくとも延べ100万回のAI利用
を目途に定着活動を実施し、AIと一緒に働く会社に変わります。

お客さまサービスの変革

デジタル展開期から創造期へ
中部電力グループの
DX推進を加速し
経営ビジョン2.0を実現します

　中部電力グループは、2023年度までを「デジ
タル展開期」として位置付け、デジタル技術を
日常的に活用するための環境整備や従業員の
リスキリングに加え、組織の風土と意識変革を
着実に進めてきました。この結果、社会・環境変
化に柔軟に対応した電力事業の高度化・効率化、
電力事業のデータ利活用による新たな生活サー
ビスの提供、地域・企業へのデジタル支援による
地域活性化などを実現してきました。
　次なるステージとして、2025年度までの2年間
を「デジタル創造期」とし、築き上げたデジタル環
境・組織風土、成長させた社員のデジタルスキル
を最大限に活用して、サービスの付加価値を高
めます。これにより、ステークホルダーの皆さま
への価値提供と企業価値向上の実績を拡大して
まいります。

　中部地域に根差し、これからも地域・社会とともに持続的に発展し続け
るため、エネルギーサービスにとどまらない安心・安全・便利な生活を実現
する「新しいコミュニティの形」の創造を実現します。
　自治体向けには、地域の企業を含めたエコシステムを支える情報基盤を
提供すると共に、AIカメラによる歩行者・交通量解析や、高度なエネルギー
マネジメント、地域住民のフレイル※検知など、まちづくりの支援を行います。
　自治体と伴走しながらDXビジョンの策定やアクションプランの作成・
実行を通じて、着実に地域経済の発展を支えていきます。

人財一人ひとりの成長・活躍の支援

　中部電力グループのすべての従業員がDXを自律的に実践・推進
するために、DX・ITリテラシー向上を目的とした教育を前倒しで完了
し、更なるスキルアップを目指したカリキュラムを実施していきます。
　また、より強力にDXを推進する人財として、業務変革・お客さま
サービス変革に向けたプランニング・プロジェクト推進を行う「DX
推進人財」や、高度データ分析・AI環境整備等の高い専門能力を持ち、業務設計・実装を行う「デジタルエンジニア」を育成
しています。これらの人財を効果的に配置し、各事業の変革を牽引しています。

DXの推進
取締役　副社長執行役員
経営戦略本部長　CIO※

鍋田 和宏
※CIO:Chief Information Officer

MESSAGE

中部電力グループにおける
DXの取り組み

2023年度末
時点

※2020年代後半
　目標を前倒し完了

全従業員
実施済み

2024年度
更なる能力強化
ベテラン層
5000名超に
ITリテラシー向上
プログラムを計画

全ての人財が
デジタル技術を活用できるよう
基礎的なデジタル教育を実施

全ての人財

DX
推進人財

デジタル
エンジニア 730人 1,300人

2023年度末
時点

2020年代
後半

DX推進人財
の育成

※健康と要介護の中間にある状態

オンライン系統
安定化システム

水力発電計画への
AI活用

［その他事例］

地域
マイクログリッド

スマートメーター
水道データ活用

［その他事例］

中部電力グループ
のDXで地域・社会
を持続的発展

インフラ
維持管理

環境・
エネルギー

観光・
地域活性化

セキュリティ・
見守り

電力インフラを担う中部電力グループのDXで、地域経済を発展させ、社会の持続的な成長に貢献します。
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https://www.chuden.co.jp/corporate/dx/
https://www.chuden.co.jp/corporate/dx/sustainable/vol02/
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　大容量スマートメーターへの取替作業に関して、作業工程
を秒単位で観測し、かいぜん・効率化することで、コスト削減

（削減効果7,000万円/年）と工期厳守を両立しました。

かいぜん活動事例（中部電力パワーグリッド）

かいぜん活動の推進

かいぜんを中部電力グループの社風・文化として根付かせていく 

自ら考え行動することができる人財の育成 環境変化に対応できるしなやかで強靭な経営基盤の構築

●かいぜんへの理解浸透(まずは皆でやってみる) 
●指導者主導

●経営層によるリーダーシップのさらなる発揮 
●成果（ヒト、モノ、カネ）の追求と活用 
●かいぜん活動を牽引するリーダー層の育成 

経営層による強力なリーダーシップ
更なる成果の追求

&
創出成果の活用 

新たな領域への
要員シフト・投資拡大

これまで

目指す姿

2023
年度〜

導入・展開期
全員参加

拡大・変革期
成果の追求と活用

収支向上
総累計 約260億円

　かいぜん活動への本気度や経営層の想いを従業員に伝えるプロジェクトとし
て、再生可能エネルギーカンパニー愛知水力センターにおいて、かいぜんおよび
増電の取り組みについて、現地現物で社長と意見交換を行いました。

社長・役員プロジェクト

かいぜん活動事例

かいぜん活動は、経営ビジョン２．０の
達成に向け、必要不可欠な
経営の重要な柱の一つです。　
　「トヨタ生産方式の考え方に基づくかいぜん
活動」は中部電力グループとして６年目の取り組
みとなります。社長自身が先頭に立ち活動を進
めていくなど、経営層を中心とした自律的な推進
体制への進化、かいぜん活動の社風・文化への
浸透定着を図っています。
　更には、かいぜん活動による成果向上のた
め、検討した施策を早期にルール化し、職場での
標準プロセス（かいぜん後の業務手順）への定
着化を進めます。これまでにグループ全体で約
5,900件の業務かいぜんに取り組み、概算で総
累計260億円の収支向上効果がありました。既
に約850人を新成長領域や既存業務の強化・
高度化へシフトし、新たな価値や利益を生み出す

「人財」と「時間」を捻出する効果も得られてい
ます。今後も「拡大・変革期」にあるかいぜん活動
を、経営層のさらなるリーダーシップの発揮に
より、さらに活性化させるとともに、自律化に向
けた活動を展開します。

執行役員かいぜん推進室長
統括CKO※

岡 俊彦
※統括CKO:
　統括Chief Kaizen Officer

MESSAGE

気付き かいぜんの着眼点

整理整頓・
計器取替作業の標準化

2人→1人作業化

動作のムダの排除繰り返し動作

過去からの慣習

人ごとの作業のばらつき
資機材の点在
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技術研究開発・知的財産

経営ビジョン2.0実現に向けた
技術研究開発を推進し、
革新的技術の社会実装を
目指します。

　電力の安定供給等に資する事業会社・事業部
門等の技術課題の解決に加え、経営ビジョン2.0
に示した「社会システムの脱炭素化等の実現」の
ために、重点7分野の技術研究開発を推進する
とともに、企業価値向上に向け知的財産の創造
に取り組んでいます。また、大学・研究機関等の
アカデミア視点、社会ニーズ視点に、エンジニア
リング視点とインダストリアル視点を融合し、
革新的技術の社会実装を目指します。
　一方、最高標準化責任者（CSO）として、標準
化活動の基本方針を、「中部電力グループの
業務の標準化、エネルギー事業に係る設備・
技術の規格化、新サービスの市場の創出に向
けた標準化」と定め、グループ全体の業務の
生産性向上を図るとともに、革新的技術の社会
実装に向けた標準化活動を活発化してまいり
ます。

専務執行役員
技術開発本部長
CTO※1、CSO※2

野田 英智
※１ CTO：Chief Technology Officer
※２ CSO：Chief Standardization Officer

MESSAGE

技術研究開発

　中部電力グループ全体で研究開発費を約95億円
（2023年度）投じ、経営ビジョン2.0実現に貢献して
いきます。
　このうち、「脱炭素社会の実現」に向けた取り組みと
しては、熱分解によるカーボンフリー水素（ターコイズ
水素）の製造や次世代（浮遊軸型）風車の海上小型実
証などの技術研究開発を推進しています。

　技術開発成果の社会実装を図るうえで標準化活動
は重要な取り組みであると位置づけ、中部電力3社
ならびに中部電力のグループ会社への標準化活動の
浸透のため、中部経済連合会を招待した標準化セミ
ナーを開催しました。

　経営執行会議のもと「技術研究開発委員会」を設
置し、同会議の審議事項を経営執行会議に付議・報告
する体制としています。

事業会社・事業部門等の技術課題の解決

脱炭素｜環境 安心・安全｜社会 分散・循環型｜経済

再生可能エネルギーの拡大  お客さまとの接点拡大 資源循環事業の展開
●低コスト浮体式洋上風力の技術開発
●次世代（浮遊軸型）風車の海上小型実証

●電化、加熱燃焼の代替技術の導入
●地域密着型サービスの領域拡大

●ソルガムによる地域資源循環 
●希少材料のリサイクル技術開発 

水素・アンモニアサプライチェーンの構築 エネルギープラットフォームによる価値提供 
●水素サプライチェーンの構築・水素利活用技術
●アンモニア混焼に関する基礎研究

●グリッド試験設備の構築・検証

原子力発電の最大限の活用 データプラットフォームによる価値提供
●さらなる安全性向上に向けた研究  ●IoTセンサ等によるデータ収集、ビックデータ解析

事業会社・事業部門等

経営執行会議
技術研究開発委員会

委員長：技術開発本部長

◎基本方針 ◎基本的計画　
◎重要な個別戦略 ◎効率的推進

技術開発に関する次の事項を調整・審議し、
経営執行会議に付議または報告

研究を担務する
社員数
256人 …

個別研究に係る報告 技術開発基本方針

技術研究開発の推進体制 技術研究開発への投資と貢献

標準化の取り組み

　事業会社・事業部門等の技術課題の解決に加え、経営ビジョン2.0実現に必要となる重点7分野の技術研究開発を、
産学官・グループ会社とも連携し、推進することで、革新的技術の社会実装を目指します。

技術研究開発 重点７分野と主な取り組み

36Chubu Electric Power Group Report 2024

経営戦略トップコミットメント 価値創造 事業活動 成長を支える基盤 ガバナンス 経営・財務データ等

https://www.chuden.co.jp/seicho_kaihatsu/kaihatsu/


知的財産活動の推進

企業価値向上に資する知的財産活動の取り組み

企業価値の向上に資する知的財産の創造
　事業基盤の強化と事業領域の拡大のため、報奨制度を設けて知的財産の創造を奨励して
います。また、社内説明会、社員教育などをとおして発明創作意識の向上を図っています。

知的財産の適切な保護と効果的な活用
　創造した知的財産は、特許権などの権利化またはノウハウとしての管理など、適切な保護
に取り組んでいます。また、保有する知的財産は、社外に開放して活用することにも取り
組んでいます。

第三者の知的財産権の尊重
　第三者の知的財産権を調査することにより、侵害防止に努めています。また、当社事業に
有益な第三者の知的財産については許諾契約などにより活用を図ります。

　中部電力、中部電力パワーグリッド、中部電力ミライズで2023年度に取得した特許
は31件、出願件数（公開日ベース）は40件になります。

　当社保有特許の社会実装に向け、中部経済産業局主
催の特許マッチングイベント等にて当社保有特許の情報
発信とともに、次世代層への出前知財講義によりエネル
ギー事業における知的財産の役割の紹介等の社会貢献
活動を通じて企業価値向上に取り組んでいます。

低圧鋳造装置及び低圧鋳造装置用ヒータユニット
（特許第7313007号） 

金型を予熱する鋳造工程において、赤外線の光により
高効率かつ均一に加熱することができる装置です

津波高及び津波到達時間予測システム
（特許第7265915号）

１分ごとの画像の変化から津波を予測することで津波解
析計算の短縮および誤差の発生を少なくできる技術です

岐阜県立岐南工業高校（岐阜市）で、当社
従業員による出前知財講義の様子

発明発掘等の
確実な権利化

●事業活動に有用な発明発掘の強化 
●第三者が保有する知的財産権の侵害防止教育の実施 

新成長領域拡大
への貢献

●知財・ビジネス情報を活用した提案活動の実施 
●技術研究開発  重点7分野の対象技術に関する知財戦略の立案 

社会実装による
企業価値の向上 

●保有特許の社外発信機会の充実（HP、グループレポート等）  
●公的機関等主催の特許マッチングイベントへの参画

技術研究開発の表彰実績例

テクノフェアの開催

　中部電力グループ全体の幅広い技術研究開発の取り
組みを、多くの皆さまにご覧いただくため、テクノフェアを
開催しています。
●2023年10月に技術開発本部で開催し、約2,000名のお客さま

にご来場いただきました。
●技術研究開発  重点7分野の最新の研究成果を中心に67展示

を紹介しました。

知的財産の方針 ２０２3年度に取得した特許

表彰名 件名

第7回インフラメンテナンス大賞　優秀賞 変電機器に対する状態監視保全システムを活用した
保全の効率化

第71回電気科学技術奨励賞 スマートメーターの計量値を活用した負荷管理手法
の開発

第72期学術講演会　日本材料学会優秀講演発表賞 X線ラウエ法による凝固制御Ｎｉ基超合金の非破壊
クリープ損傷評価

知的財産について
（特許権の出願件数の推移など）

テクノフェア

予
測（
高
さ・到
達
時
間
）

A
I

AIexNet

2分前
1分前

現在

37Chubu Electric Power Group Report 2024

経営戦略トップコミットメント 価値創造 事業活動 成長を支える基盤 ガバナンス 経営・財務データ等

技術研究開発・知的財産

https://www.chuden.co.jp/seicho_kaihatsu/kaihatsu/chitekizaisan/
https://www.chuden.co.jp/seicho_kaihatsu/kaihatsu/techno/
https://www.chuden.co.jp/seicho_kaihatsu/kaihatsu/chitekizaisan/
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● 取締役会は、再生可能エネルギー開発の進捗状況など、脱炭素社会実現への取り組みを含む気候変動・環境全般に関する経営の重要事項の審議・決定や取締役からの職務執行
状況報告などにより、取締役の職務執行を監視しています。（取締役会の構成におけるスキルマトリックスは P79  参照）

● 取締役の報酬について業績連動型株式報酬を採用しており、その業績指標の１つとしてCO2排出量を採用しています。（役員報酬に関する詳細は P80  参照） 
● 2021年に3月に設置したゼロエミッション推進会議は、社長直属の機関として中部電力・事業会社およびJERAをはじめとしたグループ会社における超長期および中長期的な気候

変動に関する目標設定を行い、その目標達成に向けた行動計画を策定・評価していきます。
● 各事業の計画策定やモニタリングは、 P81  のとおり実施しています。
● 経営計画の策定にあたり、リスクオーナーは気候変動、その他の自然全般に関する重要なリスクを把握・評価し、リスク管理部署へ報告しています。リスク管理部署はこれらを

総合的に評価します。さらに、社長が議長を務めるリスクマネジメント会議で審議、経営計画に反映し、取締役会で決議したうえで適切に施策を実施しています。

TCFD・TNFD提言に基づく情報開示

気候変動・自然資本等に配慮した経営の実践
　中部電力グループは、地球環境に配慮した良質なエネル
ギーを安全・安定的にお届けすると同時に「コミュニティサ
ポートインフラ」の創造による「新しいコミュニティの形」を提
供し、「一歩先を行く総合エネルギー企業グループ」として、持
続的な成長を目指しています。
　この実現に向け、「環境基本方針」を制定のうえ、気候変動、自
然資本等に配慮した経営を実施しています。

中部電力は、2019年5月、TCFD最終報告書の趣旨に
対する賛同を表明しました。

取締役会

社長執行役員
（代表取締役社長）

業務執行部門

中部電力ミライズ JERAをはじめとするグループ会社

中部電力パワーグリッド

ゼロエミッション推進会議

リスクマネジメント会議
報告監督

報告指示

TNFD ガバナンス／リスク管理

脱炭素社会の実現
脱炭素社会の

実現に貢献します

循環型社会の実現
循環型社会の

実現をめざします
●資源の消費抑制を図るとともに、
廃棄物の発生抑制や資源の再使
用・リサイクルにより処分量の最
小化に努めます

※脱炭素社会の実現への貢献は
P40参照

環境意識の向上
環境意識の向上に努めます

●環境とエネルギーに関して、地域社
会の皆さまとのコミュニケーション
を深めます

●環境に配慮した行動が自発的に
できる人材を育成し、社会に貢献
します

自然との共生
自然との共生に努めます

●豊かな自然環境を守るために多
様な生物の生態系や水資源の持
続可能性に配慮し、事業活動を行
います

中部電力グループ環境基本方針（抜粋）

中部電力はTNFDの理念に
賛同し、2024年6月にTNFD
フォーラムに加盟しました。

NEW

●取締役会・ゼロエミッション推進会議での気候変動に係る主な議論内容/回数 （2023年5月～2024年6月）

※定期的に全取締役および全監査役
の間で意見交換会を実施

●グループ全体での脱炭素戦略
●排出量取引制度（GX-ETS）
●脱炭素関連課題の確認、目標設定

●2030年目標の達成見込み
●脱炭素化に向けた取り組みのロードマップの方向性
●発電ポートフォリオの在り方
●役員報酬への気候変動対応項目の組み込み

ゼロエミッション推進会議 ： 2回

取締役会 ： 8回
（取締役会意見交換会含む）

主な議論内容

CO2排出量目標達成に向けた取り組みP41
ネットゼロに向けたロードマップP42

役員報酬P80

ゼロエミチャレンジ2050P40
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外部環境の変化 事業への影響 評価
影響時期※1 財務影響（年間影響額：億円）　

短 中 長 影響度※2 減益  利益  投資

移行リスク
シナリオ

脱炭素社会への
移行リスク・

機会への対応

脱炭素化投資、化石燃料賦課
金や排出量取引制度（有償オー
クション）等による操業コストの
増加
火力発電資産の価値変化

リスク

機会
● ● 大

（2030年）

◎脱炭素進展に伴い、炭素価格の漸次的上昇による火力発電の大幅なコスト
増加リスクを想定。炭素価格の動向を見極め、各種脱炭素施策の時系列
最適化を進める。

（CO2排出削減量1,000万tあたり、1,600億円程度の影響軽減に相当。※３）

浜岡原子力発電所稼働による
電源調達費用削減効果
原子力発電所運転停止継続

リスク

機会
● ● ● 2,600程度

（時期未定）

◎新規制基準適合性に係る審査を受けている段階のため、浜岡原子力発電
所の稼働時期は未定。仮に現在、浜岡原子力発電所が再稼働した場合、
年間電源調達費用削減効果は2,600億円程度※4。

再エネ大量導入に向けた投資 
による収益拡大

機会 ● ●
小

（2030年）
◎国内の再エネ開発に対して、2021～2030年度に4,000億円程度を

投資。

200程度
（2030年）

◎グローバル事業(再エネ含む)に対して、2021～2030年度に4,000億円
程度を投資し、2030年度に200億円程度の利益貢献を想定。

脱炭素エネルギー利用のニー 
ズ拡大、電化需要拡大

機会 ● ● 中
（2030年）

◎GX移行債による補助も活用し、資源循環事業や、ミライズの付加価値
サービス（省エネ等）等の新成長領域により利益貢献に努める。

物理的リスク
シナリオ

設備対策コストの増加
復旧費用の増加

リスク ● ● ● 50程度～中
（短～長期）

◎2018年度に発生した大型台風（21・24号）による被害額の実績値を参考に
記載 （過去5年間の最大被害実績額）。

［ 政策 ］
・排出削減目標引上げ
・GX投資への政策支援
・原子力政策見直し
・カーボンプライシング等の

規制措置強化

［ 技術 ］
脱・低炭素技術の進展、
イノベーションによる革新的
技術実用化
　・ 再生可能エネルギー
　・ 火力発電の低炭素化
　  （水素・アンモニア 等）
　・ 原子力の安全性向上
　・ エネルギーマネジメント
　  （蓄電池 等）

［ 暴風雨 ］
猛烈な台風等の増加
洪水・土砂災害の激甚化

［ 市場 ］
お客さまの環境志向の高まり、
脱炭素技術導入

戦 略 シナリオの選定／事業への影響評価
● 国際エネルギー機関（IEA）などの公表データを参照し、「脱炭素社会への移行に関するリスク・機会」の評価にあたっては「1.5℃シナリオ」などを、
　異常気象など「物理的変化に関するリスク」の評価にあたっては「４℃シナリオ」を選定しています。

選定シナリオ 1.5℃シナリオ 4℃シナリオ
参照 ◎国際エネルギー機関（IEA）： Net Zero by 2050（NZEシナリオ）、WEO2022（APSシナリオ）、

第6次エネルギー基本計画 等 ◎気候変動に関する政府間パネル（IPCC）：IPCC第6次評価報告書（SSP5-8.5シナリオ）

※１ 短期（１年）中期（5年）長期（6年～）　※２ 「大」 年間500億円以上　「中」 年間100億円～500億円　「小」 年間100億円未満
※３ 炭素価格については、複数シナリオを考慮しつつ、短中期は非FIT非化石証書上限値（1.3円/kWh）、中長期はIEA WEOシナリオ（APS,NZEシナリオ 2030年＄135～140/t-CO2）等を参考に試算
※4 浜岡原子力発電所3,4,5号機が稼働した場合で、2023年度の燃料価格の見通しをもとに試算。なお、ミライズの電源調達費用の削減効果を示し、CO2削減による収支向上効果は含まない。
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気候変動・自然資本等に
配慮した経営の実践 



事業（サプライチェーン）全体の温室効果ガス排出量

お客さまへ販売する電気由来のCO2排出量と排出原単位

指標・目標

私たちは、社会・お客さまとともに、エネルギーインフラの革新を通じて「脱炭素」と「安全・安定・効率性」の同時達成を目指します。

ゼロエミチャレンジ2050

※1 中部電力、中部電力パワーグリッド、中部電力ミライズ
※2 電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド車（PHV）、燃料電池車（FCV） など
※3 電動化に適さない緊急・工事用の特殊車両などを除く
※4 中部電力、中部電力パワーグリッド、中部電力ミライズの目標値
(注) 今後制度設計等が変更された場合、目標値を変更する場合があります。

※ 温室効果ガスは、CO2、CH4、N2O、HFC、SF6をCO2換算して表しています。
　 中部電力・中部電力パワーグリッド・中部電力ミライズ3社合計の値を記載

●お客さまへ販売する電気由来の
CO2排出量を2013年度比で50％以上削減

●当社※1が保有する社有車を１００％電動化※2・3

2030年

●事業全体のCO2排出量ネット・ゼロに挑戦し、
脱炭素社会の実現に貢献2050年

中部電力は、経済産業省が公表した「GXリーグ基本構想」
に基づいて設立された、「GXリーグ」に参画しています。

GXリーグに登録した2025年度目標※4

◎国内直接排出量 5万t-CO2

◎国内間接排出量 13万t-CO2

◎お客さまへ販売する電気由来のCO2排出量 3,980万t-CO2

指標・目標 2023年度実績
お客さま販売電気由来CO2排出量 3,980万t-CO2 4,081万t-CO2

国内直接排出量　5万t-CO2 4.4万t-CO2

国内間接排出量  13万t-CO2 15.3万t-CO2

電動車導入台数 282台

2025 2030 20502013 2014 2015 2016 2017

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

（万t-CO2）

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

（kg-CO2/kWh）

（年度）

5,8505,850 5,7365,736
6,4696,469

0.5090.509

6,1316,131

0.4940.494

5,8815,881

0.4820.482 0.4800.480 0.4720.472

2018 2019

5,3395,339
4,9694,969

4,1744,174 4,1584,158

0.4520.452

CO2排出量 CO2排出原単位● CO2排出量と排出原単位の推移・目標（調整後排出ベース）

0.4240.424
0.3770.377 0.3820.382

2023年度実績
2013年度比 
約37％削減

2020 2021

4,5094,509

4,0814,081

0.4400.440
0.3930.393

2022 2023

CO2排出量目標
2013年度比 
50％以上削減

Scope2:

Scope1: 
絶縁ガスとしてのSF6、バイ
オマス燃焼時のN2O、その
他燃料の使用等に由来する
CO2換算排出量
5万t-CO2

オフィス・発電所等分
15万t-CO2
総ロス分
267万t-CO2

● Scope1,2

400

350

300

250

200

150

100

50

0

（万t-CO2）

2021 20232022
（年度）

Scope3:
その他の間接排出量
5,503万t-CO2

● Scope3

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

（万t-CO2）

2021 20232022
（年度）

資本財（電力設備等）資本財（電力設備等）
57万t-CO257万t-CO2

販売した製品の使用
（販売した先でのLNG・ガスの使用）
販売した製品の使用

（販売した先でのLNG・ガスの使用）
367万t-CO2367万t-CO2

Scope1,2に含まれない燃料
およびエネルギー関連活動

（販売用に調達した電力の発電時等）

Scope1,2に含まれない燃料
およびエネルギー関連活動

（販売用に調達した電力の発電時等）
4,986万t-CO24,986万t-CO2

その他その他
93万t-CO293万t-CO2
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　当社は、「中部電力グリーン/トランジション・ファイナンス・フレームワーク」を策定
し、 「ゼロエミチャレンジ2050」のもと、脱炭素社会の実現を支える取り組みとして、
継続的なグリーン/トランジション･ファイナンスによる資金調達を推進しております。
　これまで、再生可能エネルギーの開発などに係る投資を資金使途とするグリーン
ボンドの発行や、再生可能エネルギー導入拡大に向けた、配電運用高度化などに係る
投資を資金使途とするトランジションローンによる資金調達を実施してまいりました。
　なお、グリーン/トランジション・ファイナンスの実施にあたっては、第三者評価機関
であるDNVビジネス・アシュアランス・ジャパン株式会社からグリーン/トランジション・
ファイナンスに関する各種基準への適格性についての評価を受けております。

CO2排出量目標達成に向けた取り組み グリーン/トランジション・ファイナンスの推進

●第１回トランジションローン （調達日：2023年11月30日）

※2 2023年度末時点における中部電力パワーグリット株式会社サービス区域内の申込状況

●第１回グリーンボンド （発行日：2021年7月15日）

項目 金額 設備容量 CO2排出削減量※1

調達額 99億円 ー ー
資金充当額 (内リファイナンス) 99億円(59億円) ー ー

水力発電所（4か所） 43億円 13千kW
内訳 バイオマス発電所（1か所） 54億円 49千kW 87,791(t-CO2/y)

風力発電所（1か所） 1億円 7千kW
未充当差残高 ー ー ー

資金使途 プロジェクト概要 参考

配電運用高度化に
係る投資

分散型電源の大量連系によって複雑化する潮流に
対し、次世代機器の導入・活用によって、潮流を詳細
に把握するとともに、遠隔・タイムリーな電圧調整
を可能とすることで、再エネ電源の大量連系に対応

再生可能エネルギーの
申込状況※2

接続済容量 ： 16,516千kW

●第２回グリーンボンド （発行日：2022年5月26日）
項目 金額 設備容量 CO2排出削減量※1

調達額 199億円 ー ー
資金充当額 (内リファイナンス) 199億円(77億円) ー ー

水力発電所（2か所） 36億円 13千kW
内訳 バイオマス発電所（8か所） 136億円 466千kW 443,547(t-CO2/y)

風力発電所（2か所） 26億円 146千kW
未充当差残高 ー ー ー

※1 2023年度年間発電量（MWh）×2022年度CO2排出係数（t-CO2/MWｈ）にて算定
      第１回グリーンボンドおよび第2回グリーンボンドにて、プロジェクトが重複する場合は、資金充当額にて按分して算出

2030年販売電気由来排出量 目標達成に向けた取り組み一覧

販売電力由来排出量：2030年目標の達成
（2013年度比▲50％）

電源側での取り組み 中部電力ミライズ(小売)での取り組み

●原子力発電 ： 浜岡3号機、4号機、5号機の
再稼働 （再稼働時期未定）

［削減最大効果］ 約800万～900万t-CO2/年※

●「みんなで脱炭素プロジェクト」を通じた、
多様な脱炭素ソリューションの提供

［省エネ］ 
●生産工程の改善、工場・事業所の省エネ
（ヒートポンプ等最新設備の導入サポート、
コンサルティング）等 

［創エネ］ 
●オンサイト・オフサイトPPAサービス等

［Green化］ 
●CO2フリー電気販売

2023年度実績：59億kWh
⇒顧客の脱炭素ニーズ拡大を捉え、2030
年に向けてCO2フリー電気販売量を増加

●JERA ： 非効率石炭火力発電所の停廃止
［削減最大効果］ 約400万～500万t-CO2/年※

◎非効率石炭火力を他電源に代替した場合にて試算 

●JERA ： 石炭火力発電所におけるアンモニア
への転換

［削減最大効果］ 約100万～200万t-CO2/年※

◎100万kW級石炭火力1～2基をアンモニアへ20％
　転換した場合にて試算

●再生可能エネルギー開発 ： 約320万kW
の開発

● 既存の再生可能エネルギー設備の設備
利用率向上などの有効活用の推進

他社電源も含めた
調達ポートフォリオの構築

※発電時の排出量を対象に試算

グリーン/トランジション・
ファイナンス
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　電力の安定供給と脱炭素へのトランジション（移行）の実現に向けて、浜岡原子力発電所の再稼働、再生可能エネルギーの拡大や、水素・アンモニアサプライチェーンの構築を
含むゼロエミッション電源の追求などに引き続き取り組んでいきます。

ネットゼロに向けたロードマップ

開発 ＋ リパワリング

事業全体ネットゼロへ

2023年（実績） 2025年 2030年頃 2050年

水力

CO2削減目標 2,388万t削減
（約37％）

約2,500万t削減
（40％）

安倍川水力稼働 複数地点での開発・リパワリング

2030年までに全台停廃止

碧南・20％転換実証開始 20％転換本格運用開始 50％以上転換 100％転換へ

実証試験開始 転換率拡大本格運用開始

浮体式洋上風力等の導入複数地点での開発 能代市沖等洋上風力稼働

環境・経済合理性に配慮しながら
開発の継続

ジェネックスグループ(2023年度子会社化)での複数開発・稼働
野立てに加え、水上PV、営農型PVの開発

八代・御前崎港バイオマス他稼働
田原・福山バイオマス他稼働

境港バイオマス他稼働
複数地点での開発・稼働

2023.9審査会合にて
「基準地震動概ね妥当」との評価 安全性向上に向けた取組継続 ＋ 安全性に優れた

　 次世代原子炉の実装

2023年度CO2フリー電気販売量
59億kWh

脱炭素ニーズの高まりを踏まえたサービスラインナップの充実

最適なCO2フリー電気を組み合わせた提案の実施による販売量増加
お客さまとともにネットゼロへの取り組みを加速

ドイツ地熱事業への参画
オランダ洋上風力発電事業への参画
コンサル案件を通じた途上国の脱炭素化支援

クローズドループ地熱利用技術開発

名古屋港におけるCCUS事業化推進

主な施策のCO2削減規模
[万t-CO2/年]※

※発電時の排出量を対象に試算

浜岡原子力発電所の活用
3・4・5号機が
再稼働した場合　 約800万～900万t

非効率石炭火力電源の調達見直し
非効率石炭火力を
他電源に代替した場合　 約400万～500万t

石炭火力へのアンモニア混焼推進
100万kW級石炭火力1～2基に
アンモニア20％混焼した場合 約100万～200万t

風力

太陽光

バイオマス等

原子力

発
電

再エネ・省エネ・
Green化

グローバル

脱炭素をはじめとした
戦略的投資

CO2削減価値
（1,000万t-CO2あたり）

需
要

再エネ

非効率石炭火力

アンモニア転換

水素転換

火力
（JERA）

約3,250万t削減
（50％）

拡大目標
320万kW

 
(2018年度
以降累計)

安全確保と地域の皆さまのご理解を大前提に、
再稼働を目指し、最大限活用　

再エネ持分容量200万kW
CO2削減貢献：600万t/年

（
参
考
）

グローバル：4,000億円程度
再エネ：4,000億円程度

グローバル：1,500億円程度
再エネ：1,000億円程度

最大2,100億円程度
炭素価格140＄/t-CO2※

最大3,750億円程度
炭素価格250＄/t-CO2※

開発92万kW
進�29％

2023年度稼働
水力：4件
風力：2件

バイオマス:4件
太陽光:1件

※IEA：WorldEnergyOutlook2023を参考に、1＄＝150円にて試算
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TNFD 戦略 スコーピング/インパクト・依存評価
［開示のスコープ］
　事業ポートフォリオの大宗を占める電気事業（電力セクター開示推奨事業：原子力発電事業、再生可能エネルギー事業、送変電事業）について、中部電力、中部電力パワーグリッド、
中部電力ミライズの3社を対象として分析を実施しました。バイオマス発電については燃料調達も含めて分析を実施しました。原子力発電については、現在の状態（稼働停止中）を
分析の前提とし、燃料調達の評価は実施していません。今後、開示のスコープを順次拡大していきます。

［自然へのインパクト・依存評価］
　TNFDが推奨するツールであるENCOREでの記載を参照しながら、当社の事業環境とリスクに合わせて、分析対象事業の自然へのインパクト・依存の評価を実施しました。分析
対象事業においては、特に再生可能エネルギー事業において、自然資本への依存が大きいと評価しています。

インパクト※1

発電種別 工程
土地改変 直接採取 気候変動 汚染 その他

陸域 淡水域 海域 水 水以外 温室効果ガス 大気 水域 土壌 廃棄物 騒音/光害
原子力発電 発電 - Low Low Low - Very Low Low Low Low Low Very Low

水力発電・一般 発電 Low Low - Low - Very Low - Low Low - -
水力発電・揚水式 発電 Very Low Very Low - Very Low - Very Low - Very Low Very Low - -

太陽光発電 発電 Low - - - - - - Low Low - -
風力発電 発電 Low Low - - - - - Low Low - Low

バイオマス発電
燃料調達 Low - - - - Low - Low Low - -

発電 - - - Very Low - Very Low Low Low Low Low -
送変電 Low - - - - Very Low - Low - - -

依存※2

発電種別 工程
供給サービス 調整サービス 基盤サービス

表流水提供 地下水提供 繊維・その他
素材提供 汚染物質無害化 気候調整 汚染物質濾過 洪水防止 浸食防止 水流維持 水質維持

原子力発電 発電 Low - - Very Low Very Low Low Very Low Low Low Low
水力発電・一般 発電 Very High - - Very Low Very Low Very Low High High Very High Low

水力発電・揚水式 発電 Very Low - - Very Low Very Low Very Low High High Very Low Low
太陽光発電 発電 - - - - Very Low - Low Low - -
風力発電 発電 - - - - Very Low - Low Very Low - -

バイオマス発電
燃料調達 Very Low - - - - - Middle Low Middle -

発電 Middle - High Very Low Very Low Very Low Low Low Middle Low
送変電 - - - - Very Low - Middle Middle - -

TNFDレポートグループレポートとは別に「TNFDレポート」を開示しております。
分析の詳細は同レポートをご参照ください。

※１ インパクトの評価 ： 事業地域の保護地域やKBA(Key Biodiversity Area)の該当有無、事業における生態系への影響・軽減策等を総合的に勘案して評価しています
※２ 依存の評価 ： 各生態系サービスが悪化（低下）した際の事業継続可否、収支への影響等を総合的に勘案して評価しています
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大分類 小分類 事業区分 リスク概要 財務影響 影響度※ 頻度

物理リスク
急性

水力発電 ●水害の激甚化による設備の損傷、損壊、冠水（護岸、ダム堤体、ダム水路機側盤、発電機、配電盤等）

●販売電力量の低下による売上減少
●修繕、損害賠償等の費用発生

小～大 中～高

再エネ
（水力以外） ●大規模自然災害による発電設備の損壊（風車、太陽光設備、バイオマス設備等） 中 中

送変電 ●大規模自然災害による送変電設備の損傷、損壊、冠水（鉄塔、送電線、変電機器、配電盤等） 大 中

水力発電 ●渇水傾向時における発電運用の制約 ●発生電力量の減少による売上減少 中 中

慢性 水力発電 ［ダム堆砂量の増加に伴う以下のリスク］
●貯水機能の滅失による発生電力量減小　●取水口前面等への堆砂による発電支障

●発生電力量の減少による売上減少 
●対策費用による売上原価上昇 大 中

移行リスク
評判リスク 再エネ全般 ●開発に伴う環境破壊や災害発生を理由とした開発への反対運動

●事業機会喪失 
●原形復旧費、災害復旧費の負担による
  費用増

中 中

市場リスク バイオマス発電 ●世界でのバイオマス発電プロジェクト増加、認証取得義務化等によるバイオマス燃料需給逼迫 ●市況価格上昇による調達コストの増加 中 中

　自然に関連するリスク及び機会について、影響度、発生頻度が高いものとして、下表に記載するものを当社グループとして認識しています。

TNFD リスクと影響の管理 事業への影響評価（リスク・機会）

［リスク］ （TNFDレポートでは対応策も含めて開示しています）

［機会］
大分類 小分類 事業区分 機会概要

ビジネス
パフォーマンス

市場・評判

再エネ共通 ●脱炭素エネルギー利用のニーズ拡大、電化需要拡大　●生態系保護の観点での電力ニーズの発生

バイオマス発電 ●調達原料に配慮したバイオマス発電設備からのエネルギー利用ニーズ拡大（認証製品、地域バイオマス等）

水力発電 ●既設水力発電所改修に関するユーザー参加型の再生可能エネルギー拡大モデル

製品・サービス 新規事業 ［社会全体での水使用量削減に向けた新規事業］
●電力スマートメーター通信網を活用した水道使用量の自動検針、データ利活用ビジネス　●「高効率ファインバブル式液清浄化装置」の開発、販売

サステナビリティ
パフォーマンス

生態系の保護、
回復、再生

全社 ●希少植物種、猛禽類を保護する事業活動　●絶滅危惧種の保護技術開発　　　  ●特定外来種の駆除技術の開発
●在来種を利用した緑化工事の研究　　　  ●森林ボランティア育成活動の実施　●森林の涵養機能の見える化に関する名古屋大学との共同研究の実施　

水力発電 ●ダムにおける環境配慮の実施

原子力発電 ●海の生態系改善活動

 ※影響度基準 ： リスク発生時の影響金額、自然への影響等を勘案して判断しています
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TNFD 指標と目標 指標の開示と目標の設定

　自然資本に関連する目標として、「生物多様性」、「水資源」、「循環型社会」の3つの観点で目標を設定しています。今後「ネイチャーポジティブ」社会の実現に向けて、より踏み込んだ
新たな目標の設定も検討していきます。

［TNFDで開示が求められる指標］

　資源の消費抑制、廃棄物の発生抑制、資源の再使用・リサイクルを推進し、処分量の最
小化に努めます。

●産業廃棄物等のリサイクル率 98.3%（2023年度実績）

循環型社会

目標 産業廃棄物等のリサイクル率　９５％以上

　水資源の持続可能な管理と効率的な利用を実施します。

●オフィスでの節水と従業員の節水意識の向上 ： 
節水型衛生機器の積極的採用による節水対策
や従業員1人あたりの水使用量を算出し「見え
る化」することで、従業員の節水意識を啓発し、
水使用量の低減に努めています。

●水源涵養林などの森林保全活動 ： 「内ヶ谷の森」
をはじめとした森林の保全活動を実施しています。

●ダム運用における水の適切な利用 ： 動植物の
保護、漁業、景観、流水の清潔の保持などを目的
とした河川維持流量の放流を行っています。

水資源

目標 オフィスの水使用を極力低減 目標 水資源利用による環境負荷を極力低減

　事業活動における生態系への配慮や技術研究開発などにより、生物多様性の保全に
取り組みます。

●環境アセスメント ： 事業実施にあたっては、関連法令に則り、事業が環境に及ぼす影響の調査・予測・評価を
行い、地域の皆さまからのご意見をうかがいながら、生態系に係る適切な環境保全対策を実施しています。

●希少植物種などの保護 ： 送電線や発変電所の工事では、希少植物の消失回避のために植物の移植や工
事範囲の縮小を行うとともに、猛禽類保護のために工事工程やヘリコプターの運行ルートの変更を行って
おり、工事完了後は、周辺区域の自然環境の復元に努めるなど、生態系に与える影響を最小化しています。

●絶滅危惧種の保護技術開発 ： 社有地および電力設備周辺で生育が
確認されたキヨミトリカブトなどの絶滅危惧種において、生理・生態の
解明や増殖技術を確立し、保護しています。

●外来種駆除活動 ： 特定外来種のアレチウリのみを徐々に衰退させて
駆除する薬剤散布プログラムを確立しました。また、名古屋市所有の
緑地における外来種のモウソウチク駆除活動へ毎年参加しています。

生物多様性

目標 生態系保全に向けた取り組みの継続

キヨミトリカブト

番号 要因 指標 開示内容

C1.0 陸/淡水/
海洋利用の
変化

総空間フットプリント

［中部電力］水力発電設備:56,332千㎡、原子力
発電設備:1,794千㎡、新エネルギー等発電設備:
182千㎡、業務設備:955千㎡

［パワーグリッド］送電設備:8,629千㎡、変電設備:
7,792千㎡、配電設備:3千㎡、業務設備:22千㎡

C1.1 陸/淡水/海洋の利用変化の
範囲 総取水量：50,824百万㎥

C2.0

汚染/
汚染除去

土壌に放出された汚染物質
の種類別総量 なし

C2.1 排水排出 バイオマス、原子力発電排水量：7.0万㎥
C2.2 廃棄物の発生と処理 産業廃棄物等発生量：5.0万t
C2.3 プラスチック汚染 産業廃棄物等のうち廃プラスチック類発生量:0.2万t

C2.4 温室効果ガス以外の大気汚
染物質総量 SOx排出量:2t、NOx排出量:84t

C3.0 資源利用/
資源補充

水不足地域からの取水量と
消費量 なし

C3.1 陸/海洋/淡水から調達する
高リスク天然一次産品の量

四日市バイオマス発電所運転データ:
木質ペレット約15万t、パーム椰子殻約6万t

C4.0 侵略的
外来種

侵略的外来種の非意図的導
入に対する対策

バイオマス発電で利用する海外からの調達燃料
について、必要な検疫対策を実施しています。

C5.0 自然の状態 生態系の状態、種の絶滅リスク （今後開示を充実）

C7.0

リスク

自然関連の移行リスクに対して
脆弱であると評価される資産、
負債、収益及び費用の金額

今回分析した事業において、移行リスクに対して
著しく脆弱な資産はないと評価しています。

C7.1

自然関連の物理的リスクに
対して脆弱であると評価さ
れる資産、負債、収益および
費用の金額

水力発電施設は設置場所の関係上、他の資産と
比較し水害リスクが高いと認識しています。
水力発電設備簿価：2,711億円（土地除く）

C7.2
自然関連のマイナスのイン
パクトにより当該年度に発生
した多額の罰金等

なし

2023年度実績／2023年度末時点

※機会についての指標（C7.3、C7.4）は、今後開示を拡充　　
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浜岡原子力発電所の安全性、信頼性の向上に向けて

地域の皆さまと丁寧なコミュニケーションを
図り、安全確保を大前提に、浜岡原子力発電所
の早期再稼働に向けて全力で取り組みます。
　浜岡原子力発電所では、「福島第一原子力発電所の
ような事故を二度と起こさない」という固い決意のも
と、安全性向上対策を自主的に進めるとともに、３・４号
機については新規制基準への適合性確認審査を受け
ております。
　プラントの設計に必要な基準地震動が2023年9月
に概ね妥当との評価を受け確定しており、基準津波の
確定、その後のプラント関係の審査に向けて全力で取
り組んでいます。
　また、防災体制の整備や教育・訓練の充実を図ると
ともに、住民避難を含む緊急時対応の実効性向上に
向けて、国・自治体との連携を一層強化しています。
　中部電力では、化石燃料価格の変動や地球温暖化と
いう課題に対処しつつ、将来にわたり安定的にエネル
ギーを確保するためには、引き続き原子力を重要な電
源として活用することが不可欠であると考えております。
　今後も、新規制基準への適合性確認を早期にいた
だけるよう最大限努力し、地域の皆さまにご理解と
信頼をいただけるよう全力で取り組んでまいります。

事業活動

MESSAGE

副社長執行役員
原子力本部長　CNO＊

伊原 一郎
＊ CNO ： Chief Nuclear Officer

［基準地震動・基準津波について］
　基準地震動は、2023年9月の審査で概ね妥当との評価を受け確定いた
しました。基準津波は、地震による津波、地震以外による津波及び実質的
に基準津波となるそれらの組合せ評価結果について概ね妥当と評価され、
大詰めを迎えております。

評価項目 評価結果
基準地震動 1200ガル/2094ガル※

基準津波 25.2m
※5号機周辺は2009年の駿河湾地震で顕著な増幅がみられたため、個別に評価を実施（右図緑色の斜線部）

［新規制基準適合性確認審査への対応］
　福島第一原子力発電所の事故の反省と教訓を踏まえ、原子力規制委員会が設置され新規制基準が施行されました（2013年7月）。
　新規制基準への適合性確認審査は、下図①、②、③があり、事業者からの申請後、原子力規制委員会が段階的に実施します。
　地震・津波関係の審査で基準地震動・基準津波（安全上重要な施設の耐震・耐津波安全性を確保するうえでの基準となるもの）が
確定した後は、地震や津波などの審査結果を踏まえた、プラント関係の審査に移行します。
● 審査の流れ

基準津波の確定

基準地震動の確定

適合性
確認
審査
申請

許可

認可
認可
完了

再稼働

設計基準事故対策
　耐震・耐津波設計方針
　竜巻、火山、外部火災、内部火災、内部�水 等
重大事故等対策
　炉心損傷防止対策、格納容器破損防止対策 等

安全性向上対策工事

地下構造

敷地周辺の地質

敷地内の地質

地震による津波・地震以外による津波

プレート間地震
海洋プレート内地震 連動

内陸地殻内地震
顕著な増幅を考慮する地震動

②設計及び工事計画認可の審査（設備の詳細設計）

①原子炉設置変更許可の審査（設備の基本設計）
地震・津波関係審査

③保安規定変更認可の審査（運転管理体制等）

プラント関係審査

原子炉設置変更許可の主な審査項目と進�状況

地震・津波関係審査 プラント関係審査
現在▶

震源を特定して
策定する地震動

評価結果を反映

（2024年6月30日時点）

凡例
概ね終了
審議中
今後審議

（再開）

震源を特定せず
策定する地震動

5号機周辺の基準地震動
（Ss2：最大加速度2094ガル）

１～４号機周辺の基準地震動
（Ss1：最大加速度1200ガル）
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［ガバナンスの強化］
　社長をトップとする経営層が原子力安全のリスク分析・評価、安全対策の内容を把握し、適
切に審議する枠組みを構築しています。また、これらの取り組みについて、経営的観点、現場におけ
る技術的観点で社外の有識者からアドバイスをいただく仕組みも構築しています。

［リスクマネジメントの強化］
　リスクについて、従来はトラブルやヒューマンエラーとして顕在化したものに対応してきま
した。現在はリスク評価の対象を、発電所の設備の状況から諸活動への気づきを含む多様な
情報まで広げ、リスクが顕在化する前に改善を図ることで、事象発生を防止できるよう、リスク
マネジメントの強化に取り組んでいます。また、2020年度から導入された自主保安を重視する
新検査制度を活用し、事業者の主体的な取り組みとそれを監視・評価する規制の双方の活動
を噛み合わせて安全性を向上していきます。

　リスクを限りなくゼロに近づけるため、新規制基準への対応にとどまらず、安全性向上対策に
取り組んでいます。

　浜岡原子力発電所では、以前から常に最新の知見を反映し、安全性の向上に努めてきました。
　福島第一原子力発電所の事故以降も新規制基準への対応にとどまらず、リスクと向き合いその低減に努め、自主的・継続的な安全性向上に取り組んでいます。

● ガバナンス体制 ● 発電所内（オンサイト）におけるリスク低減の取り組み（イメージ）

原子力安全向上に資する適切な経営判断

浜岡原子力発電所の
継続的な安全性向上

ATENA※

JANSI
WANO

社内の情報・リスク評価 社外からの意見・評価

協調

経営的観点から

技術的観点から

浜岡原子力安全
アドバイザリーボード

(2017年10月～)

原子力安全向上会議
アドバイザリーボード

(2014年9月～)
経営層

社 長

リスクマネジメントの強化

リスクコミュニケーションの強化

社内外とのコミュニケーション
広報部門

リスク低減の取り組み状況を
確認・評価

原子力部門

自主規制組織による
第三者レビューの活用

原子力リスク
研究センター

協調

原子力リスクへの備え

原子力安全向上会議
(2014年6月～)

リスクの
分析

対策の
実施

リスクの
特定

リスクの
評価

安全性向上の取り組み

ト
ラ
ブ
ル
・
事
故
な
ど
の
発
生
確
率

それでも残るリスクへの対応 オフサイト対応

4重大事故の影響を緩和する
機動性の高い可搬型の電源・注水・除熱設備なども活用した柔軟な対応を行います。

2事故への進展を防止する
トラブルを早期に発見し、原子炉の運転を止めるなどの対応を行います。

たとえ、
事故に発展しても…

3事故の発生に備える、重大事故に至らせない
多重・多様な対策により、著しい炉心損傷（重大事故）を防止します。

万が一、
炉心が損傷したとしても…

1トラブルの発生を防止する
十分余裕のある設計とするとともに、その品質を継続して維持・管理しています。

仮に、
トラブルが発生しても…

※ATENA：原子力エネルギー協議会、JANSI:原子力安全推進協会、WANO:世界原子力発電事業者協会

1号機（1976年3月）
電気出力号機（運転開始） 現在の状況

2号機（1978年11月）

3号機（1987年8月）

4号機（1993年9月）

5号機（2005年1月）

（54万kW）
（84万kW）
110万kW

113.7万kW
138万kW

●原子力規制委員会による新規制基準への適合性確認審査中
●安全性向上対策実施中

●廃止措置中
  

周辺設備の解体や原子炉の除染作業を順次実施
（2009年1月30日 運転終了）

●適合性確認審査の申請準備中　●安全性向上対策実施中

浜岡原子力発電所各号機の現況 2024年7月1日時点

リスク低減の取り組み
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浜岡原子力発電所の
安全性、信頼性の向上に向けて



❺

❻

❶

❷

❸

❹

国・自治体・関係機関との連携訓練（2023年1月実施）
※2024年1月は能登半島地震の影響により中止

東京電力ホールディングス㈱との連携訓練
（2024年2月実施）

菊川市と連携し、放射線防護施設において放射線の測定訓練
を実施

（2024年1月実施）

御前崎市と連携し、避難行動要支援者の一時避難先となる
エアシェルター（放射線防護施設）展張訓練を実施

（2023年11月実施）

 緊急時における国・自治体・関係機関との関わり

御前崎市・牧之原市、掛川市、菊川市と連携・協力
　当社は御前崎市・牧之原市との三者間および、掛川市、菊川市それぞれと「避難行動要支
援者※の安全確保に関する協定」を締結しており、自治体との合同訓練等により、相互連携の
強化を図っています。

［浜岡原子力発電所周辺での取り組み］
　ガバナンス、リスクマネジメント、設備対策・現場対応力を強化することで、リスク低減の取り組
みを行っていますが、それでもリスクはゼロにならないという考え方に立ち、放射性物質の放出
を伴うような原子力災害が発生した場合にも備え、国・自治体・関係機関・原子力事業者との連携
を強化しています。

［浜岡原子力発電所内での取り組み］
　事故の発生を防ぎ、また、事故の発生に備えるための多重・多様な設備対策を強化し、設備を
有効に機能させるための現場対応力の強化に取り組んでいます。

※１ オフサイトセンター（緊急事態応急対策等拠点施設）とは、原子力施設
の緊急事態において、事故が発生した敷地（オンサイト）から離れた
外部（オフサイト）で現地の応急対策をとるための拠点施設

※2 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（JAEA）など

※ 高齢者など、自力での避難が困難で支援が必要な方

❶	敷地内への浸水防止
 防波壁の設置

❹	注水の代替手段の確保
 緊急時淡水貯槽の設置

❷	建屋内への浸水防止
 強化扉・水密扉の設置

❺	訓練
 可搬設備・重機の操作訓練

❸	電源供給の代替手段の確保
 緊急時ガスタービン発電機の設置

❻訓練
 シミュレータ訓練

❶〜❻は取り組みの一例です。

自衛隊

海上保安庁
警察

消防

報道機関

医療機関

研究機関※2

国・自治体
国・自治体・関係機関との

連携強化

地域の
皆さま

中部電力

原子力事業者間
の連携

防災対策
関係者の拠点

オフサイト
センター※１
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［リスクコミュニケーションの強化］
　地域の皆さまへ、様々な機会を通じて発電所の取り組みをお伝えするとともに、皆さまの声に
耳を傾け、不安や疑問、ご意見に真摯に向き合う活動を継続的に実施しています。

発電所見学会
発電所周辺地域の皆さまや企業などを対象に、発電
所見学会を実施し、原子力発電の仕組み等について
ご説明するとともに、発電所の安全性向上対策につい
て、実際の現場をご覧いただいています。

意見交換会・説明会
発電所周辺地域の皆さまと、グループワーク形式で
意見交換会を実施し、原子力発電に関する不安や
疑問、関心事項などを話し合い、相互理解を深めてい
ます。また、自治会の会合等にて発電所の近況をお知
らせする説明会も実施しています。

発電所キャラバン
浜岡原子力館をはじめ地域の商業施設やイベント
などで、皆さまが感じているエネルギーや浜岡原子
力発電所についての疑問などにお答えしています。

　研究所の助手として働く主人公のギャル
「エネ美」と「ルギ子」が、「博士」からエネ
ルギーの知識を、ギャグを織り交ぜながら
学んでいく短編アニメです。
　浜岡原子力発電所の概要や、日常の点
検業務の様子などについてもご紹介して
います。

　浜岡原子力発電所1・2号機では、2024年度より廃止措置の第3段階に入ります。第３段階で
は、原子炉領域の解体に着手し、炉内構造物、圧力容器等を解体する予定です。
　また、引き続きクリアランス制度を活用し、解体廃棄物の削減と再資源化に努め、環境負荷低
減も図ってまいります。
　今後も安全確保を大前提に国内初の商業用軽水炉の廃止措置を担うトップランナーとして、
廃止措置を着実に進めてまいります。

アニメ番組「ギャルと博士のエネルギー研究所」

※詳しくはYouTubeチャンネルをご覧ください。

浜岡原子力発電所「失敗に学ぶ回廊」が保全遺産に認定
　浜岡原子力発電所 原子力研修センターの展示施設「失敗に学ぶ回廊」が2023年6月
に日本保全学会より第10号保全遺産に認定されました。
　保全遺産とは、保全学の発展、普及、社会への貢献を奨励することを目的とし、歴史に
残る保全技術関連遺産でありかつ人類の文化的遺産と認められる機器や技術資料、
展示館の所蔵品などを認定する制度です。
　「失敗に学ぶ回廊」は、過去に経験した事故・トラブルから学んだ教訓、蓄積したノウハウ
を風化させることなく技術伝承しているという意味で「歴史的価値」があると評価され、
保全遺産の認定を受けました。

浜岡原子力発電所1・2号機の廃止措置の状況

TOPICS

ギャルと博士のエネルギー研究所

第1段階 第2段階 第3段階 第4段階

全燃料の搬出、
汚染状況調査、除染等着手

周辺設備の解体着手 原子炉領域の解体着手 建屋等の解体着手

原子炉建屋
タービン建屋
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浜岡原子力発電所の
安全性、信頼性の向上に向けて

https://www.youtube.com/@gyaruken
https://www.youtube.com/@gyaruken


再生可能
エネルギー事業
再生可能エネルギーの開発・普及および発電事業

目指す姿
グループ一体となり2030年頃に
320万kW以上の再エネ拡大

非化石比率向上・再エネ
電源の主力化への貢献 安定・安価な発電の実現ミッション

再エネ案件の着実な開発・促進 戦略的投資等の
あらゆる施策 既設設備の最大限活用取り組み

地球をまもる。未来をカエル。
再生可能エネルギー

「脱炭素社会の実現」
に貢献

モリアオガエルのマモル

目標

リスク
●競合発電事業者との競争
●自然災害の激甚化
●既存電源維持管理コストの

増大

機会
●世界的な脱炭素・エネルギー

安全保障の重要性の高まり
●GX推進法・GX脱炭素電源法

が成立し、2050年のカーボン
ニュートラル実現・再エネ主力
電源化に向けた動きが加速

●RE100等の再エネ電気への
お客さまニーズの高まり

再生可能エネルギーの拡大※

●2030年頃に320万kW（80億kWh）以上の拡大
●再エネ事業を中心に4,000億円程度の戦略的投資
※保有・施工・保守を含む再生可能エネルギーの価値提供

取り組み
再生可能エネルギー電源の
開発加速

お客さまとともに進める
再生可能エネルギー拡大

●洋上風力、陸上風力、バイオ
マス、水力、太陽光、地熱の
開発・保有拡大

●既存電源の設備改修・強靭化
およびかいぜん活動やDX
の推進による、増出力・増電・
効率運用

●グループ会社による設備の
施工・保守

●お客さまの課題に合った脱
炭素サービスの提供

新規電源開発の確実な遂行  主な開発地点（運転開始予定年度） 
●2024年度　
●2025年度　
●2026年度　

安倍川水力（静岡）、八代バイオマス（熊本）
田原バイオマス（愛知）、福山バイオマス（広島）
境港バイオマス（鳥取） 

お客さまとの再生可能エネルギー拡大
●2024年度までに400件を超えるお客さまに、オンサイトPPAサー

ビスをご利用いただく予定

■ 永年にわたる電源開発・発電事業で培った多様なステークホル
ダーとのつながり

■ 再生可能エネルギーの価値提供に関するグループ会社も含めた
高い技術力・プロジェクト開発力

強み

社会・お客さまとともに進める再生可能エネルギー拡大により、
我が国のエネルギー自給率の向上と脱炭素社会の実現に貢献します。

　中部電力グループでは「2030年頃に320万kW（80億kWh）以上の再生可能エネ
ルギー拡大」との目標を掲げております。この目標達成に向け、永年にわたる発電事業
で培ったプロジェクト推進力を強みに、地域社会やお客さまとともに積極的に開発に
取り組んでいます。 
　2023年度には、中部電力で200番目となる清内路水力発電所の運転を開始しま
した。また、ジェネックスグループを完全子会社化したことで、太陽光をはじめとした
新規開発を加速させ、お客さまの非化石価値に対するニーズに応えてまいります。
　既設の水力発電所では、設備の強靭化に加え、かいぜん活動やDXを推進すること
で、保守業務の効率化や発電電力量の増加を進めています。
　引き続き、地域の皆さまからご理解をいただきながら、全国での電源開発や既存
電源の有効活用に取り組み、脱炭素社会の実現に貢献してまいります。

専務執行役員 
再生可能エネルギーカンパニー 社長

中畑 禎

左：清内路水力、中央上：ウィンドファーム豊富、中央下：しずぎんソーラーパーク、右上：田原バイオマス、右下：安倍川水力
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　再エネ電源の開発加速およびお客さまとともに
進める再エネ拡大により、「2030年頃に320万kW
（80億kWh）以上」※1を目指し、グループ一体となって
取り組んでいます。2023年度末時点の進捗状況は、
グループ全体で約92万kW※1であり、目標に対して
29%程度進捗しています。※2,※3

再エネ拡大の取り組み

　水力発電に関するノウハウを活かし、国内初の水力
発電施設のコンセッション方式※4によるPFI事業※5とし
て、鳥取県企業局が保有する４か所の水力発電所の再
整備を行ったうえで発電運営を実施する事業に２０２０
年より参画しています。２０２３年度には、２か所目とな
る小鹿第二発電所の再整備工事が完了し、運転を開
始しました。残る２発電所についても２０２４年度の運転
開始に向けて引き続き再整備を進めていきます。

水力発電施設のPFI事業への参画

2023年度の主な取り組み地点

森林資源の有効活用と地域経済の循環に寄与する取り組み

※１ 2018年度以降に運転開始、もしくは開発決定した地点
※2 未運開だが開発決定済み案件を含む　※3 グループ会社を含む持分容量

※4 施設の所有権を公共主体が有したまま、施設の運営権を民間事業者に設定する方式
※5 民間の資金と経営能力・技術力（ノウハウ）を活用し、公共施設などの設計・建設・

改修・更新や維持管理・運営をおこなう公共事業の手法

　林業での間伐で発生する未利用材、製材時に発生する端材や
街路樹木などの剪定により発生する剪定枝、建設資材廃棄物とな
るリサイクル木材など、様々な種類の国産材を燃料として活用し
たバイオマス発電所の開発に注力しています。従来は廃棄や焼
却処分されていた木材を、バイオマス発電の燃料として活用する
ことで、森林資源の有効活用に貢献するとともに、地域の林業や
農業との連携を図り、地域経済循環の実現に寄与する取り組みを
進めています。 有田川バイオマス発電所（和歌山県有田郡有田川町）

ジェネックスグループ

約60,000kW

清内路水力発電所

5,630kW

小鹿第二水力発電所

4,990kW

あつみ風力発電所

7,400kW

愛知蒲郡バイオマス発電所

50,000kW

ウィンドファーム豊富

30,000kW

ごうどバイオマス発電所

7,500kW

太陽光72
風力 21

バイオマス36
水力219

（揚水除く）

348万kW※2・※3

256万kW※2

2030年頃2017年度末 2024年3月

お客さまとの
再生可能エネルギー拡大

120万kW以上

当社グループの
再生可能エネルギー開発

200万kW以上

320万kW
（80億kWh）以上の拡大
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再生可能エネルギー事業



中部電力パワーグリッド
株式会社
送配電事業・電力ネットワークサービスの提供

取り組み
●より高水準での安定供給・公衆保安の確保
●再生可能エネルギーの導入拡大に向けた環境整備
●設備投資の効率的かつ計画的な実施による適正な託送料金の実現
●需給構造変化に即した合理的な設備形成
●事業運営全般を通じた環境負荷の低減
●設備のデジタル化・スマート保安の推進による信頼度向上とコスト低減

目標
安定供給　　

●停電量の低減
  低圧電灯のお客さまの停電量※を過去５年間（2017～2021年度）の

実績値以下とする
※自然災害等の外生性の強い事象によるものを除く

電力ネットワークの次世代化・地域サービスの充実
●再生可能エネルギー導入拡大に向けたコネクト&マネージの適用拡大
●分散グリッド化に向けた技術の確立
●次世代スマートメーターの導入計画策定と確実な実施

リスク
●自然災害の激甚化
●人口減少や経済成長の鈍化

などに伴う電力需要の伸び
悩み

●再生可能エネルギーの大量
接続による電気の流れの複
雑化

●電力品質維持費用の増加

機会
●脱炭素社会の実現に向けた

再生可能エネルギーの導入
ニーズの高まり

●小規模分散型電源による地産
地消型の供給モデルの出現

●デジタル化に伴うエネルギー
に関するニーズの多様化

■ 脱炭素化、電力ネットワークの次世代化および運用の高度化への
取り組みによる中部エリアおよび全国の安定供給への貢献

■ デジタル技術とデータ分析を組み合わせた効率的、経済的な設備
投資・運用と安価な託送料金の実現

強み

脱炭素化に向け、電力ネットワークの次世代化・運用の高度化、デジタル技術の活用
などによって、安全・安価で安定的な電力の供給という使命を完遂します。

　当社は、脱炭素化に向けた再生可能エネルギーの導入拡大により地域ごとに多様化
する電力需給に対して、電力ネットワークの次世代化や運用の高度化、各種研究・実証
に取り組むとともに、全国規模での最適な経済運用・レジリエンス確保を目的とする
次期中央給電指令所システムの開発や、エリア間の電力取引拡大に向けた設備増強
などを進めています。
　また、センサー・AIなどのデジタル技術と地域・設備ごとのデータ分析等を組み合
わせることで、効率的な設備投資・設備形成や保全費用の低減と、電力品質やレジリ
エンスの向上などを実現するとともに、日々の設備保全・系統運用を着実に実施する
ことで、安全・安価で安定的な電力の供給という使命を果たします。
　今後も、事業活動を通じて、2050年における目指す姿を掲げた「中部電力パワー
グリッドビジョン」の実現に向けた取り組みを着実に進めてまいります。

中部電力パワーグリッド株式会社 
代表取締役 社長執行役員

清水 隆一

電気の安定供給を柱に、地域のお客さまへ安心・安全をお届けする
エネルギープラットフォームの構築における目指す姿
●災害に強く、高品質な電気を効率的にお届けできるグリッドの実現
●価値の可視化と価値取引基盤の構築

地域の未来像実現への貢献における目指す姿
●保有リソースと外部リソースを掛け合わせたサービスで、
　安全・安心で暮らしやすい地域社会の実現に貢献

中部電力パワーグリッドのビジョン

52Chubu Electric Power Group Report 2024

経営戦略トップコミットメント 価値創造 事業活動 成長を支える基盤 ガバナンス 経営・財務データ等



　2050年のカーボンニュートラル実現に向け、今後
も全国的に再生可能エネルギー（以下、再エネ）の導
入量が拡大し続けていくと想定されます。
　一方で、再エネの導入拡大には課題もあり、その
１つが再エネの出力抑制です。電力品質を保つた
めに需要と供給を一致させなければならず、ゴール
デンウイークのように需要に対し供給が多くなりや
すい時期は、優先給電ルールに基づき、火力発電の
出力抑制や、揚水動力の活用などにより調整を実施
しますが、それでもなお供給が需要を上回る場合に
は、再エネの出力抑制を実施することで、電力品質を
保っています。
　当社は、再エネの出力抑制低減に資する取り組み
等を通じて、再エネ導入の拡大を図り、電力の安定供
給のもと、カーボンニュートラル実現に寄与していき
ます。

再生可能エネルギーの導入拡大と課題 再生可能エネルギー導入拡大に向けた取り組み例

■ノンファーム型接続
　必要に応じて設備増強を実施していた従来の接続
方法（ファーム型接続）から、送電線等の空き容量の
活用により設備増強をせずに新規電源を接続する方
法（ノンファーム型接続）に移行することで、事業者の
接続申込から運転開始までにかかる時間を短縮して
います。

■地域間連系線の増強
　一般送配電事業者間を結ぶ地域間連系線の増強に
より、エリア間の電力取引が活性化することで、再エネ
の出力抑制低減が期待できます。当社は、中部関西間
の連系線を増強することで、再エネの導入拡大に対応
するとともに、供給信頼度を高めていきます。

■エコキュートや
　蓄電池等の活用拡大に向けた実証
　今後の活用が期待されているエコキュートや蓄電
池等の制御に関する検討や実証を進めています。
　一般的に、エコキュートは夜間に電力を使用するこ
とで日中に必要となる供給のピークを減らすために利
用されます（ピークシフト）。一方、今回の実証では、再
エネ出力に合わせ、日中にエコキュートを稼働させて
需要を創出します。そして、この実証で得られた成果
を再エネの出力抑制低減に活用していきます。

関ヶ原北近江

東近江
南京都

京北

越前

嶺南

南福光

岐阜

三重

500kV送電線

当社施工
関西電力送配電殿施工

変電所 開閉所

ノンファーム型接続の電源が利用 ファーム型接続の電源が利用

送電可能容量

シフト前の需要 シフト後の需要

供給ピーク減の
ためのシフト

再エネ出力に
合わせた需要創出

現在の用途

期待される用途

夜間電力で稼働

再エネ出力に合わせた稼働

●当社管内の太陽光発電接続量と今後のイメージ

2020 2024 2030 2050 (年)

11,000
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中部電力パワーグリッド
(送配電事業)



中部電力ミライズ
株式会社
電力・ガスの販売と各種サービスの提供

■ 長年培ったエネルギー利用や脱炭素化のノウハウを活かした高い
技術力・提案力

■ お客さまとの幅広い接点とお客さまからの信頼

強み

取り組み
●エネルギー販売（電気・ガス）の拡大
●脱炭素社会を実現するサービスの開発・提供
●データ分析やデジタル技術を活かした、「お客さまのくらしを豊

かに」「ビジネス上の課題解決」を実現する新たなサービスの提供

目標

エネルギー販売　

経常利益

［2025年度］ 400億～500億円

新たな価値・サービスの提供

［2030年度］ 従来のエネルギー販売に並ぶ、収益の柱を確立

リスク
●人口減少や経済成長の鈍化

などに伴うエネルギー需要
の伸び悩み

●競合他社との競争激化
●燃料市場価格の激変による

利益構造の大幅な変動

機会
●DXの進展による電力需要の

増加
●お客さまの脱炭素化への取り

組みの加速
●お客さまのニーズの変化

販売電力量（グループ合計） ガス・LNG販売量（グループ合計）

［2023年度］年間1,111億kWh

［2030年度］年間1,300億kWh

［2023年度］年間 156万t

［2030年度］年間300万t

お客さまとの「つながり」をもとに、「お客さまのくらしを豊かに」
「ビジネス上の課題解決」を実現する、新たな価値をお届けします。

　お客さまや社会を取り巻く環境は、DXの進展や脱炭素社会の実現に向けた機運
の高まりなど、大きく変化し続けており、そのスピードは加速し続けております。私たち
中部電力ミライズは、こうした変化をチャンスと捉え、これまで築いてきたお客さま
との「つながり」をもとに、お客さまのニーズをさきどりし、よりよいサービスを提案
することで、「お客さまのくらしを豊かに」「ビジネス上の課題解決」を実現し、新たな
価値をお届けしてまいります。
　また、お客さまの脱炭素化に向けた取り組みを支援するサービスの提供を通じて、
お客さまとともに脱炭素社会の実現に向けて、歩を進めてまいります。中部電力ミライズ株式会社 

代表取締役 社長執行役員

神谷 泰範

目指す姿

●ビジネスモデル変革によるバリューチェーンの拡充
●事業・サービスを通じた脱炭素社会実現への貢献

目指す姿実現に向けた事業方針
お客さまの

「こうしたい」「こうありたい」
人と人、人とコミュニティを

新しいかたちで「つなげる」

大切なエネルギーとともに、
毎日に役立つサービスを「とどける」

お客さま一人ひとりの
くらしやビジネスに「よりそう」

ご家庭のエネルギー最適化を提案するミライズショップ （イオンモールナゴヤドーム前 3階）　
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ビジネス上の課題解決お客さまのくらしを豊かに

自治体と連携した社会課題への取り組み

　幸田町と中部電力ミライズが相互に連携し、幸田町における地域課題を解決するとともに、
脱炭素につながる取り組みを推進することで、持続可能な社会を実現することを目的とした
協定です。EV充電サービス「treev」の導入やSDGs出前教室の開催などにより、「幸田町ゼロ
カーボンシティ」を目指しています。

　中津川市・中津川商工会議所・中津川北商工会・中部電力ミライズの4者における再生可能
エネルギーの導入拡大と有効利用の促進を目指す協定です。太陽光発電設備の導入やEV充電
器の導入推進などのインフラ推進を通じて、脱炭素社会の実現に貢献するとともに地域経済の
活性化に取り組んでいきます。

カーボンニュートラル推進などに関する包括連携協定の締結(幸田町)事例 脱炭素社会の実現に向けた共創推進に関する連携協定の締結（中津川市）事例

再エネをみんなで
増やす動きへ

再エネをみんなで
有効活用する動きへ

発電所の開発を応援する
社会的活動の拡がり

再エネ発電量に
応じた最適利用
の取り組み

●屋根の有効活用
●再エネ電源調達に
  よる開発支援

課題解決へ
向けた動き

この動きを
さらに拡大へ

発電所を開発する
適地の減少

再エネの
発電量が
不安定

再エネ増加へ
向けた課題例

■「みんなで脱炭素プロジェクト」
電気を届ける側だけでなく、使う側も一体となった取り組みへ

■「GX（グリーントランスフォーメーション）コンサルティングサービス」
　お客さまとともに省エネや脱炭素化を実現する計画を立案し、お客さまの掲げる
環境目標の確実な達成に貢献するサービスです。

■ミライズ直営店 「ミライズショップ」オープン（2024年4月23日）
　中部電力ミライズのスタッフがエネルギーのプロとして、一人ひとりに寄り添った
エネルギースマートな住まいづくりを一緒に考え、快適で安心な生活の実現を支援
します。

■ライフステージに応じた生活サービスの提供
　中部電力ミライズコネクトを中心にデータやデジタル技術を活かした、お客さま
の日常のくらしやライフイベントにおける多様なニーズにお応えするサービスを
提供します。

■「暮らしにイイコトキャンペーン」
　これまで中部電力ミライズを支えていただいたお客
さまに「暮らしをおトクに、未来に向けたイイコト」を提
供していきたいという思いから「暮らしにイイコトキャンペーン」を実施しています。
電気・ガス料金のご負担を減らすキャンペーンなどお客さまにとって「イイコト」をこれ
からもお届けしてまいります。

従来型の
提案 脱炭素に向けた

さらなる効果と
潜在的な課題の解決を

実現します

CO2削減

作業性向上

投資額
最適化

メンテナンス性
向上

ランニング
コスト削減

蒸気使用量
削減

CO2削減

ランニング
コスト削減

蒸気使用量
削減

おトクに楽しくフードロスの削減に
貢献するサービス

電力消費データを活用した入居者
の見守りサービス

サービス
提供例
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中部電力ミライズ
(販売事業)



目標

戦略的投資
●2021～2030年度の間で4,000億円程度

連結経常利益
●2030年度に200億円程度

収益性
●2030年度にROA3%台後半

リスク
●限られた投資案件による競争
激化

●海外の政治・経済情勢不安、
独自規制

●投資案件の開発・建設・運営
等

「脱炭素」につながる事業への
投資の拡大
●蘭Enecoを欧州戦略上の
プラットフォームと位置づけ、
事業を展開

●再エネや配電事業を通じ、
アジア各国のニーズに応じ
た社会課題解決型事業を
展開

機会
●脱炭素社会実現に向けた世
界的な再エネ事業への関心
度の高まり

●SDGsへの関心度の高まり
●脱炭素、再エネ事業における
新技術領域の進展

海外コンサルティングによる
SDGs課題解決に貢献
●国際協力機構（JICA）から
受託したモザンビーク、ウガ
ンダ、ヨルダン、エクアドル、
バングラデシュにおける電力
インフラコンサルティング
事業

取り組み

グローバル事業
投資・海外コンサルティングなど

■ 欧州・アジア・太平洋地域を中心とした多様な「脱炭素」関連事業
への投資

■ 国内電気事業で培った技術力や顧客基盤等の強みを生かし、国内
外の顧客と直接繋がることで需要サイドからのアプローチが可能

強み

エネルギー事業をグローカル※に展開し、人類の持続的発展に貢献します。
　当社は「経営ビジョン2.0」においてグローバル事業を成長分野として位置づけ、
2022年4月にグローバル事業本部を新設して以降、着実に事業拡大を進めてまい
りました。
　今後も、脱炭素社会の実現に貢献するため、欧州・アジア・中東・太平洋地域等に
おいて、脱炭素につながるグローバル事業への投資を継続し、収益基盤の強化と利益
拡大を図っています。
　また、海外コンサルティングにおいては、独立行政法人国際協力機構（JICA）の案件
受託等を通じて、経済成長が期待できるアジア・アフリカを中心に、エネルギーに関する
様々なソリューションの提供や、事業機会の創出を行っていきます。
　脱炭素やコミュニティサービスの展開を促進し、その知見を活用するなど、国内
事業とのシナジーを高めてまいります。

※地球規模を意味する「グローバル」と、各国地域を意味する「ローカル」を組み合わせた造語。

専務執行役員
グローバル事業本部長

佐藤 裕紀

●2０３０年度に、「グリーン領域」「ブルー領域」「小売・送配電・新サービス領域」および「フロンティア領域」のセグメントを組み合わ
せた最適ポートフォリオを構築

目指す姿

ドイツ・ゲーレッツリート地熱事業
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Enecoを通じた
総合エネルギー事業

欧州
再エネ・小売・新サービス事業

Eavorのクローズドループ
地熱利用技術を活用した
初の商業プロジェクト

ドイツ
地熱発電・地域熱供給事業

Eavorを通じたクローズドループ
地熱利用技術のグローバル展開

カナダ
地熱新技術の展開

名古屋港CCUSプロジェクト等

日本・シンガポール・フィリピン等
脱炭素化事業

OMC Powerを通じた
分散型電源・グリッド事業

インド
分散型電源・グリッド事業

生態系の保護に寄与する
取り組みの実施

オランダ
洋上風力発電事業

Bitexco Powerを通じた
再エネ発電事業

ベトナム
再エネ発電事業

NuScaleが開発する
小型原子炉のグローバル展開

アメリカ
小型原子炉の開発

● 地下にループを形成し、地上か
ら水などを循環し、地下の熱を
回収する技術

●ドイツ・バイエルン州で本技術
を活用した初の商業プロジェ
クトに参画

世界に先駆けてクローズドループ地熱利用技術の研究・開発を
行い、商業化を目指すカナダのグローバルスタートアップ企業

洋上風力の建設初期段階から運営に至るノウハウや生態系
保護に関する取り組みの知見を獲得

欧州・アジア・太平洋地域を中心とした脱炭素エネルギー企業へ

Eavorを通じたクローズドループ地熱利用技術オランダ洋上風力発電プロジェクトへの参画

　４つのセグメント（グリーン、ブルー、小売・送配電・
新サービス、フロンティア）を組み合わせ、最適なポート
フォリオの形成を目指すとともに、2030年度に累計
投資額4,000億円以上、利益200億円以上の実現を
目指します。

　脱炭素化に向けた大きな時代の転換を踏まえ、日本のユーティリティとして、各地域における脱炭素社会の実現
に貢献するとともに、さらなる収益拡大に取り組んでいきます。

戦略的投資 ●2030年度に累計投資額4,000億円以上

人財 ●スペシャリスト社員を含むキャリア採用の拡大

組織 ●海外事務所の機能拡充

［海外地熱関連企業への
 出資は当社で初めて］

［海外の洋上風力発電プロジェクトへの
 直接出資は当社で初めて］

●出力：76万kW
●スケジュール：2024年工事着手、

2026年商業運転開始
● 出資会社：Shell（60%）、当社
（30％）、Eneco（10％）

プロジェクト概要
注 ： 上記の図の事業は一例です　※1 CO2回収・貯留付きバイオマス発電　

位置づけと戦略

再生可能エネルギー
出力変動の調整

グリーン水素

VPP・エナジーマネジメント

インテグレーテッド・
エナジーシステム

小売・送配電・
新サービス領域

(コミュニティ＆ソリューションズ)

マイクログリッド・送配電事業

未電化地域
電力供給

水電気分解
（水素製造）

CO2運搬

造水（海水淡水化）
廃棄物発電
With CCS

バイオマス
発電所

BECCS※1

グリーン領域
（クリーンエナジーソリューションズ）

再生可能エネルギー

ブルー領域
(脱炭素ソリューションズ)

グリッド
マネジメント

太陽光島嶼国への展開
地熱

蓄電池

e-モビリティ

スマート
シティ

CCUS

フロンティア領域
海洋エネルギー

（潮流・波力発電）・
地熱（Eavor社）・

ミネラル・ファンド投資・
小型原子炉・SAF・ZEB・

サイバー
セキュリティ など

資源循環

@Ecowende C.V., All rights reserved.
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グローバル事業



新成長分野
「新しいコミュニティの形」の創造

■ 国内エネルギー事業で培った技術力、顧客基盤や信頼関係
■ 他社との迅速な協業によるシナジー効果の最大化
■ 日本エスコン連結子会社化による不動産事業におけるシナジー効果

強み

地域社会とともに、そして一人ひとりに寄り添い「誰もが安全・安心に暮らし続けることができるコミュニティづくり」により、 
2030年までに、持続可能な地域社会を支えるコミュニティサポートインフラを実現する。

目指す姿目標
●情報ネットワークと最新の技術を活用した「新しいコミュニティ
の形」の提供

●2022～2025年度累計　
	 新成長等戦略的投資額1,000億円程度

●医療 ： デジタルヘルスサービスなどによる医療支援を通じて、
人や地域に根差し、医療の架け橋となる

●食農 ： イノベーションを追求し、持続可能で強靭な食料インフラへ
進化させることで、食の恵みを途絶えさせることなく、人々の豊か
さを支える

●不動産・生活関連 ： 地域の特色にDXを融合し、その地域に住み続
けたくなる環境を構築する

●エネルギー周辺 ： エネルギー、交通事業におけるDX,GXの担い
手となり、持続可能な形で、人と社会に明かりと繋がりを提供する

●データプラットフォーム ： さまざまなデータの掛け合わせによる
新たなサービスを提供する

取り組み

リスク
●競合他社との競争激化

機会
●コミュニティ課題解決に対
するニーズの高まり

●ライフサイクルや社会情勢
の変化

　事業創造本部は、経営ビジョンで掲げる成長分野確立のため、2019年に発足しま
した。希薄化の進む現代のコミュニティにおける、さまざまな社会課題の解決に寄与する
新たなソリューションの提供を目指しています。これまで電気事業と親和性の高い領域、
その他の有望領域における新規事業開発を進めると同時に、既存データの蓄積業務を
通して新たな活用方法を検討し、データプラットフォームの構築も進めてまいりました。
　今後も私たちは、DXを通じて社会課題の解決していくことで、ずっと安心して住み
続けられる「まちづくり」を目指し、「脱炭素・循環型社会の実現」を推進します。さらに
「地域の課題解決と活性化への貢献」に寄与し、「（ビジネスパートナーとともに）お客
さまのくらしを豊かにするサービスのお届け」を中部電力グループをあげて加速させ
てまいります。

専務執行役員	事業創造本部長

大谷 真哉

事業創造本部は、さまざまなコミュニティが抱える社会課題に対し
その解決に資するサスティナブルな事業・サービスを創造・提供し、
新しい収益の柱を確立します。

浜松サービスエリア（下り）のEV急速充電器	 e-Mobility Power
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https://www.e-mobipower.co.jp


　内閣府主催の第６回日本オープンイノベー
ション大賞にて『「電力データ×AI	でのフレイル
検知」産官学連携で高齢化社会課題に挑む』に
ついて、合同会社ネコリコと株式会社JDSC、
三重県東員町、東京大学大学院と共同で応募し、
「選考委員会特別賞」を受賞しました。
　当取り組みは、追加設備（センサーなど）の設置が必要なく、全国展開によって誰も
が日常生活を送る中でフレイル対策できることや、技術的基盤、事業計画などがオー
プンイノベーションとして高く評価されました。

　アークエルテクノロジーズ株式会社と路線バスや配送トラックなどの商用EV向け
に、時間帯別の電気料金やEVの運行計画を組み合わせることで充電スケジュール
をAIにより自動生成し、効率的なEV充電を可能にする充電マネジメントシステム	
「OPCAT（オプキャット）」※を共同で開発しました。
　OPCATのサービス提供を通じて、商用EVのさらなる普及に向けた課題解決、環境
整備を進めることで、社会やお客さまとともに脱炭素社会の実現に貢献していきます。

商用EVの最適充電マネジメントシステム「OPCAT」のサービス提供を開始

第６回日本オープンイノベーション大賞にて、「選考委員会特別賞」を受賞「新しいコミュニティの形」の創造

暮らし・産業・コミュニティなどのあらゆる課題を解決する
サービスへ昇華し、「新しいコミュニティの形」を創造します

食農

●完全人工光型
		レタス工場の運営
●穀物など一次
　生産事業の開発

ヘルスケア

●フレイル検知
			サービス
●オンライン診療など
			のサービス開発

EV

●EVバス/トラックの
　導入支援
●EV充電インフラの
拡充

●充電器エネマネ　		　　
「OPCAT」

コミュニティ

●地域情報サービス
●きずなネット
●子育て支援

eフレイルナビ e-Mobility 
Power

OPCAT

きずなネット

インフラ

●ガス・水道の自動
検針

●みまもりポール

ガス・水道の自動
検針サービス
みまもりポール
サービス 

TSUNAGU 
Community
Farm

AI

設備

生活

エネルギー

通信

情報

「リアルタイムの車両情報」および
「時間帯別電気料金」に基づき、

拠点充電器を最適制御

EV台数増加時の電気料金抑制
（事業所全体の電力ピーク最小化）

運行・電池残量を
リアルタイムで把握

充電電気料金抑制
電力消費の少ない
時間帯に充電
充電器を制御し最
大電力を抑制

事業所

充電マネジメントシステム
時間帯別
電気料金

充電最適化

（朝）

事
業
所
の
電
力
需
要

（昼） （夜）

※Optimization	Charge	and	Transportationの略

左から２番目は合同会社ネコリコ（中部電力グループ）の
木全代表、４番目は中部電力事業創造本部山本ユニット長
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新成長分野

https://www.e-mobipower.co.jp
https://business-development.chuden.co.jp/service/e-frailtynavi/
https://www.chuden.co.jp/publicity/press/1212391_3273.html
https://www.chudentm.co.jp
https://business-development.chuden.co.jp/service/mpole/
https://business-development.chuden.co.jp/service/kizuna/
https://tc-farm.co.jp


株式会社 JERA

燃料上流・調達から発電、電力・ガスの販売

（持分法適用会社）

５０％出資 ５０％出資５０％出資 ５０％出資

安定供給と脱炭素化を両立するための基盤を世界へ提供することで、
世界の健全な成長と発展に貢献し、企業価値最大化を目指す

LNGの海上輸送を行う輸送船「信州丸」

ミッション 世界のエネルギー問題に最先端の
ソリューションを提供する

2035年に
向けたビジョン

再生可能エネルギーと低炭素火力を組み合わせたクリーンエネ
ルギー供給基盤を提供することにより、アジアを中心とした世界
の健全な成長と発展に貢献する

火力発電によりグリーンな燃料の導入を進め、発電時にCO2

を排出しないゼロエミッション火力を追求していきます。自然
条件に左右されやすい再生可能エネルギーの導入を、CO2を
排出せず安定的に発電可能なゼロエミッション火力で補完
することで、ゼロエミッションの実現を目指します。

持続的な企業価値向上とサステナブルな社会形成への貢献に向けたJERAの事業活動

燃料調達ポートフォリオの形成 グローバル燃料市場

お客さま

電力市場

輸送・受入・貯蔵

技術開発による無形資産への取り組み
(低炭素火力/再生可能エネルギー及び

それらを複合する技術) 

Digitalizationによる
データ活用

石炭／LNG 
現状

アンモニア／水素
将来

燃料上流開発

クリーンエネルギー供給基盤 

トレーディングによる 
柔軟性確保と価値最大化

低炭素火力

再生可能エネルギー

提供価値
エネルギー価値

環境価値
需給変動対応価値

エネルギーセキュリティ

■ 燃料上流から発電、販売までの広範囲にわたるバリューチェーン
■ 大規模事業開発を展開する企業として世界からパートナーとして

選ばれている信頼力
■ 競争力・柔軟性のある調達ポートフォリオ
■ 世界最大規模のLNG取扱規模

強み

取り組み
●エネルギー安定供給基盤確立（世界最大規模のLNG取扱規模、

火力発電所の国内リプレース開発、燃料の安定調達）
●再生可能エネルギー導入・拡大
●火力発電と燃料サプライチェーンの低炭素化（アンモニア利用の

実機実証試験の推進、水素利用の実機実証試験に向けた取り組み
の推進、燃料アンモニアの国際調達）

2035年度までに目指す水準
［収益性］●当期利益※ 3,500億円　●EBITDA※ 7,000億円
［資本効率性］●ROIC-WACCスプレッド※ 150bps以上
［成長性］●投資CF 2024〜2035年度累計 5兆円程度
［財務健全性］●Net DER 0.5倍以下  ●Net Debt/EBITDA※ 2年以下

リスク
●地政学的リスクの高まり
●資源価格の変動

機会
●電力/ガス販売の競争拡大、

新たなお客さまニーズ
●脱炭素化に向けた世界への潮流
●ゼロエミッション化

※ 燃料費調整の期ずれ影響は除く
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2050年まで
CO2ゼロ
エミッション

2035年まで
CO2排出量
▲60%以上

2030年まで
CO2排出原単位
▲20%

2040～2030～現在

非効率
石炭火力

安定供給に必要な
高効率石炭火力

（アンモニア火力）

自家発の
お客さまの
石炭火力

LNG火力
(水素火力※1)

再エネ
（洋上風力）

石炭
全台停廃止

石炭

石炭

LNG

LNG

水素転換
実証試験

20％以上転換 50％以上転換

本格運用

アンモニア
100％転換※2

男鹿市・潟上市・秋田市沖

洋上風力の
さらなる開発促進

浮体式技術の実用化

水素転換※2

水素アンモニアの
グリーン化を推進

さらに、
構築した商流を
他産業展開

2050 ～ 20602040～現在～

現存の
石炭火力

JERA参画により
新規石炭火力

開発の代わりに
LNG火力を開発

LNG火力
(水素火力※1)

全台停廃止石炭

石炭

LNG

LNG

水素転換
実証試験

さらなる
CO2削減のため

アンモニア転換も
推進

本格運用 水素転換※2

JERAゼロエミッション2050 ～国内外のCO2ゼロエミッションに挑戦～

［アジアにおける取り組みイメージ］
　まずは、新規石炭火力開発の代わりにLNG火力を開発することで、電力需要の伸びに
伴うCO2排出量増加を抑制していきます。並行して、分散型の再エネ導入や既存石炭火力
のアンモニア転換を進めていく予定です。

［JERAゼロエミッション2050 日本版ロードマップ］
　非効率石炭火力の全台廃止や石炭火力のアンモニア転換、LNG火力の水素転換等に
より、火力発電のゼロエミッション化を推進します。また、技術開発動向を見据え、CCS・
CCUSの活用も選択肢に入れています。再エネは洋上風力を中心に開発を促進していきます。

JERAゼロエミッション2050 ●JERAは、2050年時点で、国内外の当社事業から排出されるCO2をゼロとするゼロエミッションに挑戦します。
●ゼロエミッションは、「再生可能エネルギー」とグリーンな燃料の導入を進めることで、発電時にCO2を排出しない「ゼロエミッション火力」によって実現します。

［碧南火力発電所におけるアンモニア転換の取り組み］
　「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発／アンモニア混焼火力発電技術研究開発・実証事業」（NEDO助成事業 事業者：JERA/IHI）において、
世界初となる大型商用石炭火力実機でのアンモニア20%転換実証試験を2024年4月1日より開始し、同年4月10日に20％転換を達成しました。アンモ
ニア転換前と比較し、生態系に影響を及ぼすNOxは同等以下、SOxは約20%減少を確認しています。また、温室効果の強いN2Oは、検出限界以下では
発生が確認されず、良好な結果となりました。なお、最終的な評価は別途実施予定です。

注 ： 本取り組みは、政策等の前提条件を踏まえて段階的に詳細化していく。前提が大幅に変更される場合は見直しを行う　※1 CO2フリーLNGの利用も考慮　※2 グリーン/ブルーの水素アンモニア活用

提供：株式会社JERA
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JERA
(燃料調達・発電事業)



森林事業資源循環事業

上下水道事業 地域交通事業

循環型社会実現脱炭素社会実現 地域課題解決

持続可能な森林経営
森林環境の保全

上下水道インフラ運営の
効率化・高度化

地域の未利用資源・
環境価値のさらなる活用

地域特性に応じた持続可能な
交通サービスの提供

地域・お客さま

地域インフラ事業の推進

地域インフラ事業の取り組み領域と提供したい価値

　社会・地域を支える企業として、様々なパートナーの皆さまとともに、資源循環・
上下水道・森林経営・地域交通等といった地域基盤の強化に繋がる「地域インフラ
事業」を展開し、マルチユーティリティとしてインフラの合理化・地域課題の解決に
貢献します。
　今後、経営ビジョン2.0で掲げた「新しいコミュニティの形」の提供に向け、持続可
能なインフラサービスの確立を目指し、地域やお客さまとの繋がりやインフラ施設
の運営ノウハウを活用した事業を推進していきます。

地域インフラ事業の推進

　2024年3月から中部エリアにおける「資源循環型ライフスタイルを支えるインフラ」
の一つとして、両社の強みや既存のサービスを活かした取り組みを開始しました。

【取り組みの概要】
１．株式会社ECOMMITが提供する資源循環サービス

「PASSTO」について、不要品回収ボックスの中部
電力グループ関連施設への設置および中部エリア
の皆さまへのご提案

2．中部電力ミライズコネクト株式会社が運営する
「TSUNAGU table」会員さま向けの不要品回収

3．中部エリアの自治体向けリユース品回収サービス
のご提案

株式会社ECOMMITと「資源循環型の地域づくり実現に向けた
業務連携に関する協定」を締結

　中部電力は株式会社グリーンアース（以下「グリーンアース」）と、植物資源に関する資源
循環事業の推進に向けた資本提携を行いました。グリーンアースは、「緑をTENKAIする」
をスローガンに、千葉県内を中心に植物資源に関する資源循環事業を展開しています。
今後、中部電力グループが有するエネルギー分野の知見や幅広いネットワークと、
グリーンアースの植物資源の資源循環に関する豊富な実績・知見を相互に組み合わせる
ことで、エネルギー・資源の最適循環の実現に向けた取り組みを一層推進していきます。

植物資源に関する資源循環事業の推進に向けた資本提携

カテエネショップに不要品回収ボックス設置

TOPICS

TOPICS

62Chubu Electric Power Group Report 2024

経営戦略トップコミットメント 価値創造 事業活動 成長を支える基盤 ガバナンス 経営・財務データ等



成長を支える基盤

多様な人財が活躍できる環境づくり

［安全と衛生に関する宣言］
　「中部電力グループ安全健康基本方針」は、請負
会社をはじめ事業のパートナーの皆さまが、安全で
健康に事業活動に専念できるとともに、いきいきと
働ける環境を整備するという中部電力グループの
方針を示したものです。
　また、人を大切にする企業文化と職場風土を醸成
するための、役員と従業員の具体的な行動規範とし
て、「安全健康行動原則」を制定しています。

［安全健康研修の実施］
　安全文化醸成および健康経営推進のけん引役となる経営幹部は、外部
専門家による安全健康研修を受講しています。2023年度は32人が約半年
にわたるプログラムにおいて、各自で目標を設定し、安全と健康に関する
取り組みを実施しました。
　また、「安全健康行動原則」の浸透や、安全健康意識の向上、行動変容・
促進を目的として、各職場において安全健康活動のキーパーソンとなる
新任所属長をはじめ新任役付職や新入社員などに対して、階層別研修を
実施しています。

［安全健康活動の推進体制］
　安全文化醸成と健康経営推進に向け、安全健康推進会議を定期的に開催しています。中部電力・中部電力パワー
グリッド・中部電力ミライズの３社共通のKGIとして「死亡災害ゼロ」、「健康イキイキ度」および「傷病休務率」について
定量目標を設定し、各社の達成状況や施策の進捗をモニタリングしています。
　また、厚生労働省「労働安全衛生マネジメントシステム（OSHMS）に関する指針」の考え方に基づき、PDCAサイ
クルを回すことで、各事業場の安全衛生水準の向上に取り組んでいます。

　企業経営の最優先事項である「安全」と「健康」への取り組みに加え、「DE＆I」や「働き方」など、
さらなる企業成長や社員の就労意欲向上のために積極的な投資を実施する考えのもと、様々な施策を展開しています。

労働安全衛生管理 労働安全衛生管理

安全健康推進会議（中部電力3社） 中部電力3社の安全と健康の推進に関する方針および
施策の審議、モニタリング

※1 HD（再エネCPを除く）　※2 再エネCP

安全健康推進会議※2

各事業場安全衛生委員会

安全健康推進会議

各事業場安全衛生委員会

中部電力パワーグリッド

安全健康推進会議

各事業場安全衛生委員会

中部電力ミライズ中部電力　

各事業場安全衛生委員会

安全健康推進会議※1

中部電カグループ安全健康基本方針

中部電カグループCSR宣言に基づき、

安全と健康に関する基本方針を以下のとおり定める。

中部電カグループは、

「共に働く仲間が安全で健康に

職務に専念できるとともに、

仕事を通じて自己実現ができる環境の整備」

に継続して取り組んでいきます。 経営幹部向け安全健康研修
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https://www.chuden.co.jp/csr/anzenkenko/management/


ウェルビーイングの実現

●ウェアラブル端末を活用した健康づくり
●定期健康診断の人間ドック化による疾病
の早期発見・予防

「からだ」の健康 「こころ」の健康
共通の取り組み

●睡眠改善支援、勤務間インターバル11時間
の確保

●産業保健スタッフによる全従業員に対する
保健指導

●専任チーム「C-POWERS」による心の
レジリエンス・自己肯定感・主体性と
いったマインドを醸成する「ポジティブ
メンタルヘルス」施策

ウェアラブル端末を活用した
新入社員向けの健康教育 ポジティブメンタルヘルス研修

（傷病休務率）
目標8.4‰未満に対して2023年度10.3‰

アブセンティーイズムの改善2

睡眠リテラシー向上のための研修動画

目標97.5％以上に対して2023年度95.2％

プレゼンティーイズムの改善1
（健康イキイキ度）

※仕事のパフォーマンス。WLQ-Jにて測定。 ※傷病による休務日数をもとに算出。

［ウェルビーイングの実現に向けて］
●全ての働く仲間が、「生涯にわたって健康であり続ける」との信念のもと、従業員が心身ともに健康でいきいきと働くことができる環境

を整備することで、働きがいやパフォーマンスを高め、企業価値の向上へつなげていくことを目指した「健康経営」に取り組んでいます。
●年齢・性別・職種を問わず、全ての従業員に対して「こころ」と「からだ」の両面からサポートすることにより、ウェルビーイングの実現

を目指しています。

［健康経営度調査］

［労働災害の未然防止］
　特別な教育を受けた安全専門員が、中部電力３社
の各事業場で行われている安全衛生活動に関する、
書類確認、アンケート、
インタビューなどを
通じて、評価および
報告を行い、各事業
場は、これらを踏ま
えた自律的かつ継続
的な改善に取り組ん
でいます。

［労働災害の再発防止］
　災害が発生した場合、安全専門員が現場確認や
関係部署からの聴き取りを行い、根本原因追求から
対策立案までを支援し、同種・類似災害の再発防止に
取り組んでいます。

［安全大会］
　中部電力３社の経営層および従業員、請負会社の
経営者が参加する安全大会を開催しています。大会
を通じ、事業のパートナーである請負会社とともに

「安全はすべてに優先
する」という強いコミット
メントを共有し、一体感
をもって安全活動に取
り組んでいます。 2024年度 安全大会

安全に関する取り組み 健康に関する取り組み

ウェルビーイングの実現に向けた取り組みの詳細

電力・ガス業界
2020年度から
4年連続 第1位

健康経営優良法人（ホワイト500）
2020年度から
4年連続 5回目の認定 健康経営優良法人に認定

2023年度
中部電力
グループ会社 27社が

健康経営の推進

インタビュー 評価・報告

改善検討・実施

書類確認
アンケート

安全専門員による安全衛生活動の評価

安全専門員

事業場

PD
C
A
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［柔軟な働き方］
　従業員一人ひとりが自身の置かれた環境に応じて、柔軟な働き方を選択できる
ように、「実質週休3日」※3「孫育休」※4の導入等、既存制度の見直しや新制度の導入を
行っています。

　女性役付職の登用推進と男性の育児参画推進のため、女性のキャリア形成や男性
の家事・育児に対する意識向上を図る研修を複数実施しています。
　また、仕事と育児の両立による更なるライフ・ワーク・
バランスの実現を目的に、法令上の産後パパ育休制度を
上回る内容の「両立育児休職制度」を設け、休職中の就業
についても認めるなど、育児・介護休職に関する制度を充
実させています。

［福利厚生］
　従業員やその家族の生活基盤を支援し、多様化する家族の在り方に合わせた様々な
福利厚生制度を整備することで、従業員が安心して業務に取り組むことができる環境
を整えています。　

※２ 「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規
則」における「育児休業等と育児目的休暇の取得割合」を示す。

※１ ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョンとは、多様性・公平性・包括性を取り入れて、多様な人財が互いに尊重しあい、公平な
機会のもと、力を発揮できる環境を実現するという概念。

働き方に関する取り組みＤＥ＆Ｉ※1に関する取り組み

対象となる従業員
独身寮・家賃補助：
嘱託員、嘱託、アシスト・スタッフ、
派遣社員を除く全従業員
カフェテリアプラン・持株会：
アシスト・スタッフ、派遣社員を除
く全従業員
社内コミュニティ活動：
全従業員

対象となる従業員
フレックスタイム勤務制：
交替勤務者等を除く従業員

（約８割）
テレワーク：
試用期間や交替勤務者等を除く
全従業員
ライフ・サポート休暇：
アシスト・スタッフを除く全従業員

■見直し制度・新制度の例
フレックスタイム勤務制
●固定的な労働時間帯であるコアタイムを廃止
●業務中断を容認　
●実質週休3日を選択可
テレワーク
●在宅勤務や出張先など職場以外の場所での就労可
ライフ・サポート休暇
●年次有給休暇の消滅分を積み立てし、家族※5の看病・

介護や学校行事への参加などを目的に取得
※3 2024年4月から導入。勤務日に働くべき標準労働時間（７時間40分）を、

別の日に働くことで、当該日を０時間勤務日にでき、実質、週休３日制を実現。
※4 2024年４月から導入。
※５ 2024年４月から祖父母・孫への対応にも取得できるよう見直し。

■福利厚生制度の例　
●独身寮の整備や家賃補助の支給など生活に欠かせ

ない住居に関する支援制度を用意
●カフェテリアプランなど従業員自らが「学び」や「健康」

など目的を選択して利用できる厚生制度の充実
●中部電力株式会社の持株会へ加入が可能
●従業員相互のコミュニケーション活性化のため、社内

コミュニティ活動（スポーツ大会やイベント行事等）に
対する補助を実施

　中部電力グループでは、性別、年齢、障がいの有無、性自認などにかかわらず、全て
の働く仲間たちが、それぞれの個性や能力を最大限発揮できる環境を整え、互いに
認めあい信頼しあえる文化の醸成に取り組んでいます。

［女性活躍、仕事と育児の両立］

［チャレンジド（障がい者）の雇用促進］
　特例子会社の中電ウイング（株）を含め、約360人（2024年6月現在）のチャレンジド
が様々な分野で活躍しています。同社では、文書集配や清掃業務、花壇の維持管理
業務などを実施しています。
　2022年5月にはいちご事業を
開始、2024年4月からはお客さま
来訪時の受付業務の受託など、新
たな領域での事業展開を進めて
います。 いちごの生産 来訪者の対応

育児と両立しながら安心して働くことが
できる職場を目指し、両立支援ガイドを
2024年4月に全面改訂

目標
●2025年度に女性役付職数を2014年度の3倍以上
●2025年度に男性育児休業取得率を100％※２

テレワーク・マイフレックス制活用率
目標 2025年度
制度活用１回/人以上
100％　99.5％

 実績
（2023年度） 

65Chubu Electric Power Group Report 2024

経営戦略トップコミットメント 価値創造 事業活動 成長を支える基盤 ガバナンス 経営・財務データ等

多様な人財が活躍できる
環境づくり



自己変革に挑戦する社員への機会と支援の提供

［自己啓発支援］
　社員の自律的なキャリア形成を実現するため、ビジ
ネススキルや最先端のITスキルまで幅広いジャンル
をオンラインで学べる動画学習コンテンツ「Udemy 
Business※」を全社員を対象に導入しているほか、資
格取得やスキルアップのための各種支援制度内容の
拡充を図り、人財への投資を積極的に展開しています。
　2024年4月からは、資格取得時に奨励金を支給す
る対象資格数を239に、受講費用を補助する通信教
育講座数を310に、それぞれ拡大しました。

［公募制異動の拡大］
　２０２４年度夏の定期異動では１６９のポストで募集
を実施しており、２０２５年度には３００ポストに拡大する
ことで、多様なキャリア形成の機会を提供します。　

［研修・セミナー等］
　役職に応じた意識改革・行動変容を目的とした階層別研修に加え、自身のキャリアや自己変革を考え挑戦する社員
を後押しするために目的別の研修を整備しています。

　多様な人財が自らキャリアを考え、自律的なチャレンジにより、先輩の軌跡を超えた成長や活躍を実現するため、
「Chance」「Challenge」「Change」の中部電力の３つの“Ｃ”をキーワードに、様々な施策に取り組んでいます。

［教育体系図］

　社員の自己成長の実現に向けて、研修や自己
啓発等、人財育成に対する投資を積極的に実施
しています。　

～Chance（チャンスを創出する）～

電気工事資格の試験合格に向けて学習
するグループ活動

2023年12月に（株）ベネッセコーポレー
ションからリスキリングアワード「クリエイ
ティブカルチャー賞」を受賞

●マネジメント・リーダーシップに関する研修 ： 各部門の部長級を対象とした「次世代リーダー育成研修」や、組織長（部長・課長級）を対象と
した多様な人財の活躍促進を図るマネジメントセミナー等を実施しています。

●部門別教育 ： 各部門において、担当業務スキルアップや品質向上等に必要な実務研修を実施しています。（配電部の例：建設分野、設備分野
の技術力や現場監督力の強化を図る研修などを展開）

●キャリア形成支援 ： 社員自らのキャリア形成を考え、エンプロイアビリティ（雇用される能力）を研鑽し続けることを支援するため、節目(入社
２年目、満２９歳、３９歳、４９歳時)に「キャリア研修」・「キャリアコンサルティング面談」を実施しています。「キャリア研修」においては、単に職業
キャリアだけでなく、ライフキャリアの側面から、資産形成セミナーも併せて開催し、社員のキャリアデザインの支援を行っています。

目標 社内異動における公募活用　
300ポスト（2025年度）

1人あたりの育成費用
2022年度
120千円▶

2023年度
152千円

1人あたりの研修時間
2022年度
22時間▶

2023年度
25時間

新任特別役付職研修

管理職登用前研修

新任主任研修

主任ステップアップ研修

新入社員研修

新任所属長研修

新任管理職
フォロー研修

新
入
社
員

育
成
責
任
者

研
修 

自
己
啓
発
支
援

 （
動
画
学
習
コ
ン
テ
ン
ツ【Udem
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】、

  

自
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啓
発
推
奨
資
格
取
得
、社
外
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育
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講
、

  

業
務
ス
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ル
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グ
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ー
プ
活
動
）

法
令
等
必
要
資
格
取
得・国
内
留
学
研
修

キ
ャ
リ
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採
用
入
社
時
教
育

論
理
的
思
考
力
研
修
、

フ
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ス・

企
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研
修
　等
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修（
５
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０
）
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グ
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性
育
休
取
得
支
援
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ー

仕
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支
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セ
ミ
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次
世
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ー
ダ
ー
育
成
研
修

異
業
種
交
流
型
研
修

各
部
門
が
必
要
と
す
る
知
識・技
術
に
関
す
る
研
修

階層別 その他育成支援キャリア ダイバーシティ 戦略人財育成
目的別

実務研修

OFF-JT (教育・訓練・研修) 

管
理
職

一般
職

OJT

※ (株)ベネッセコーポレーションは、日本におけるUdemy社の独占的事業パートナーです。
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［エンゲージメント］
　社員の会社に対する「共感度合い」の「見える化」を
目指して2022年度からエンゲージメントサーベイを
定期的に実施しています。　
　経営ビジョン2.0実現に向けては、社員一人ひとり
が理念・経営ビジョンに共感して自律的にチャレンジ
し、成長・活躍し続けることが求められますが、これま
でのサーベイの結果から、部門長・支社長や事業場長
等の「マネージャー層」と「一般職層」の間で、理念・
ビジョンの浸透度合いに乖離があることが見えてきま
した。これを改善していくためには、経営層と一般職
層の「結節点」となるマネージャー層の役割が重要と
考えています。2023年度は、主に部門長・支社長を対
象に、「ビジョン浸透ワークショップ」を３回開催し、67人
がビジョンマネジメント手法について学びました。
　また、変わらぬ使命の完遂と新たな価値の創出の
同時達成に向けて、従来の指揮命令型のマネジメント
スタイルに加え、ありたい姿や方向性を示し、一人
ひとりの創意工夫を引き出す変化志向の「自律協働
型」マネジメントについても実践できるよう、必要と
なるスキル・知識、情報を獲得する環境整備を行って
います。

［評価制度］
業績評価のフィードバック
　一人ひとりの「能力」や会社業績への「貢献度」をきめ細かく評価し、その評価を上司から部下にフィードバックする
とともに、さらなる成長に向けコミュニケーションを行う機会を設けています。

[中長期戦略に基づくリソース配分]
　経営ビジョン2.0の達成に向けた事業計画に基づき、リソース配分の仕組みを検討・実装しています。また、今後必要
となる要員・スキルを洗い出し、社内人財の「育成」および「キャリア採用の拡大」を推進しています。

［採用活動］
定期採用
　中部電力グループの企業理念に強く共感し、その実現に向けて高い志と挑戦し
続ける気概を持った、将来を担う多様な人財を安定的・継続的に採用しています。
　採用活動においては、中部電力グループのミッションを具体的に理解・体感し
ていただけるよう、説明会や各種設備の見学会を開催しています。
　また、インターンシップも積極的に実施しており、中部電力グループの事業理解をはじめ、学生の皆さまに自らの
専攻や将来のキャリアに関連した就業体験を提供することで、高い職業意識を養っていただけるよう取り組んでいます。

キャリア採用
　中部電力グループでは、洋上風力発電をはじめとした再生可能エネルギー事業やグローバル事業、DX推進の加
速など新成長領域が拡大しています。このような事業環境の変化に速やかかつ着実に対応するために、電気事業の
みならず多様な事業分野で業務経験を積まれた即戦力人財をキャリア採用として積極的に採用しています。
　また、高度かつ専門的な知識や技能を持つ方を対象として、職務内容や期待する成果を記載した職務記述書に
基づき、評価や報酬額を決定する「スペシャリスト
社員制度」を2023年度より導入しています。

インターンシップ（設備見学の様子）

目標 採用者数に占めるキャリア採用者の割合
２０％（2025年度）

●採用実績 ※計画値
年度 2019 2020 2021 2022 2023 2024

定期（当該年度４月入社） 398 392 417 390 405 432
キャリア（当該年度内入社） 8 31 53 72 137 　215※

キャリア採用割合 2.0% 7.3% 11.3% 15.6% 25.2% -

第3回(2023年度)
サーベイ結果

※11段階の上から4番目
スコア「BBB」

※11段階の上から３番目

目標
2025年度
スコア「A」以上

※ ㈱リンクアンドモチベーションが提供するエンゲージメントサーベイを導入

～Challenge（果敢に挑戦する）～ ～Change（変革を実現する）～

自己変革に挑戦する
社員への機会と支援の提供 

67Chubu Electric Power Group Report 2024

経営戦略トップコミットメント 価値創造 事業活動 成長を支える基盤 ガバナンス 経営・財務データ等



人権の尊重

　2023年度に顕著な人権課題を洗い出し、深刻度・発生可能性を評価のうえ、優先
的に取り組むリスクを特定しました。定期的に（年に1回）人権リスク評価の見直しを
行っています。

　2023年度より主要連結子会社約30社を対象に人権リスク評価
および人権に関する教育を実施しています。
　また、多様なステークホルダーへの防止・是正・軽減措置は、今後
対象を拡大し、各社優先的なリスクから順次対応していきます。

　特定したリスクに対し、防止・是正・軽減措置を実施しています。取り組み結果は、
社長を議長とするCSR推進会議で検証・審議し、次年度の取り組みにつなげています。

優先して取り組む人権リスク
●長時間労働	 ●労働安全衛生	 ●パワーハラスメント	 ●セクシャルハラスメント
●先住民族・地域住民の権利	 ●賃金の不足・未払、生活賃金	 ●プライバシーの権利
●児童労働	 ●強制労働	 ●差別	 ●結社の自由

　国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に則り、人権尊重の取り組みを推進して
います。2023年7月に「中部電力グループ人権基本方針」を改定し、事業活動に関わ
る全てのステークホルダーを対象とした人権デュー・ディリジェンスの仕組みを構築
するとともに、継続的な改善を行っています。

国連「ビジネスと人権に関する指導原則」で謳われる３つの柱に則った取り組み

人権リスクの特定・評価

連結子会社への対応

防止・是正・軽減措置/モニタリング

人権の尊重、人権デュー・ディリジェンス

従業員

●全従業員を対象としたハラスメントを含む人権教育や、全職場を対象とした職場
ディスカッションを実施。
●全従業員を対象としたアンケートを実施し、従業員のハラスメント防止意識や職場
環境を調査・把握。

ビジネス
パートナー

●主要なビジネスパートナーに対し、人権を含むCSR・ESGへの取り組み状況調査アン
ケートを実施。評価のフィードバックと回答結果に応じたフォローアップを実施。
[2023年度 373社　（内訳　資材調達先344社　アライアンス先等29社）]

地域住民の皆さま ●新規開発等に伴う住民説明会を開催し、環境に関する申し出に対して対策を検討。

お客さま ●中部電力ミライズの契約者に対し、ミライズの情報発信等に対するアンケートを
実施し、人権侵害事象は発生していないことを確認　[2023年度 628名]

連結子会社
への取り組み
展開予定

防止・是正・軽減措置の実施

啓発・教育

人権リスク把握・評価 約30社

約30社

3社 各社優先的なリスクから順次対応

2023 2024 ～2030

人権に関する問題に適
切に対応するため、相
談・通報窓口を社内外
に設けています。人権侵
害の申し立てがあった
場合、速やかに調査し、
人権への負の影響を是
正する措置を講じます。
なお、2023年度にヘル
プラインや人事関係相
談窓口等に相談・通報
のあった件数は、164件
でした。

中部電力グループ
人権基本方針
2023年7月改定

国際的な規範・原則
に則った具体的な人
権課題へのコミット
メント

苦情処理
メカニズムの整備コミットメント 人権デュー・ディリジェンスの実施

ステークホルダーエンゲージメント

A P

C D

人権デュー・
ディリジェンス

一連の取り組み
情報開示

人権リスク
特定・評価

実施状況の
モニタリング

状況確認 対策実施
防止・是正・

軽減措置の実施
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CSRに配慮した調達活動
　中部電力グループは、「中部電力グループ調達基本方針」に基づき、品質の確保や調達コストの削減に加え、「コンプライアンスの徹底」「人権の尊重」「安全・健康への配慮」などCSR
に配慮した調達活動を推進しています。
　また、取引先の皆さまの行動指針である「CSR調達ガイドライン」を定め、サプライチェーン全体でCSRを推進しています。

1 オープン・ドア・ポリシーに基づく調達
2 公正・公平な調達
3 パートナーシップの構築
4 コンプライアンスの徹底

5 人権の尊重
6 安全・健康への配慮
7 環境への配慮
8 リスクマネジメントの徹底

中部電力グループ 調達基本方針

1 パートナーシップの構築
2 コンプライアンスの徹底
3 人権の尊重
4 安全・健康への配慮

5 環境への配慮
6 コスト低減への努力
7 品質の維持・向上および良好なサービスの提供
8 リスクマネジメントの徹底

CSR調達ガイドライン

取引先の皆さまには、遵守に関する「同意確認書」を提出していただきます。

　2024年6月、取引先の皆さまとともに、CSRに配慮した調達活動およびサプライ
チェーン全体の共存共栄を一層推進するため、「中部電力グループ調達基本方針」と
取引先の皆さまの行動指針である「CSR調達ガイドライン」（旧「パートナーの皆さま
へのお願い」）を改定しました。

中部電力グループ調達基本方針の改定

　調達業務に従事する従業員に対しては、調達基本方針の浸透および法令、ルール、
企業倫理の遵守に向けた各種研修を実施しています。
　2023年度は、全従業員に対し、ビジネスパートナーとの適切な価格交渉・転嫁に向
けた理解を深め、適切な対応を周知徹底するための教育を実施しました。

社内への教育・浸透

中部電力グループ 調達基本方針 CSR調達ガイドライン

　中部電力グループは、取引先の皆さまに対し、積極的に情報を開示するとともに、
コミュニケーションの充実を図っています。例年、年度初めに「調達概要説明会」を
開催し、経営の取り組みやコンプライアンスの徹底などCSRの実践についてご説明
するとともに、調達計画などの情報開示を行ってい
ます。（2023年度は329社が参加）
　また、2024年5月には「パートナーシップ構築宣言」
を改定し、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉
に関する指針」に基づく行動を適切にとった上で取引
価格を決定することなどを宣言しました。

　中部電力グループは、持続可能なサプライチェーンの構築を目的に、取引先の皆
さまとともにCSR・ESG調達の推進に取り組んでいます。
　2023年度は、主要な取引先344社に対してCSR・ESG取り組み状況調査を実施
し、サプライチェーン上に重大なリスクがないことを確認しました。調査結果につい
ては取引先と共有し、各種リスクの把握・低減を図っています。
　今後も継続的に調査を実施し、取引先の皆さまと協力して、サプライチェーン全体
でのCSR・ESGの強化に取り組んでいきます。

調査項目：８分野 全84項目

●ガバナンス
●コンプライアンス・腐敗防止
●人権・労働

●情報管理
●安全・衛生
●環境・地域共生

●品質・安全性
●リスクマネジメント

取引先と一体となったCSR調達の推進

取引先へのCSR・ESG調査

パートナーシップ構築宣言
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地域社会とともに
　地域・社会の持続的発展にグループ一体で貢献していくため、「中部電力グループ社会貢献基本方針」を定め、「地域の安全・安心の確保」、「環境の保全」、「次世代教育」、

「文化・スポーツ活動」の重点分野に積極的に取り組むとともに、産学連携を通じた地域の皆さまとの信頼関係の維持・向上にも努めています。

■でんきの科学館
　「楽しく電気とふれあう広場」をテーマ
に、科学や電気・エネルギー、環境などに
関する情 報 発 信
の拠点として運営
しています。
2023年度来館者数
325,385人

■みまもりポール
　電柱にカメラを設置し、地域やお客さま敷地内のみま
もり（公共空間での犯罪抑止・監視、お客さまが管理する
敷地や建物の監視など）を行うサービスを中電クラビス
で提供しています。

■緑のカーテン
　つる性植物の種をお客さまへお配りし、「緑の
カーテン」を育てていただくキャンペーンを1992
年から実施しています。自然の力を利用した夏場
の省エネ・節電への取り組みを通じて、地域の緑化
や温暖化対策の啓発活動を進めています。

次世代教育

地域の安全・安心の確保　

　各種分野での産学連携を通じて、地域の皆さまとの信頼関係の維持・向上、地域社会の発展に貢献しています。産学連携

環境の保全

文化・スポーツ活動

●農業分野の研修会・意見交換会の開催（名城大学）　　
●寄附研究部門を2講座設置し、研究を推進するとともに、人財育成、地域への情報発信を実施（名古屋大学）  
●エネルギーに関する連携授業（愛知教育大学）
●次世代の技術者となる学生の指導・育成（愛知工業大学）
●災害時の早期対応など幅広い分野での共同研究（静岡大学、静岡県立大学、浜松医科大学）
●地域課題解決に向けて行動できる次世代地域リーダーを目指す学生との協働（岐阜大学）
●ウェアラブル端末による農業従事者の事故未然防止に向けた研究（三重大学）
●未利用資源を活用したバイオマス発電の実用化に向けた実証研究（信州大学）
●在宅患者の見守りや医療分野での生活データの活用に関するシステム構築に向けた共同研究（慶應義塾大学病院）

■部・クラブ活動の取り組み
　各部・クラブが地域でのスポーツ教室やイベントに参加
し、地域の皆さまと交流しながら、スポーツの魅力や楽し
さを広めることで地域社会に貢献し、文化・スポーツの発展
や普及に努めています。

●高山市でのチェアスキーボランティア（岐阜支社スキークラブ）
●岡崎市の地域クラブチームとのラグビー教室（ラグビー部）
●名古屋市瑞穂区のスポーツイベントでの体験会（ボート部）

取り組み
の一例

4つの重点分野

■一歩応援プロジェクト
　次世代層を支援する「一歩応援プロジェ
クト」の一つとして、小学生を対象にした将
棋大会を開催しま
した。当日は棋士
の藤井聡太さん
も来場し、子ども
たちにエールを送
りました。

岐阜支社スキークラブ

取り組み
の一例

　農業従事者の急な体調悪化による事故を
未然に防ぐウェアラブル端末の研究開発に
取り組んでいます。

三重大学との取り組み

農家の方の頭部に
端末をご着用いた
だき、草刈作業を
行いながらデータ
を収集する様子

▶
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ガバナンス

代表取締役会長　勝野 哲
1977年に中部電力に入社。執行役員岡崎
支店長、常務執行役員東京支社長、取締役
専務執行役員経営戦略本部長、代表取締
役副社長執行役員経営戦略本部長を経て
2015年代表取締役社長に就任。2020年4月
から現職。
1954年生まれ、愛知県出身。

日本アイ・ビー・エム株式会社名誉相談役　
橋本 孝之
1978年に日本アイ・ビー・エム株式会社
入社。取締役専務執行役員、代表取締役社
長執行役員、取締役会長を歴任し、2017年
5月から現職。2016年6月に当社社外取締
役に就任。
1954年生まれ、愛知県出身。

弁護士　中川 清明
1984年に東京地検検事任官。法務省大臣
官房審議官、最高検察庁公安部長、公安調
査庁長官、名古屋高等検察庁検事長等を
歴任し、2021年12月から現職。2023年
6月に当社監査役に就任し、2024年６月に
監査等委員に就任。
1958年生まれ、富山県出身。

地域や社会のインフラを支えるユーティリティとしての
責務を果たし、企業価値向上と社会の持続的発展に貢献する。

取締役会議長・社外取締役・社外監査等委員 座談会
代表取締役会長  勝野 哲  ×  取締役（社外） 橋本 孝之  ×  監査等委員（社外） 中川 清明

勝野　当社グループの根幹の事業である電気事業
では、電力システム改革によって電力の小売全面自由
化といった、電気事業のあり方を見直す動きがありま
した。日本の経済成長を支える電力の安定供給に加
えて、競争を通じた経済合理性の追求、さらに今日で
は、脱炭素化に向けた産業構造の転換に貢献すること
も求められています。また、各家庭へのスマートメー
ターの導入やデジタル技術の発展により、電気の利用
を通じた生活データが見えるようになったことで、先
行していた産業データと合わせて、社会全体の見える
化が進んできています。加えて、脱炭素化に向けて、
生活や産業の電化・デジタル化が一層進むことによ
り、これらのデータを、AIやICT等を活用して組み合わ
せることで、お客さま起点で様々なサービスが組み立
てられるのではないかと考えています。こうした観点
から、当社グループでは、公益としての電気事業に加
えて、それぞれのお客さまの生活や産業発展に資する
「新しい価値」を創出し、ユーティリティとしてコミュ
ニティサポートインフラへと進化させるべく、様々な
ビジネスを立ち上げて、展開しています。事業を進め
るうえでは、どうしても個別のサービスに目が行きが
ちですが、多様化する地域や社会からの要請に対し
て、インフラを支えるユーティリティとしてどう応えて
いくのかという全体のビジョンと、個別のサービスと
をどう紐づけていくのかが重要だと考えています。
　同時に、「安全・安価で安定的な電力供給」という重要
な使命は変わるものではありません。「つくる。おくる。
つかう。」というバリューチェーンを通じて、社会からの

代表取締役会長
勝野 哲

社外取締役
橋本 孝之

社外監査等委員
中川 清明

中部電力グループの目指す姿1
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多面的な要請に応えていくことが重要なミッション
です。公益の概念をさらに進化させ、様々な社会イン
フラのユーティリティとして地域の皆さまに新しい価
値を提供していくことが、当社グループが目指す姿だ
と思っています。こうした基本認識のもと、取締役会が
果たすべき役割について議論したいと思います。
橋本　もともと、電気事業は社会のエネルギー基盤
として成長してきました。生活が豊かになり、産業構
造が大きく変わっていく中で電気事業への期待値が
上がり、電力の安定供給というこれまでの役割に加え
て、ユーティリティとして、「エネルギー＋コミュニティ
サポート」を提供する役割を求められています。同時
に、カーボンニュートラル実現に貢献していくことも重
要です。そのためには、投資に対する長期的なコミット
メントが必要になってきますが、これを、デジタルを中
心とする時間軸が違うサービスとどう組み合わせてい
くのかという部分で、経営判断が難しい時代になって
きていると思います。
中川　公益としての社会的責任という視点では、経済
活動や社会生活の基盤として、電力の安定供給その
ものが社会的なインフラだと思っています。大量生産・
大量消費の時代には、資源を大量に消費してきました
が、今日では、限りある資源をどう使っていくのかとい
うサーキュラーエコノミーの時代に変わっています。
また、地球温暖化による自然災害の多発や自然界の
生態系の変容も大きな問題であり、脱炭素によるカー
ボンニュートラル実現が喫緊の課題となっています。

これらの課題に、技術革新や組織・個人の意識改革を
通じて、私企業としてどのように貢献していくのかが、
社会的責任として求められていると思います。

勝野　当社グループが目指す姿の達成に向けては、
機動的な意思決定と業務執行に対する監督機能の強
化の両面で、取締役会の実効性を高めていくことが必
要不可欠です。そのために、当社は今年６月に、これま
での監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に
移行しました。
橋本　これはとても大きな変化だと思います。監査等
委員会設置会社への移行と同時に、当社としては初め
て、社外取締役の数が社内取締役を上回り、さらに監
査等委員が議決権を持つことになります。これにより、
経営のさらなる透明化が見込まれ、海外の株主・投資
家など社外のステークホルダーの皆さまからもポジ
ティブな反応が得られると思います。グローバル事業
を展開し、海外での事業展開を拡大する当社グループ
にとって追い風になることを期待しています。より一
層、取締役会の実効性を高めていくために、執行と監
督の役割を再定義するための議論を活発にしていく
必要があると思います。
中川　同感です。例えば、持株会社としての中部電力
の取締役会は、一層モニタリングを高度化するととも
に、業務執行の面では事業会社に大幅に権限を移譲
するといった、執行と監督の役割を明確化することで、
さらなる機動的な意思決定とガバナンスの強化が実

現できると思います。
勝野　経営機構の移行という組織の話をしてきました
が、従業員一人ひとりの業務に落とし込んでみると、電
気事業のバリューチェーンの中での役割がそれぞれ
異なるため、各自が果たすべき役割に対する捉え方が
違ってくると思います。それぞれの活動を加速し、経営
ビジョンを達成するうえでは、各従業員に求められて
いる役割を明確に認識させるとともに、その大前提と
してコンプライアンス意識の徹底が必須となります。
中川　組織のコンプライアンスというのは、個々人の
コンプライアンス意識の総和である一方で、組織が
作ったコンプライアンス意識は個人に影響を及ぼし
ます。個人の意識を変えるとともに、企業全体として
絶え間なく努力し続けなければなりません。コンプ
ライアンスは、法令遵守といった言葉に要約される
ため少し難しく捉えられがちですが、根底にあるのは
「ルールを守ること」だと思います。そのためには、そ
のルールが作られた背景や理由を分かりやすく伝え
ていくことも必要なことですね。
　また、ルールがマニュアルに書いてあるだけでは伝
わりにくいため、コンプライアンスを企業の社会的責
任の一つとして捉えて、「誰に見られても恥ずかしくな
いように行動する」と言い換えると、よりポジティブな
捉え方ができるようになります。
勝野　おっしゃる通りです。トラブルを起こすと、どんど
んルールが増えていきますが、増え続けるルールをただ
単に覚えるのではなく、ルールができた本質的な原因を
理解することが大切です。深い理解に基づき行動する
ことでルールが必要となくなり、類似のトラブルにも新
しいルールを作ることなく対応できるようになります。

監査等委員会設置会社への移行を通じた
執行と監督の強化

2
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橋本　分かりやすく伝えることについては、公的な使命
完遂と私企業としての成長といった経営課題をどのよ
うに達成するのか、目指すべき企業像の面でも同じこと
が言えると思います。経営には「“と”の文化」と「“か”の
文化」があります。「かの文化」は、例えば「社会性か経済
性のどちらか」といったものですが、近年では、これを両
立できる「との文化」が非常に重要になってきています。
「との文化」は「相剋を超える経営」と言え、その浸透は
経営者の哲学と心に大きく依存します。そしてマネジ
メント層が、経営者の言葉を自分の言葉に置き換えて
分かりやすく従業員に伝え続け、従業員の共感を得て
一人ひとりが自分ごとにし、行動することが大切です。

勝野　電気事業に立ち返ると、公益としては、安全・
安価で安定的な電力供給が大前提です。これを堅持
するためには、フィジカルとサイバーの両面でのレジ
リエンス強化が重要です。フィジカルでは、電力シス
テムとして大規模で長距離をカバーする送配電網に
加えて、分散・自立といった安定供給のメカニズムの
再構築が、災害大国とも言われる日本のレジリエンス
強化につながってくると思います。
中川　能登半島地震で被災した地域を見て、大きな
衝撃を受けました。南海トラフ地震などを想定した
被災地の災害復旧計画の策定にあたっては、電気や
水道といったインフラの回復が重要となってきます。
これらのインフラの一刻も早い復旧のためには、フェイ
ルセーフといった二重三重のセーフティシステムが必

要だと考えています。技術やデジタルがどれだけ進化
しても、レジリエンスを強化するためには、アナログで
カバーする仕組みが必要です。また、安定供給を守る
ためには、セキュリティだけではなく、火力発電や再生
可能エネルギーといった多様な電源を組み合わせて、
運用していくことも重要です。
橋本　昔は、アナログがあって、マシンがその補佐を
していましたが、今はデジタルの補佐としてアナログ
がある、「ヒューマン・デジタル・インターフェース」の
時代になってきています。人がデジタルをきちんと
理解して、上手く使いこなしていくために、従業員のIT
リテラシーを上げていくことも重要だと思います。
中川　レジリエンスを強化するためには、サイバー
セキュリティの強化も重要です。情報流出について
は、外部からのサイバー攻撃に加えて、内部からの漏
えいにも気を付けなければなりません。最近、日本では
「セキュリティ・クリアランス」制度の創設に向けた法
律が成立しましたが、日本でも情報の重要性に対する
認識が非常に高まってきていると言えます。
勝野　同感です。サイバーセキュリティを強化して
いくために、当社グループでは、公益としてのエネル
ギーインフラはもちろん、インフォメーションテクノロ
ジー（IT）とオペレーショナルテクノロジー（OT）を一体
的に組み合わせた、先進的な対策を進めています。
　もう一つの経営課題となっている「脱炭素」につい
てはいかがでしょうか。
中川　火力発電では、技術革新によるゼロエミ化を推
進していますし、原子力発電といったエネルギー効率
が高く、環境にも優しい電源を、安全確保を大前提と
して組み合わせることで、カーボンニュートラル実現

に貢献できると思います。
勝野　カーボンニュートラル実現のためには、私たち
のようなエネルギーの供給側が需要側と一緒になり、
社会全体として円滑に移行が進められるよう、互いに
連携していくことが重要です。「０」か「１」ではなく、移
行に向けた水素やアンモニアの利用など、トランジ
ション技術をいち早く開発・実装していく必要があり
ます。難しいことではありますが、この技術を世界標準
にしてビジネス化していくことが、我々エネルギー
インフラとしての役割ではないかと考えています。
単にエネルギーの脱炭素化を進めるだけではなく、
GXが目指すカーボンニュートラル実現とデジタル化
によるDXの両立を目指していく必要があります。
橋本　おっしゃる通りです。これまでの電気事業の枠を
超えて、脱炭素に関するソリューションの提案やコンサ
ルティング、工場のオペレーションの支援など、お客さ
まと一緒になって進めていくことでビジネスチャンスが
生まれてきます。カーボンニュートラル実現に貢献して
いくために、M＆Aやパートナリングを通じて社会に実
装していく、ということを実行に移す時期にきていると
思います。こうした新たな取り組みと、原子力や再生可
能エネルギーを組み合わせることで、カーボンニュート
ラル実現に大きく貢献できるものと認識しています。
勝野　原子力は、安全確保を大前提に、安価で安定的
に発電することができ、発電時にCO2が発生しないこ
とから、地政学的要因といったエネルギー安全保障や、
カーボンニュートラル実現に貢献する重要な電源の

電力安定供給の堅持と、
お客さまとともに進める脱炭素

3
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一つです。一方で、原子力や再生可能エネルギーだけ
では電力の安定供給を確保することは困難ですから、
S+3Eを意識し、ゼロエミッション火力などの多様な
電源を上手く組み合わせていくことが重要です。

勝野　環境の変化や社会からの要請に、柔軟かつ機
動的に応えていくためには、基盤としての人的資本経
営の深化は欠かせません。
中川　企業が持続的に成長していくためには、「人を
育て、人を活かす組織」を作っていく必要があります。
多様な人財を採用しても、育成計画やキャリアパスに
つながる施策がないと、良い組織にはなりません。
また、多様性を受け入れる土壌を作るために、従業員
の意識改革も必要です。新しい知見や知識を排除す
るのではなく、上手に取り入れて、どう活かしていくの
かを考えていかないといけません。
　休業者や復職した従業員に対してのフォローも重
要です。さらに、女性活躍の環境を積極的に整えるこ
とも重要であり、性別によらず、責任ある仕事を任せ
たり、公平・正当に評価するといった、従業員のモチ
ベーション向上につながる取り組みも必要です。
橋本　多様性を受け入れて活かす、というインクルー
シブな組織づくりが重要です。個性やメンタリティの
差異を、特徴として認めながら活かしていくという意
識が必要です。私は、真のダイバーシティを実現する

ためには、今までの「知識」「経験」「思考」「視野」の４つ
の限界を超える必要があると考えています。これら
を、経営者と全従業員が超えないと、組織として思考
停止に陥ってしまうリスクがあります。
　もう１つ重要なのが、「技術の伝承」です。当社グ
ループでは、電力の安定供給を堅持するために、特に
現場での技術伝承が重要です。
勝野　おっしゃる通りです。中部電力パワーグリッド
では、技術継承研修を継続して開催しています。また、
より理解を深めてもらうために、過去の研究や知識・
知見を学び、技術がどう変わってきたのかを自分たち
で調べて自分のものとするための取り組みを、今年か
ら新たに実施します。さらに、当社グループでは、昨年
より、他社との相互技術交流を兼ねた研修も開催して
おり、施工技術、安全対策、工事管理方法などに関す
る知見を深めています。
　事業に視点を移しますと、ビジネスパートナーとの
協創・協業も、企業価値向上と持続的成長には欠かせ
ません。スタートアップ等への出資だけでは、事業と
は言えません。ビジネスパートナーと一緒に、実証・
実装を進めていくことで新たな価値が生まれ、ビジネ
スとして成り立つと思います。グローバル事業では、
様々な国や地域で、発電、送配電、販売といったそれぞ
れの分野に参画しています。「つくる。おくる。つかう。」
という各バリューチェーンへの出資を通じて知見を獲
得し、今後はインテグレートした事業として、収益化を
目指していきたいと思います。
橋本　コーポレートベンチャーキャピタルとしてのみ
ではなく、そこから先のビジネスをどう組み立てるの
かにチャレンジしていかないと、投資という位置づけ

を超えられないと思います。イノベーションの種類には、
「テクノロジー」「プロセス」「ビジネスモデル」の大きく
３つあると思っています。当社グループでは、すでに技
術革新や業務効率化に取り組んでいますので、これから
は「ビジネスモデルイノベーション」に力を入れていく
必要があると考えています。これらのイノベーションを
起こすためには、当社グループの核となる強みをしっ
かりと認識し、足りない要素はキャリア採用や様々な
パートナーとの協創、オープンイノベーションで外から
取り入れる、といった視点が重要になってきます。
勝野　エネルギーに関係した生活や産業のデータ
を活用して、そこから新しい価値を創出するために、
バリューチェーンの中での自社の強みを、再度しっか
りと認識する必要があるということですね。自社の強
みを最大限活かしつつ、お客さまや地域はもちろん、
様々なビジネスパートナーと一緒になってビジネス
を作り上げていく必要があると思います。電力の安定
供給を大前提に、地域や社会のインフラを支えるユー
ティリティとしての責務を果たし、GXが目指すカー
ボンニュートラル実現とデジタル化によるDXを両輪と
して、社会全体の変容を支えていくことで、企業価値を
向上させ、社会の持続的発展に貢献してまいります。

さらなる企業価値向上と持続的成長を目指して4
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コーポレート・ガバナンス

　「中部電力グループCSR宣言」に基づき、公正・透明性を経営の中心に据え、経営およ
び業務執行に対する適切な監督を行うとともに、迅速な意思決定を行うための仕組みを
整備するなど、コーポレート・ガバナンスの一層の充実に努めます。

　執行と監督の分離の一層の深化を図り、機動的な意思決定とより高度なガバナンスの
両立を実現するため、2024年6月開催の定時株主総会を以て、監査等委員会設置会社に
移行しました。 

選任・解任

監査

報告

取締役会1

コンプライアンス推進会議2

選定・解職・監督

報告 指示

報告

協議

報告

報告

監査

報告

選任・解任報告

選任・
解任

指示報告 重要な案件の
付議・報告 指示

重要な
リスクの

報告

重要な案件の
付議・報告

計画等付議 計画等承認

リスク管理状況

指示

業務執行部門

監査

株主総会

ＣＳＲ推進会議8

ゼロエミッション推進会議10

経営戦略会議3

経営執行会議3 リスクマネジメント会議4

経営考査室6

安全健康推進会議9

指名・報酬等検討会議
（社長・社外取締役）7監査等委員会室

委員会等

会計監査人
（監査法人）

社長執行役員

内部統制部門
カンパニー社長、本部長、統括　等

従業員

監査等委員会5 監査等委員である取締役 取締役（監査等委員を除く）

コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方

コーポレート・ガバナンスの体制

中部電力グループ コーポレート・ガバナンス基本方針 コーポレート・ガバナンス
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1  取締役会
　原則として毎月１回開催し、法令・定款所定の事項および経
営上重要な事項を審議・決定するとともに、取締役から職務執
行状況の報告を受けるなどして、取締役の職務執行を監督して
います。また、監査等委員である取締役が取締役会における
議決権を有することにより、監査・
監督機能の実効性がさらに強化
されています。

2  コンプライアンス推進会議
　中部電力グループ全体のコンプライアンスを総合的かつ
確実に推進することを目的として、コンプライアンス推進会議
を設置しています。同会議は取締役会の監督のもと運営されて
おり、議長は取締役会の指名により社長が担っています。
　同会議では、コンプライアンス推進に関する方針・施策の審議
や事実解明のための調査、グループ会社への助言・支援や指導
などを実施しています。

3  経営執行会議および経営戦略会議
　社長、副社長、役付執行役員などで構成する経営執行会議
は、原則として毎週1回開催し、取締役会付議事項の事前審議を
行うとともに、それに該当しない業務執行上の重要事項について
審議しています。
　中長期的な経営に関する方向性については、会長、社長、経営
戦略本部長および経営管理本部長などで構成する経営戦略
会議において協議しています。

4  リスクマネジメント会議
　社長を議長とし、副社長、役付執行役員などで構成するリスク
マネジメント会議では、リスクに関する重要事項の審議・報告
をしています。

5  監査等委員会
　原則として毎月１回開催し、監
査等委員である取締役間の役割分
担、情報共有により、組織的・効率的な監査を実現するとともに、
法令・定款所定の事項について決議・同意などを行っています。
　監査等委員会は、取締役（監査等委員である取締役を除く。
以下本項において同じ。）ならびに内部監査部門および業務
執行部門と意思疎通を図り、監査等委員である取締役による、
取締役会などの重要な会議への出席、取締役からの職務執行
状況の聴取、業務および財産の状況の調査、ならびに会社の業
務の適正を確保するための体制の整備に関する取締役会決議
の内容および当該決議に基づき整備されている体制（内部統制
システム）の状況の監視・検証などを通じて、取締役の職務執
行全般について監査しています。
　グループ会社については、各社の取締役および監査役などと
意思の疎通および情報の交換を図り、必要に応じてグループ
会社から事業の報告を受けています。

6  経営考査室
　経営考査室は、業務執行部門から独立した社長直属の組織であ
り、内部監査機能を担っています。同室は、原子力安全のための品
質保証活動など業務執行部門の活動を、内部統制システム（財務
報告に係る内部統制を含む）の有効性やCSR推進の観点からモニ
タリングし、それらの結果を社長および取締役会等に報告するとと
もに、関係部門に助言・勧告を行い、継続的に改善を促しています。
　内部監査の実施プロセスについては、内部評価を実施する
とともに定期的に第三者機関による外部評価を受け、品質の
維持向上に努めています。
　また、同室はグループ会社を対象とした内部監査を実施する
とともに、グループ各社の内部監査部門と情報交換を図るなど、
グループ全体の内部統制の強化・充実を支援しています。

7  指名・報酬等検討会議
　社長および社長が指名する独立社外取締役（監査等委員で
ある取締役を含む）で構成しており、取締役（監査等委員であ
る取締役を含む）および役付執行役員の人事案ならびに取締役

（監査等委員である取締役を除く）および役付執行役員の報酬
の決定にあたり、社外取締役から
助言を得ることで、その公正・透明
性を確保しています。

8  CSR推進会議
　社長、副社長、専務執行役員、常務執行役員などで構成する
CSR推進会議では、CSR推進の基本方針、中期的な方向性等
の審議、活動状況の報告等を実施しています。

9  安全健康推進会議
　中部電力社長を議長とし、事業会社社長をはじめとする経営
陣や、労働組合委員長、外部有識者等で構成し、安全文化醸成と
健康経営推進に向けて、方針および施策の審議を行っています。
　請負災害も対象に、事業会社の安全健康推進状況をモニタ
リングし、PDCAサイクルを回すことで継続的な改善を実施し
ています。

10  ゼロエミッション推進会議
　2021年3月に、2050年の中部電力グループにおける事業全
体のＣＯ2排出量ネット・ゼロへの挑戦に向けて、社長を議長と
するゼロエミッション推進会議を設置しました。
　中部電力・事業会社およびグループ会社における超長期およ
び中長期的な目標設定を行い、その目標達成に向けた行動計
画を策定・評価しています。

社外取締役を含む取締役9名

年29回実施※

監査役会
社外監査役を含む監査役5名

年24回実施※

社長・社外取締役4名

年12回実施※

※ 取締役会、監査役会、指名・報酬等検討会議の開催回数は、2023年度の実績です。
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社外取締役
（独立役員）

橋
は し

本
も と

 孝
た か

之
ゆ き

［ 再任 ］

1978年 4月
2000年 4月
2003年 4月
2007年 1月
2008年 4月
2009年 1月
2012年 5月
2014年 4月
2015年 1月
2016年 6月
2017年 5月
2019年11月

日本アイ・ビー・エム株式会社入社
同社取締役
同社常務執行役員
同社専務執行役員
同社取締役　専務執行役員
同社代表取締役　社長執行役員
同社取締役会長
同社会長
同社副会長
当社社外取締役（現）
日本アイ・ビー・エム株式会社名誉相談役（現）
株式会社山城経営研究所代表取締役社長（現）

日本アイ・ビー・エム株式会社 名誉相談役

社外取締役
（独立役員）

嶋
し ま

尾
お

 正
ただし

［ 再任 ］

1973年 ４月

2004年 ６月
2006年 ６月
2009年 ６月
2010年 ６月
2015年 ６月
2016年 ６月
2019年 ６月
2023年 ６月

大同製鋼株式会社
（現大同特殊鋼株式会社）入社
同社取締役
同社常務取締役
同社代表取締役副社長
同社代表取締役社長
同社代表取締役 社長執行役員
同社代表取締役会長
当社社外取締役（現）
大同特殊鋼株式会社 相談役（現）

大同特殊鋼株式会社 相談役

社外取締役
（独立役員）

栗
く り

原
は ら

 美
み

津
つ

枝
え

［ 再任 ］

1987年 ４月

2008年 ６月
2010年 ６月
2011年 ５月
2013年 ４月
2015年 ２月
2020年 ６月
2020年 ６月
2020年 ６月

日本開発銀行
（現株式会社日本政策投資銀行）入行
米国スタンフォード大学国際政策研究所（派遣）
株式会社日本政策投資銀行財務部次長
同行企業金融第４部医療・生活室長
同行企業金融第６部長
同行常勤監査役
当社社外取締役（現）
株式会社日本政策投資銀行退行
株式会社価値総合研究所代表取締役会長（現）

株式会社価値総合研究所 代表取締役会長

※出席回数は2023年度の実績。　
※鍋田 和宏は2024年6月に就任しました。
※独立役員は当社が上場する金融商品取引所の定める独立性の基準に準拠し、独立性を判断しています。

代表取締役社長 
社長執行役員

林
はやし

 欣
き ん

吾
ご

［ 再任 ］

代表取締役会長

勝
か つ

野
の

 哲
さとる

［ 再任 ］

代表取締役 
副社長執行役員

水
み ず

谷
た に

 仁
ひとし

［ 再任 ］

1977年 4月
2007年 7月
2010年 6月

2013年 6月

2015年 6月

2020年 4月

当社入社
当社常務執行役員 東京支社長
当社取締役 専務執行役員 
経営戦略本部長
当社代表取締役 
副社長執行役員 経営戦略本部長
当社代表取締役社長 
社長執行役員
当社代表取締役会長（現）

1984年 4月
2016年 4月
2018年 4月

2018年 6月
　　　　　
2020年 4月

当社入社
当社執行役員 東京支社長
当社専務執行役員　
販売カンパニー社長
当社取締役 専務執行役員 
販売カンパニー社長
当社代表取締役社長
社長執行役員（現）

1984年 4月
2018年 4月

2020年 4月
2020年 6月
2021年 4月
2022年 4月

2022年 ６月

2023年 4月
2024年 4月

当社入社
当社常務執行役員 名古屋支店長 
兼 電力ネットワークカンパニー名古屋支社長
当社専務執行役員 経営管理本部長
当社代表取締役 専務執行役員 経営管理本部長
当社代表取締役 副社長執行役員 経営管理本部長 CFO
当社代表取締役 副社長執行役員 経営管理本部長 
CFO、統括CKO＊2

当社代表取締役 副社長執行役員 経営管理本部長 
CFO、統括CKO、CCO＊3

当社代表取締役 副社長執行役員 経営管理本部長 CFO、COO
当社代表取締役 副社長執行役員 経営管理本部長 CFO(現)

経営管理本部長 ＣＦＯ＊1

＊1 CFO：Chief Financial Officer　＊2 統括CKO：Chief Kaizen Officer
＊3 CCO：Chief Compliance Officer

社外取締役
（独立役員）

工
く

藤
ど う

 陽
よ う

子
こ

［ 再任 ］

1982年 4月 

1989年 6月
1993年 9月 

1996年11月
1996年12月 
2005年 4月
2006年 1月 
2006年 5月
2020年 7月
2022年 6月
2022年 6月　 

大成火災海上保険株式会社
（現損害保険ジャパン株式会社）入社
同社退社 
プライスウォーターハウス

（現プライスウォーターハウスクーパース）入所
同所退所
アーンスト・アンド・ヤング入所
新日本監査法人(現EY新日本有限責任監査法人)出向
同法人転籍
同法人プリンシパル
同法人品質管理本部非監査契約審査部長
同法人退所
当社社外取締役（現）

米国公認会計士

取締役 
副社長執行役員

鍋
な べ

田
た

 和
か ず

宏
ひ ろ

［ 新任 ］

1986年 4月
2018年 4月
2020年 4月
2023年 4月

2024年 4月
2024年 6月

当社入社
当社執行役員 コーポレート本部部長
当社専務執行役員 技術開発本部長
当社専務執行役員 
技術開発本部長 ＣＴＯ＊2、ＣＳＯ＊3

当社副社長執行役員 経営戦略本部長 ＣＩＯ
当社取締役副社長執行役員 
経営戦略本部長 ＣＩＯ（現）

経営戦略本部長 ＣＩＯ＊1

＊1 ＣＩＯ：Chief Information Officer
＊2 ＣＴＯ：Chief Technology Officer
＊3 ＣＳＯ：Chief Standardization Officer

取締役および取締役監査等委員 （2024年7月1日現在）

［ 選任理由 ］ 当社東京支社長、経営戦略本部長、社長執行役
員などを歴任し、当社事業に精通しており、経営諸課題を解決
するに十分な能力を有し、企業価値向上に資する経営を行う
ことができる。

［ 出席回数 ］ 取締役会 29／29（100％）

［ 選任理由 ］ 長年にわたり大同特殊鋼株式会社の経営に携わ
るなど、経営の専門家としての豊富な知識と経験を有している。

［ 出席回数 ］ 取締役会 29／29（100％）
 指名・報酬等検討会議 12／12（100％）

［ 選任理由 ］ 過去に株式会社日本政策投資銀行でファイナンス、
M&A、財務等の業務に携わるほか、現在は株式会社価値総合
研究所の経営に携わるなど、ファイナンス、M&A、財務、経営
分野における専門的な知識と経験を有している。

［ 出席回数 ］ 取締役会 29／29（100％）
 指名・報酬等検討会議 12／12（100％）

［ 選任理由 ］ 長年にわたり日米の大手会計事務所で会計監査、
財務会計アドバイザリーサービス等の業務に携わるなど、会計・
財務分野における専門的な知識と豊富な経験を有している。

［ 出席回数 ］ 取締役会 29／29（100％）
 指名・報酬等検討会議 12／12（100％）

［ 選任理由 ］ 長年にわたり日本アイ・ビー・エム株式会社の経
営に携わるなど、経営の専門家としての豊富な知識と経験を
有している。

［ 出席回数 ］ 取締役会 29／29（100％）
　　　　　 指名・報酬等検討会議 12／12（100％）。

［ 選任理由 ］ 当社コーポレート本部部長、技術開発本部長、
経営戦略本部長などを歴任し、当社事業に精通しており、経営
諸課題を解決するに十分な能力を有し、ステークホルダーか
ら信頼され企業価値向上に資する経営を行うことができる。

［ 出席回数 ］ ー／ー（ー％）
［ 選任理由 ］ 当社名古屋支店長、経営管理本部長などを歴任し、
当社事業に精通しており、経営諸課題を解決するに十分な能力を
有し、企業価値向上に資する経営を行うことができる。

［ 出席回数 ］ 取締役会 29／29（100％）

［ 選任理由 ］ 当社東京支社長、販売カンパニー社長、社長執行
役員などを歴任し、当社事業に精通しており、経営諸課題を解
決するに十分な能力を有し、企業価値向上に資する経営を行
うことができる。

［ 出席回数 ］ 取締役会 29／29（100％）
 指名・報酬等検討会議 12／12（100％）
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取締役常任監査等委員
（常勤）

古
ふ る

田
た

 真
し ん

二
じ

［ 新任 ］

1983年4月
2016年4月
2018年4月

2020年4月

2021年4月

2024年4月
2024年6月

当社入社
当社執行役員 三重支店長
当社執行役員 三重支店長
兼 電力ネットワークカンパニー三重支社長
当社専務執行役員 安全健康推進室統括、
マネジメントサービス本部長
当社専務執行役員 秘書室、
安全健康推進室統括、
マネジメントサービス本部長
当社監査特命役員
当社取締役常任監査等委員（常勤）（現）

取締役監査等委員
（常勤）

澤
さ わ

栁
やなぎ

 友
と も

之
ゆ き

［ 新任 ］

1987年4月
2017年4月
2018年4月

2020年4月
2023年6月
2024年6月　　　　

当社入社
当社執行役員 長野支店長
当社執行役員 長野支店長
兼 電力ネットワークカンパニー長野支社長
中部電力パワーグリッド株式会社 監査役（現）
当社監査役（常勤）
当社取締役監査等委員（常勤）（現）

社外取締役　
監査等委員

（独立役員）

村
む ら

瀬
せ

 桃
も も

子
こ

［ 新任 ］

社外取締役　
監査等委員

（独立役員）

山
や ま

形
が た

 光
み つ

正
ま さ

［ 新任 ］

1996年  4月

2003年12月
2004年  1月

2024年  6月

弁護士登録
齋藤勉法律事務所（現本町シティ法律事務所）入所
同所退所
村瀬・矢崎綜合法律事務所

（現ひのき綜合法律事務所）パートナー（現）
当社社外取締役監査等委員（現）

弁護士
1995年 4月
2013年 5月
2018年 1月
2019年 1月

2020年 1月
2022年 1月
2023年 7月
2024年 6月

トヨタ自動車株式会社入社
同社エンジン設計部第1基盤技術設計室長
同社パワートレーン製品企画部チーフエンジニア
同社パワートレーンカンパニー製品企画／
システム開発領域長
同社パワートレーンカンパニーExecutive Vice President
同社パワートレーンカンパニーPresident
同社水素ファクトリーPresident（現）
当社社外取締役監査等委員（現）

トヨタ自動車株式会社 水素ファクトリーPresident

社外取締役　
監査等委員

（独立役員）

中
な か

川
が わ

 清
せ い

明
め い

［ 新任 ］

1984年 4月
2010年 8月
2012年 1月
2013年 4月
2014年 8月
2015年10月
2016年 9月
2020年 5月
2021年 9月
2021年12月
2023年 6月
2024年 6月　

東京地方検察庁検事
法務省大臣官房審議官
高知地方検察庁検事正
最高検察庁検事
静岡地方検察庁検事正
最高検察庁公安部長
公安調査庁長官
名古屋高等検察庁検事長
退官
弁護士登録
当社社外監査役
当社社外取締役監査等委員（現）

弁護士監査等委員（常勤）常任監査等委員（常勤）

※出席回数は2023年度の実績。
※古田 真二・村瀬 桃子・山形 光正は2024年6月に就任しました。
※澤栁 友之・中川 清明の出席回数は2023年6月就任後に開催された取締役会および監査役会を対象としています。

　取締役（監査等委員である取締役を含む）の選任の公正・
透明性を確保するため、各候補者については会長、社長、その
他の代表取締役、常任監査等委員などで構成する人事会議
ならびに社長および社長が指名する独立社外取締役（監査
等委員である取締役を含む）を構成員とする指名・報酬等検
討会議の協議を経て、取締役会にて決定することとしてい
ます。また、監査等委員である取締役候補者については、監査
等委員会の同意を得ることとしています。
　取締役（監査等委員である取締役を含む）候補者につい
ては、人格、識見、経験はもとより、経営諸課題を解決するに
十分な能力を有していることに加え、ステークホルダーか
ら信頼され企業価値向上に資する経営を行い得るか、また
ジェンダー・国際性・職歴などの多様性の観点を総合的に
勘案し、選定しています。

取締役の選任

　中部電力は、社外取締役7名（うち監査等委員である社外取
締役3名）を選任しています。社外取締役は、全員が当社の
定める基準に照らして独立性を有しており、経営陣から独立
した立場で、それぞれの経歴を通じて培った識見・経験を踏
まえ、経営の監督・監査機能を担っています。また、内部統制
システムの整備・運用状況について報告を受けるほか、定期
的に全取締役の間で意見交換を実施しています。
　なお、社外取締役の全員を、当社が上場する各金融商品
取引所の定める独立役員として指定し、届け出ています。

社外役員の状況等

取締役会、監査等委員会、
指名・報酬等検討会議における
社外役員比率

取締役会、監査等委員会、
指名・報酬等検討会議における
女性役員比率

（2024年7月現在）

（2024年7月現在）

社外 社内

女性 男性

取締役会 監査等委員会 指名・報酬等検討会議

13名7 5名3 6名5
53% 60% 83%

取締役会 監査等委員会 指名・報酬等検討会議

13名3 5名1 6名2
33%23% 20%

［ 選任理由 ］ 当社三重支店長、電力ネットワークカンパニー
三重支社長、マネジメントサービス本部長、監査特命役員など
を歴任し、当社事業に精通するとともに、財務および会計に
関する十分な知見を有している。

［ 出席回数 ］ ー／ー（ー％）

［ 選任理由 ］ 当社長野支店長、中部電力パワーグリッド株式
会社監査役、当社監査役などを歴任し、当社事業に精通して
いる。

［ 出席回数 ］  取締役会 23／23（100％）
 監査役会 19／19（100％）

［ 選任理由 ］ 公安調査庁長官、名古屋高等検察庁検事長など
の要職を歴任し、法曹界での豊富な経験と高度な専門的識見
に基づく、中立的・客観的な立場からの監査・監督機能を期待
できる。

［ 出席回数 ］  取締役会 23／23（100％）
 監査役会 19／19（100％）

［ 選任理由 ］ トヨタ自動車株式会社において、パワートレーン
カンパニーPresident、水素ファクトリーPresidentなどの要
職を歴任しており、また、Commercial Japan Partnership 
Technologies取締役を務めるなど、豊富な経験と知識に基づく、
中立的・客観的な立場からの監査・監督機能を期待できる。

［ 出席回数 ］ ー／ー（ー％）

［ 選任理由 ］ 弁護士として専門的な知識と豊富な経験を有し
ており、法律の専門家としての視点に基づく、中立的・客観的
な立場からの監査・監督機能を期待できる。

［ 出席回数 ］ ー／ー（ー％）
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（分）

説明時間
議論・審議
時間

0 200 400 600 800

ガバナンス
決算

新領域(グローバル・事業創造）
販売戦路

計画(脱炭素・安定供給等）

　中部電力は、年１回、全取締役（監査等委員である取締
役を含む）に対し、取締役会の構成、運営、取締役会による
ガバナンスなどに関するアンケートを実施し、当該結果をも
とに、全取締役で意見交換を実施しています。取締役会は、
これらを通じ、取締役会の実効性に係る分析・評価を行い、
取締役会が会社の持続的成長と中長期的な企業価値の向
上に向け、実効的に運営されていることを確認しています。
　取締役会の実効性をより高めていくため、グループ全
体に対するコンプライアンス確保およびリスク管理強化、
原子力等の重要課題についての取締役会での審議の充
実等に努めるとともに、個別案件について執行側への
一層の権限委譲を進める等、改善していきます。

　中部電力は、取締役会の構成、規模について、取締役会における審議の充実、経営の迅速な意思決定、取締役に対する
監督機能および中部電力グループ経営ビジョン２．０に掲げる、地球環境に配慮した良質なエネルギーを安全・安価で安定的
にお届けする「変わらぬ使命の完遂」と、事業環境の変化に対応した新しいサービスをご提供する「新たな価値の創出」の達
成や「脱炭素社会実現」への貢献など経営諸課題を総合的に勘案したうえで、各取締役の知識、能力、専門分野、実務経験な
どのバランスを踏まえ決定しています。
　なお、取締役に求める専門性および経験について、スキル・マトリックスとして公表しています。　
　中部電力はこれら各取締役の力を結集し、ESG（環境・社会・ガバナンス）経営を深化させ、CSR（企業の社会的責任）を果た
すことで、ステークホルダーの皆さまとともに、社会の持続的な発展に貢献していきます。

経  企業経営　　　 財  財務・会計 法  法務 リ  リスクマネジメント 技  電力供給・環境に資する技術　
D  DX（デジタルトランスフォーメーション）・技術開発 マ  マーケティング グ  グローバル・多様性　

● スキル・マトリックス

氏名 当社における地位
取締役および取締役監査等委員に求める専門性および経験

取
締
役

勝 野 哲 代表取締役会長 ● ● ●
林 欣 吾 代表取締役社長 社長執行役員 ● ● ●
水 谷 仁 代表取締役 副社長執行役員 ● ● ●
鍋 田 和 宏 取締役 副社長執行役員 ● ● ●
橋 本 孝 之 社外取締役 ● ● ●
嶋 尾 正 社外取締役 ● ● ●
栗原美津枝 社外取締役 ● ● ●
工 藤 陽 子 社外取締役 ● ● ●

取
締
役
監
査
等
委
員

古 田 真 二 取締役 常任監査等委員（常勤） ● ● ●
澤 栁 友 之 取締役 監査等委員（常勤） ● ●
中 川 清 明 社外取締役 監査等委員 ● ● ●
村 瀬 桃 子 社外取締役 監査等委員 ● ● ●
山 形 光 正 社外取締役 監査等委員 ● ●

独立

独立

独立

独立

独立

独立

独立

グマD技リ法財経

取締役会実効性評価アンケート結果　

●株主総会の目的事項
●役員人事
●決算財務諸表の承認

取締役会の
議題

●中部電力グループ　経営計画の策定
●脱炭素関連事業への投資
●監査等委員会設置会社への移行　

主な審議トピック
（2023年度）

取締役会の構成 取締役会の実効性評価 

取締役会の主な決議事項

※ 各人の有する専門性および経験のうち主なものを最大3つまで記載しています。上記一覧表は、各人の有する全ての専門性や経験を示すものではありません。

取締役・取締役監査等委員13名のうち、男性10名、女性3名（女性比率：23％）

独立 独立役員
●取締役会における主要テーマの議論状況（2023年度）

取締役会の
実効性評価

［2022年度評価で確認された課題への対応状況］
2022年度に

確認された課題
●グループ戦略等に関する議論の加速
●グループ会社に対するガバナンス強化

2023年度の
取り組み状況

●中長期戦略等を集中的に議論する場の設定
●中部電力役員とグループ会社トップの対話機会の拡大

［2023年度評価で確認された課題への対応］

2023年度に
確認された課題

●執行と監督の分離の深化による取締役会の
  監督機能の強化
●海外含めた最新の知見獲得の機会創出

2024年度の
取り組み状況

●監査等委員会設置会社への移行および
  さらなるモニタリングの充実・権限委譲の実施
●海外先進事例等に関する専門家との議論の実施
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　社内取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬は、中部電力グループの業績と
企業価値の向上に貢献する意識を高めるため、月例報酬、業績連動賞与（短期インセン
ティブ報酬）および株式報酬（中長期インセンティブ報酬）で構成しており、報酬総額は、
経営目標達成時において、上場他企業役員の総報酬の中位水準となるよう設定してい
ます。社外取締役および監査等委員については、独立した立場からの経営の監督機能を
期待されていることおよび中部電力グループの中長期的な企業価値の向上に貢献する
意識を高めるため、月例報酬および株式報酬で構成しています。
　業績連動賞与は、経営目標である連結経常利益を指標としています。これに加え、重点
施策の取り組み状況および成果※１とともに、会長および社長は、連結当期純利益を、その
他取締役は、各担当部門および各取締役個人の業績などを勘案のうえ決定しています。
　株式報酬は、役位に応じて定まる固定ポイントおよび業績に連動するポイントで構成
しています。ただし、社外取締役および監査等委員については、その職責を踏まえ、固定
ポイントのみとしています。業績連動ポイントは、４事業年度ごとに、連結経常利益の達成
度合い、および中長期的な重点施策の成果※２を踏まえ確定することとしています。
　取締役（監査等委員である取締役を除く）の個人別の報酬に関する事項は、取締役会
から授権された社長が、会長、社長、その他の代表取締役、常任監査等委員などで構成
する人事会議ならびに社長および社長が指名する独立社外取締役（監査等委員を含む）を
構成員とする指名・報酬等検討会議の協議を経て決定しており、監査等委員については、
監査等委員全員の協議により決定しています。

　取締役に重大な不正・違反行為等が生じた場合、支給済みの報酬（業績連動賞与および
株式報酬）の一部または全部の返還を当該取締役に請求することができるものとしています。

　中部電力は、新任の社内取締役（監査等委員である取締役を含む）に対して、経営、経理・
財務、法律などの分野に関する研修を実施するとともに、弁護士による講演会や有識者に
よるCSRに関する講演会などを定期的に開催しています。
　新任の社外取締役（監査等委員である取締役を含む）に対して、経営方針や経営課題な
どを説明しています。また、就任後も当社事業に対する理解を深めるため、当社主要施設
などの視察や、各部門からの業務内容などの説明の機会を設けています。

　村瀬氏は長年弁護士として活躍され、専門的な知識と豊富な経験を有しています。山形
氏はトヨタ自動車株式会社において、パワートレーンカンパニーPresident、水素ファクト
リーPresidentなどの要職を歴任されており、また、Commercial Japan Partnership 
Technologiesの取締役として経営に携わっています。
　両氏には豊富な経験と知識に基づき、中立的・客観的な立場から取締役の職務の執行を
適切に監査・監督いただくとともに、企業価値向上に向けた幅広い視点からの意見をいた
だくことを期待しています。

※１ 戦略的投資領域の取り組みの評価、ESGに関する評価　
※２ CO2排出量「GXリーグに登録した2025年度目標」に対する達成度合い、TSR（株主総利回り）の評価

役員報酬 

取締役（監査等委員である取締役を含む）のトレーニングの方針 新任社外取締役監査等委員のご紹介　村瀬桃子・山形光正　

［監査等委員］ ◎月例報酬： 年額2億2,000万円　◎株式報酬：4事業年度ごとに8,000万円   

［ 取 締 役 ］ ◎月例報酬および業績連動賞与 ： 年額８億円（うち社外取締役分１億２，０００万円）
 ◎株式報酬 ： ４事業年度ごとに９億円（うち社外取締役分４，０００万円）

株主総会決議
による

報酬限度額

● 報酬の構成割合に関する方針
月例報酬 業績連動賞与 株式報酬

社内
取締役

執行役員兼務 50％程度 25％程度 25％程度
執行役員非兼務（監査等委員除く） 60％程度 20％程度 20％程度

社外取締役・監査等委員 90％程度 ― 10％程度

（2023年度）

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額 ( 百万円 ) 対象となる
員数（名）月例報酬 業績連動賞与 業績連動型

株式報酬
取締役

（社外取締役を除く） 377 217 113 46 5

監査役
（社外監査役を除く） 76 76 － － 3

社外役員 102 102 － － 8

● 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数
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　JERAの自律的な事業運営・迅速な意思決定を確保し
つつ、株主としてのガバナンスを効かせています。
　リスク管理を含め、JERAによる株主訪問時の役員間
の対話やJERAに対する四半期ごとのモニタリング等を
実施しています。

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

計
画
策
定

◎社長を委員長とする目標設定・モニタリング委員会に
おいて、戦略の有効性や、目標の進捗を毎四半期で
モニタリング（取締役会へは半期に1回程度報告）。事業
の特性に合わせ、戦略の見直しなどを機動的に実施

◎経営に重大な影響を与えるリスクや重要な個別案件の
リスクの変化を把握し、大きな変化があった場合は対策・
方針を審議

◎中部電力は、取締役会において、経営戦略・経営資源
配分を決定し、各事業の果たす役割を指示

◎各事業会社は、役割を踏まえ、主体的に事業計画を策定
し、事業目標、KGI、KPIを設定

事業会社ガバナンス
　事業会社である中部電力パワーグリッド、中部電力ミライズに対するガバナンスについては、それぞれに自律的な経営体制を整えることを通じて、
様々な環境変化への機動的な対応を自ら行うことを基本としています。一方で、中部電力は、各事業会社の親会社の立場でグループの全体最適に向けた調整・統制機能を担っています。

　中部電力および事業会社は、個々に取締役会・経営執行会議・監査等委員会/監査役のガバナンス機構を構築しています。
　また、グループ経営に重大な影響を与える事象が発生した場合、すみやかに状況把握を行うとともに、中部電力の監査
等委員および経営執行会議に報告するなど、適切にガバナンスを効かせる体制を整えています。

　中部電力は、計画策定方針による指示と目標等に対す
る進捗管理、リスクの統合的な管理に重点を置くモニタリ
ングにより、各事業の自律運営を尊重しながら経営の最
適化を図り、グループ全体の価値最大化を目指します。

事業会社

方針指示

目標等進捗事業計画重要案件

重要な個別案件のリスク

経営に重大な影響を与える
リスク

中部電力 取締役会

取締役会取締役会

監査等委員会

社長コンプライアンス推進会議

経営執行会議 リスクマネジメント会議

目標設定・
モニタリング委員会

品質改革推進室

考査グループ

監査役

社長 社長 コンプライアンス推進会議

お客さまファースト推進室
考査グループ 

業務管理・支援本部
情報・行為規制管理グループ

監査役

経営執行会議 経営執行会議

経営考査室

中立性評価専門委員会

コンプライアンス推進会議

中部電力パワーグリッド、中部電力ミライズのガバナンス体制 投資等の個別案件のリスク管理

ＪＥＲＡに対するガバナンス
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リスク管理
　中部電力は、リスク管理はそれ自体を目的として業務執行とは別に行うものではなく、業務と一体となって実施するものと考えています。
　そのため、全社の経営計画および各業務執行部門・事業会社の事業計画策定のサイクルのなかでリスクの管理も実施し、
適切なリスク管理を通じて、事業の継続的かつ安定的な発展に努めています。

　中部電力では、カンパニー社長、本店の部門長が責任
者（リスクオーナー）として業務執行上のリスクを管理し
ており、このうち経営に重大な影響を与えるリスクをリ
スク管理部署に定期的に報告しています。
　リスク管理部署は、リスクオーナーからの報告をもとに
会社全体の観点で統合的に管理したリスクを、社長を議長
とし、副社長､役付執行役員などをメンバーに含むリスク
マネジメント会議に報告しています。リスクマネジメント会
議ではリスクの対応方針を審議のうえ社長決定し、リスク
オーナー等はその対応方針を毎年の経営計画やリスク対
策に反映しています。
　グループ各社のリスクについては、各社が自律的に把
握・評価することに加え、経営に重大な影響を与えるもの
については、中部電力において定期的に確認しています。
　なお、中部電力パワーグリッドおよび中部電力ミラ
イズの社長は、上記のリスクオーナーの役割も果たして
います。

　投資等の個別案件についても、リスク管理部署による
意思決定時のリスク評価や、投資実施後の経営執行会議、
リスクマネジメント会議、取締役会等での定期的な状況
確認と対策の指示により、リスクを適切に管理しています。

◎コンプライアンスリスク ◎サイバーセキュリティリスク
◎自然災害等の設備関連リスク ◎環境規制リスク
◎需給構造の変化に伴うリスク ◎市場リスク　…

カンパニー・室部、事業会社

取締役会

リスクマネジメント会議

リスクの統合的な管理
リスク対応方針の審議・社長決定

リスクオーナー

リスク洗い出し・業務執行

…

リスク報告 リスク対応方針

● リスク管理体制

● 投資等の重要な個別案件のリスク管理・状況確認の流れ

投資等の重要な個別案件の
検討・決定段階

P
必要に応じリスクマネジメント
会議で対応方針決定

実施部署

経営執行会議

取締役会

リスク管理部署

実施部署

リスク管理部署

経営執行会議
リスクマネジメント会議

取締役会

C

業務執行 D

A

投資実施後の個別案件に対する
状況確認（半期ごと）

重要な個別案件の検討、
投資評価基準に基づく
投資内容の評価

リスク等の検証・評価
（評価書作成・添付）

状況報告・対策立案実行
◎戦略達成状況
◎投資回収（シナジー）
　状況・見通し
◎撤退検討基準の
　抵触有無
◎プロジェクトの
　進�状況
◎主なリスクの
　変化状況

審議

決議

● リスク管理の流れ

モニタリング ・四半期ごとに、リスクの変化状況を把握・評価
・必要に応じて、リスク対応方針を審議、リスク対策へ反映

リスクの洗い出し カンパニー社長や本店の部門長は、リスク管理の責任者（リスクオーナー）として
業務執行上のリスクを洗い出し

リスクの統合的な管理
リスク対応方針の審議・決定

・リスク管理部署において、経営に重大な影響を与えるリスクを統合的に把握・評価
・リスクマネジメント会議において、リスク対応方針を審議・社長決定

リスク対策の検討・実施
（業務執行） リスク対応方針を経営計画やリスク対策に反映し、執行

P

D

AC

事業等のリスクは、P90  参照

経営に重大な影響を与えるリスク 投資等の個別案件のリスク管理

リスク管理

事業継続（BCP）・レジリエンスの強化 リスクマップ
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電力の安定供給や個人情報保護等
を目的として、サイバーセキュリティ
に対する取り組みを強化しています。
　重要インフラ事業者をターゲットとしたサイ
バー攻撃やサプライチェーンリスクが増加する
なか、24時間×365日監視する体制（SOC※１）
と高度なインシデント対応を実施するチーム

（CHUDEN-CSIRT※２）により、情報系システム
及び制御系システムのセキュリティ対応を実施し
ております。
　また、業界標準のリスクアセスメントに基づく
最新の対策に加え、情報セキュリティマネジメント
体制の構築と高度なセキュリティ人財の育成に
力を入れています。
　今後の国際情勢を踏まえた経済安全保障推
進法への対応や業界（電力ISAC※３等）・地域企業
との連携も重視しております。
　私たちは、お客さまの安全と安心を守るため
に、引き続きサイバーセキュリティ対策に取り
組んでまいります。
※１ SOC：Security Operation Center
※２ CSIRT：Computer Security Incident Response Team
※３ ISAC：Information Sharing and Analysis Center

執行役員
DX推進室長
CISO※

内田 忠
※CISO:Chief Information Security Officer

MESSAGE

サイバーセキュリティ強化への取り組み

基本方針

　中部電力グループは、時代の変化を見据えた新たな価値の創出のために、最新デジタル技術も活用しながら、お客さま
の期待に応えるサービスをお届けします。一方、年々激しくなるサイバー攻撃に対し、電力の安定供給や個人情報保護等の
ため、サイバーセキュリティの取り組みを強化しています。

　情報・電力制御システムの安定稼働をはじめ、お客さまの個人情報保護など、システムの適切な管理に努め、安全かつ
安心な社会の実現に貢献します。特に以下４点に重点的に取り組んでいます。

【法令の遵守】
　「個人情報の保護に関する法律」「不正アクセス行為の禁
止等に関する法律」「経済安全保障推進法」等の関連法令、
および各社の事業において必要な関連法令を遵守します。
　さらに、業界標準のリスクアセスメントを行い、対応方針を
定めPDCAサイクルを実施しています。

【情報の管理・保護】
　保有する情報を適切に管理するとともに、日々、高度化・巧
妙化する新たなサイバー攻撃の脅威にも対応するため、最新
のセキュリティ情報をもとに、技術面・運用面での情報セキュ
リティ対策を講じています。

【教育の実施】　
　役員・従業員等に情報セキュリティに関する教育を実施し
継続的な意識向上を図っています。
　例えば、グループ会社を含めた全ての従業員へのセキュリ
ティ教育・訓練に加え、各社セキュリティ担当者には、専門性の高
いセキュリティ教育・訓練を実施しています。また、セキュリティ
専門機関への長期間の派遣による人材育成等も行っています。

【体制の確立】
　グループ全体としての情報セキュリティ対策の維持・向上
に向けて、一体となった情報管理体制を確立し、効果的・効
率的な推進に努めています。
　情報部門でキャリアを積み重ねてきたCISOが、CIOと連携
しながら、サイバーセキュリティに関し統括・監督しています。
　各社の取り組みの充実と統制を図るため、CIOを委員長
とした「DX委員会」を設置し、サイバーセキュリティを含む
具体的なDX・IT施策を討議する場を定期的に設けています。
また、中部電力にグループ全体のセキュリティマネジメント
実施部署を設置し、各事業会社がそれぞれのグループ会社
を統括することで、グループ全体のセキュリティレベルの
維持向上に努めています。
　SOCは中電シーティーアイが運用し、グループ全体を監視
するとともに、インシデント発生時はCISO配下のCHUDEN-
CSIRTを中心に緊急対応を実施します。

●物理的対策 ： 事前申請による入退室管理を導入するなど、重要
度に応じた入室制限を実施しています。

●技術的対策 ： 高度化・巧妙化するサイバー攻撃に対応するため、
最新技術を用いた防御・検知機構の構築と運用を実施しています。

SOC（中電シーティーアイ）

セキュリティ
マネジメント

実施箇所

グループ会社

セキュリティ
マネジメント

実施箇所

グループ会社

中部電力グループ
セキュリティ

マネジメント実施箇所
CHUDEN-CSIRT

CISO
社長

グループ会社

中部電力

中部電力
パワーグリッド

中部電力
ミライズ
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コンプライアンスのさらなる徹底に
努めます。
　中部電力グループでは、近年、顧客情報の不
適切な取扱いや公正取引委員会による命令等、
ステークホルダーの皆さまからの信頼を大きく
揺るがす事象が相次いで発生しました。
　「コンプライアンスなくして信頼なし　信頼なく
して発展なし」 改めて、この原点に立ち返り、二度
とこのような事態が生じないよう、グループ全体
で、コンプライアンスのさらなる徹底に努めて
まいります。
　また、中部電力グループを取り巻く事業環境
は目まぐるしく変化し、遵守すべき法令等が複
雑・高度化しており、事業活動におけるコンプラ
イアンスリスクは高まっています。
　一人ひとりが、コンプライアンスを「自分事」と
し、自らの業務に潜むリスクへの感度を高めると
ともに、事業環境の変化に応じて、意識をアップ
デートしていくことで、常に高いレベルでコンプ
ライアンスを実践してまいります。
　こうしたコンプライアンスの取り組みを通じ、
企業価値を高めていくとともに、全員がやりがい
をもって伸び伸びと働ける環境づくりを進めて
まいります。

専務執行役員
コンプライアンス本部長
CCO※1、CLO※2

長谷川 聡
※1 CCO：Chief Compliance Officer
※2 CLO：Chief Legal Officer

MESSAGE

コンプライアンスの推進
コンプライアンス本部の設立

コンプライアンス推進体制

贈収賄・腐敗防止等および税務の透明性確保に向けた取り組み

　２０２４年４月に、リーガルリスクに対するマネジメントを平時から適切に行うとともに、不適切事象発生時の迅速・的確な
対応に向け法務・コンプライアンス機能を強化するため、中部電力に新たにコンプライアンス本部を設立しました。

　取締役会のもと、「コンプライアンス推進会議」を設置し、同会議の審議事項が取締役会へ報告される体制としています。
　また、グループ全体のコンプライアンス推進の責任者として、チーフ・コンプライアンス・オフィサー（CCO）を設置して
います。
　加えて、グループ会社トップで構成する「中部電力グループ・コンプライアンス推進協議会」のもと、各社の意識共有を
進めるとともに、連携・協力体制を構築し、啓発活動を進めるなど、グループ全体でコンプライアンスの推進に取り組んで
います。

　「中部電力グループ コンプライアンス基本方針」に基づき、中部電力グループで働く全ての役職員を対象に、贈収賄、横領、
背任、不当・良識の範囲を超えた接待・贈答などの提供・受領、特定の者との癒着、特定の者の不当な優遇をはじめ、あらゆる
形態の腐敗行為を禁止する「中部電力グループ 贈収賄・腐敗防止方針」を制定しています。この方針に基づき、中部電力・
中部電力パワーグリッド・中部電力ミライズのパートタイマーや派遣社員を含む全役職員を対象に教育を行うとともに、より
理解を深めるためにFAQ（よくある質問集）による解説を行っています。また、「金品授受に関するガイドライン」を作成し、
同ガイドラインに基づき、不適切な金品受領がないかを確認し、コンプライアンス推進会議に定期的に報告しています。
　外国公務員への贈賄防止に関しては、グループ全体の贈賄行為を未然に防止することを目的に、あらゆる贈賄行為

（ファシリテーション・ペイメント※を含みます。）を禁止する社内規程を作成し、遵守しています。加えて、中部電力コンプ
ライアンス推進会議副議長を主査とする外国公務員贈賄防止会議を定期的に開催し、贈賄行為を防ぐための体制を
構築・運用しています。
　税務の透明性確保に向けた取り組みに関しては、グループ全体の税務コンプライアンス意識の浸透およびガバナンス
の一層の向上を目的に、「中部電力グループ 税務方針」を制定しています。

コンプライアンス推進体制 グループでの取り組み

中部電力グループ 贈収賄・腐敗防止方針

中部電力グループ コンプライアンス基本方針

外国公務員贈賄防止体制 中部電力グループ 税務方針

※通常の行政サービスに係る手続きの円滑化のための少額の支払い
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相談者保護・不利益扱いの禁止
　ヘルプラインは、公益通報者保護法に定める内部公益通報窓口としての機能を有しており、相談窓口関係者は同法上の
守秘義務を負っています。加えて社内規程において、守秘義務違反や不利益扱いがあった場合は、懲戒処分の対象とする
など相談者保護を徹底しています。

相談対応の流れ
　相談を受け付けた場合、事実関係を調査のうえ、対応方針を決定して、必要な
対応を行い、相談者への回答を行います。対応後の状況について、適宜相談者
等に、不利益扱いなどの有無を確認し、必要な措置を講ずるものとしています。
　また、全ての相談は、相談者情報を削除したうえで事後すみやかにコンプライ
アンス推進会議に報告され、その内容について承認を受けています。ただし、
重大な事項などについては、事前にコンプライアンス推進会議に諮り、議長の
決定に従い対応しています。なお、コンプライアンス違反事象があった場合は、
違反の是正や行為者への懲戒処分など、適切に対処しています。

相談事例の公表
　再発防止およびコンプライアンス意識の向上の観点から、全社または関係部署に水平展開することが望ましいと判断
される相談内容については、相談者情報を削除したうえで社内イントラネットに概要を公表しています。

　違法・不正行為、反倫理的行為（過剰な接待・贈答などの腐敗行為や、パワ
ハラ・セクハラほか人権侵害を含みます。）などを防止し、コンプライアンスの
推進を図ることを目的として、役員、従業員、派遣社員、取引事業者の役員・
労働者およびこれらの退職者を対象に、社内・グループ会社向けに、それぞれ
「ヘルプライン」および「中電グループ・共同ヘルプライン」（以下、「ヘルプ
ライン」）を設置しています。ヘルプラインは、社内外に相談窓口を設置（社外
窓口は社外弁護士が担当）しており、その相談方法は、電子メール、専用電話、
手紙および面談など複数の方法で受け付けています（専用電話・面談を除き
24時間受付可）。また、匿名でも利用可能です。
　このほか、グループ各社が独自の相談窓口を設置することにより、相談体制
の充実を図っています。

「経営層メッセージの発信」
CCOからコンプライアンスに関するメッセージを
全従業員に発信しました。

「各種教育の実施」
●階層別研修
新入社員、新任主任、新任役付職、新任マネー
ジャーの各階層にコンプライアンス教育を実施し
ました。
●全従業員（パートタイマー、派遣社員を含む）
  向け研修
コンプライアンスｅラーニングを実施いたしま
した。（中部電力グループコンプライアンス基本
方針、贈収賄・腐敗防止方針、税務方針、ヘルプ
ライン相談窓口の紹介等）
独占禁止法教育（ｅラーニング）を実施しました。
●ヘルプライン担当者向け研修
グループ会社のヘルプライン担当者向けに対応
力向上研修を実施しました。

「コンプライアンス講演会の実施」
中部電力およびグループ会社の管理職員を中
心に、「事業パートナーとの良好な関係構築」を
テーマに講演会を実施しました。

「ヘルプラインの周知」
各種研修での周知や、社内報への掲載等を実施
しました。

2023年度の主な活動

①相談受付

②調査方針を決定

③調査（必要に応じ関係者に事実関係・所見を照会）

④調査結果に基づき対応方針を決定

⑤対応実施

⑥相談者へ回答※

⑦対応後の確認
※このほかにも必要に応じ、各段階で相談者に進捗報告、
意向確認を実施

●ヘルプライン対応の流れ

相談窓口「ヘルプライン」の設置

中部電力の取り組み

主な活動

2023年度
内訳

●2023年度の相談件数

118件

その他質問・
提案等
18%

ハラスメント・
人間関係に
関するもの
40%

法令・ルール違反に
関するもの
22%

職場環境等
(労務管理を含む)
に関するもの
20%
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コンプライアンスの推進

https://www.chuden.co.jp/corporate/governance/compliance/chuden/
https://www.chuden.co.jp/corporate/governance/compliance/chuden/chu_katsudo/


経営・財務データ等

5年間の主な経営データ
(百万kWh)

販売電力量 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

　低圧 34,628 33,877 32,586 30,583 30,365

　高圧・特別高圧 82,618 76,852 76,346 71,846 73,436

合計 117,246 110,729 108,932 102,429 103,801

[参考１] グループ合計の販売電力量※1 122,542 117,145 117,821 113,003 111,149

[参考２] 他社販売電力量※2 4,453 8,040 11,328 11,345 11,762

（人）従業員数
連結 28,448 28,238 28,365 28,367 28,374 

個別※ 14,363 3,092 3,127 3,153 3,180 

(注) 2020年4月1日付で、当社が営む小売電気事業等を中部電力ミライズ㈱に承継させました。それに伴い、2020年度以降は、中部電力ミライズ㈱の実績を記載しています。  
※1 2020年度以降は、中部電力ミライズ㈱及びその子会社、関連会社の実績を記載しています。なお、グループ内の販売電力量は除いています。    
※2 2020年度以降は、中部電力ミライズ㈱の子会社及び関連会社への販売電力量は除いています。      
 

発電電力量
　水力発電電力量 8,707 8,253 8,303 8,337 8,730

　原子力発電電力量 △248 － － － －
　新エネルギー発電電力量 110 417 378 385 431

合計 8,569 8,669 8,681 8,722 9,161 

(百万kWh)

(注) 当社の実績を記載しています。       

発電認可出力
　水力発電認可出力 5,459 5,463 5,466 5,467 5,475 

　原子力発電認可出力 3,617 3,617 3,617 3,617 3,617 

　新エネルギー等発電認可出力 39 88 88 89 99 

合計 9,115 9,167 9,171 9,173 9,190 

（千kW）

(注) 当社の実績を記載しています。       

※ 2020年4月1日付で、当社が営む小売電気事業等を中部電力ミライズ㈱に、一般送配電事業等を中部電力パワーグリッド㈱に承継させたことなどにより、2020年度以降の従業員数
（個別）については、2019年度と比較し大幅に減少しています。 
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5年間の主な財務データ（連結）
2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

損益計算書関係：

売上高（営業収益） 3,065,954 2,935,409 2,705,162 3,986,681 3,610,414

営業損益 130,832 145,694 △53,830 107,089 343,339

経常損益 191,803 192,209 △59,319 65,148 509,295

（期ずれ除き経常利益）（億円程度） （1,530） （1,690） （670） （1,560） （3,710）
税金等調整前当期純損益 210,895 192,308 △44,473 68,991 506,019

親会社株主に帰属する当期純損益 163,472 147,202 △43,022 38,231 403,140

減価償却費 178,171 182,663 189,154 155,927 172,046

設備投資額 242,646 255,953 228,533 262,249 243,686

貸借対照表関係：

資産 5,500,815 5,686,348 6,174,734 6,455,102 7,108,617

純資産 1,962,065 2,103,684 2,123,272 2,162,205 2,695,071

自己資本 1,894,393 2,031,166 2,017,128 2,060,809 2,585,452

有利子負債残高 2,425,067 2,333,625 2,800,275 2,925,744 3,079,102

株式指標：

１株当たり当期純損益(円)※1 216.11 194.65 △56.90 50.56 533.17

１株当たり純資産(円)※1 2,504.68 2,686.12 2,667.66 2,725.43 3,419.42

１株当たり配当金(円) 50 50 50 50 55

株主総利回り（％） 91.1 88.2 81.7 92.5 129.8

（比較指標：TOPIX 配当込み（%）） （90.5） （128.6） （131.2） （138.8） （196.2） 

連結配当性向(%) 23.1 25.7 － 98.9 10.3

（期ずれ除き連結配当性向（%）） （30.4） （30.4） （45.6） （29.3） （15.5）

財務指標及びキャッシュ・フロー情報：

自己資本比率(%) 34.4 35.7 32.7 31.9 36.4

総資産利益率(ROA)(%)※2 ※3 3.0 3.4 1.4 2.8 5.8

自己資本利益率(ROE)(%)※2 ※4 6.8 6.3 4.1 6.3 11.6

投下資本利益率(ROIC)(%)※2 2.9 3.3 1.9 2.9 5.5

営業活動によるキャッシュ・フロー 255,896 384,148 21,688 295,798 344,074

投資活動によるキャッシュ・フロー △647,622 △215,813 △262,021 △196,928 △388,330

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,851 △141,121 266,403 73,248 87,084

現金及び現金同等物の期末残高 147,576 174,909 201,156 373,484 418,518

(百万円)

（注） 当社の会計年度は、4月1日から翌年の3月31日までです。
(注) 「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年3月31日)等を、

2021年度の期首から適用しています。また、当該会計基準等の適用を踏まえ、
「電気事業会計規則」(1965年6月15日 通商産業省令第57号)が改正されたため、
「再エネ特措法賦課金」及び「再エネ特措法交付金」の取引金額は、営業収益よ
り除くこととなり、対応する費用を計上しないこととなりました。これらに伴い、
2021年度以降の財務データについては、当該会計基準等を適用したものと
なっています。

※1 当社及び当社の子会社である中部電力ミライズ㈱は、業績連動型株式報酬制度
「株式給付信託(BBT)」を導入しており、2019年度以降の１株当たり純資産の

 算定上、「株式給付信託(BBT)」に係る信託口が保有する当社株式を期末発行済株
式総数の計算において控除する自己株式に含めています。また、2019年度以降の
１株当たり当期純損益の算定上、「株式給付信託(BBT)」に係る信託口が保有する
当社株式を期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めています。

※2 算出においては、期ずれ影響を除いています。
※3 総資産利益率(ROA)＝事業利益(経常利益＋支払利息)/期首期末平均総資産
※4 自己資本利益率(ROE)＝当期純利益/期首期末平均自己資本
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　中部電力ミライズ㈱の販売電力量は、産業用電力の需要減な
どはあるものの、中部エリア内での標準メニューの受付再開に
よる契約増加などから、前期と比べ1.3％増加し1,038億kWh
となりました。
　なお、中部電力ミライズ㈱及びその子会社、関連会社の合計
の販売電力量は、他事業者への切り替え影響などから、前期と
比べ1.6％減少し1,111億kWhとなりました。

　中部エリアの需要電力量は、産業用電力の需要減や省エネ・
節電影響などから、前期と比べ1.3％減少し1,227億kWhとなり
ました。

経営成績の分析（2023年度）

（単位：億kWh、％）
2022年度 2023年度 増減 増減率

低圧 306 304 △2 △0.7
高圧・特別高圧 718 734 16 2.2
合計 1,024 1,038 14 1.3

（注） 販売電力量は、中部電力ミライズ㈱の実績を記載しています。

[参考１]

グループ合計の販売電力量 1,130 1,111 △19 △1.6
（注） グループ合計の販売電力量は、中部電力ミライズ㈱及びその子会社、関連会社の実績

を記載しています。なお、グループ内の販売電力量は除いています。

[参考２]

他社販売電力量 113 118 4 3.7
（注） 他社販売電力量は、中部電力ミライズ㈱の実績を記載しています。

なお、中部電力ミライズ㈱の子会社及び関連会社への販売電力量は除いています。

●販売電力量

2019 2021 2022

（億kWh）

（年度）
0

●販売電力量

低圧

高圧・
特別高圧

1,107

2023

1,0381,0241,089

2020

1,172
1,500

1,000

500

（単位：億kWh、％）●中部エリアの需要電力量
2022年度 2023年度 増減 増減率

中部エリアの需要電力量 1,243 1,227 △16 △1.3
（注）中部エリアの需要電力量は、中部電力パワーグリッド㈱の実績を記載しています。

　収支の状況については、連結売上高は、燃料費調整額(燃調収
入)等の減少などから、前期と比べ9.4％減少し3兆6,104億円と
なりました。
　連結経常損益は、燃料価格等の変動が電力販売価格に反
映されるまでの期ずれについて差損から差益に転じたことや、
中部電力ミライズにおける電源調達価格の低下、中部電力
パワーグリッドにおける需給バランス調整などを適切に実施
するための調整力確保費用の減少などから、前期と比べ7.8
倍増の5,092億円の利益となりました。
　なお、期ずれを除いた連結経常損益は、3,710億円程度の
利益と、前期と比べ2,150億円程度の増益となりました。
　また、政策保有株式の一部を売却したことなどにより有価証
券売却益92億円を特別利益に計上した一方、子会社における
固定資産の減損損失126億円や独占禁止法関連損失26百万円
を特別損失に計上しました。
　この結果、親会社株主に帰属する当期純損益は、前期と比べ
10.5倍増の4,031億円の利益となりました。

　当期におけるセグメント別の業績(内部取引消去前)及び取り
組みは以下のとおりです。
　なお、㈱JERAは持分法適用関連会社のため、売上高は計上
されません。

［ミライズ］
■ 業績 
　電力・ガスの販売と各種サービスの提供に伴う売上高につ
いては、燃調収入の減少などから、前期と比べ6.5％減少し2兆
8,892億円となりました。
　経常損益は、電源調達価格の低下などから、前期と比べ3.1倍
増の2,038億円の利益となりました。
■ 当期の取り組み
　電気・ガスなどのお届けを通じて築いてきたお客さまとの
つながりをもとに、お客さまのくらしを豊かにするサービスや、
ビジネス上の課題解決を実現するサービスを提供し、新たな価値
をお届けしています。
　お客さまの日常のくらしやライフイベントにおける多様な
ニーズにお応えするため、子会社の中部電力ミライズコネクト
が家族の絆やつながりを育む「くらしサービス」などを提供して
います。
　脱炭素社会の実現に向けては、ＣＯ２フリー電気をお届けする

「ミライズＧｒｅｅｎでんき」、初期費用やメンテナンス費用をお支
払いいただくことなく太陽光発電をご利用いただけるサービス

「カテエネリース」、電気を効率的にご利用いただくためのデマ
ンドレスポンスサービス「ＮＡＣＨＡＲＧＥ」などを提供しています。
加えて、2024年２月には、来店者・従業員用の駐車場を所有する
法人のお客さまを対象としたＥＶ充電サービス「ｔｒｅｅｖ」の提供を
開始しました。今後もお客さまと一体となって、脱炭素社会の
実現に向けて取り組んでいきます。
　また、燃料価格のボラティリティが高い中においても、お客さま
に安定して電気をお届けするため、2022年11月に低圧の一部
料金メニューの燃料費調整制度の変更、2023年４月に特別高
圧・高圧の標準料金メニューの見直しを行いましたが、その後
の経営環境の改善を踏まえ、負担軽減策を実施しました。具体
的には、特別高圧・高圧と一部の低圧のお客さまの電気料金の
割引に加え、低圧のお客さまには高い省エネ性能を有する機器
への買い替えの支援などを行いました。2024年度においても、
同程度の負担軽減策を実施するとともに、お客さまのニーズに
応じた魅力的なサービスの開発・提供に努めていきます。

［パワーグリッド］
■ 業績
　電力ネットワークサービスの提供に伴う売上高については、
再生可能エネルギー特別措置法にもとづく購入電力の卸電力
取引市場への販売単価の低下などから、前期と比べ18.8％減少
し9,065億円となりました。
　経常損益は、需要電力量の減少に伴う託送収益の減少は
あったものの、レベニューキャップ制度導入に伴う託送料金の
見直しや、需給バランス調整などを適切に実施するための調整
力確保費用の減少などから、前期と比べ13.6倍増の956億円
の利益となりました。
■ 当期の取り組み
　再生可能エネルギーの大量導入に伴う電源ポートフォリオ
の変化や、需給調整に関わる市場構造の複雑化などの影響に
より、需給バランスが厳しい状況がありましたが、お客さまや
他の一般送配電事業者との連携も含めた系統運用・需給調整に
より周波数や電圧を適切に維持するとともに、日々の設備保守
を確実に行うことで、中部エリアの安定供給に加え、全国の安定
供給にも寄与してきました。
　また、電力系統設備・運用の高度化や各種研究・実証に取り
組むとともに、全国規模での最適な経済運用・レジリエンス
確保を目的とする次期中央給電指令所システムの開発や、
他エリアとの電力融通の拡大に向けた設備増強を着実に進め
るなど、電力の安定供給と脱炭素社会の両立に向けた取り
組みに努めています。

経営成績、財政状態及びキャッシュ・フローの状況の分析
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　さらに、地域ごとの電力需給の多様化や、自治体をはじめとす
るお客さまのニーズに迅速かつ適切に対応するため、支社の再
編などの組織見直しを行いました。各支社では、地域ごとのデー
タ分析にもとづくさらなる設備投資の効率化やレジリエンスの
向上、自治体の脱炭素化活動の支援、電力系統への早期接続な
ど、サービスの拡大に取り組んでいます。
　今後も、中部電力パワーグリッドビジョンの実現に向け、地域
の未来像実現に貢献していきます。

［ＪＥＲＡ］
■ 業績
　燃料上流・調達から発電、電力・ガスの販売に伴う経常損益は、
燃料価格の変動が電力販売価格に反映されるまでの期ずれに
ついて差損から差益に転じたことなどから、前期と比べ2,031
億円改善し1,788億円の利益となりました。なお、期ずれを除い
たＪＥＲＡによる連結経常損益への影響は540億円程度の利益と
なりました。
■ 当期の取り組み
　燃料上流・調達から発電、電力・ガス販売にいたるバリュー
チェーンの最適運用、効率的運営に努めつつ、安定的な燃料調
達などエネルギーの安定供給確保における重要な役割も担って
います。
　燃料制約や需給ひっ迫の回避に向けては、最新鋭の火力発
電設備へのリプレース、休止火力発電所の再稼働を通じ、安定
的な供給力の確保に取り組むとともに、需給変化を迅速に捉え、
ＪＥＲＡの子会社であるＪＥＲＡ Ｇｌｏｂａｌ Ｍａｒｋｅｔｓを通じた機動的
な調達により、安定的な燃料確保に努めてきました。
　また、エネルギーの安定供給を確保しながら、2050年時点で
国内外の事業から排出されるＣＯ２を実質ゼロとするＪＥＲＡゼロ
エミッション2050に向けた取り組みを進めています。
　まずは発電時にＣＯ２を排出しない燃料であるアンモニア転
換の技術確立を目指し、碧南火力発電所４号機において、アン
モニア20％転換の実証試験に着手しています。さらに、燃料
アンモニアの製造や調達、輸送に向けた協業の検討を進める
などサプライチェーン構築にも取り組んでいます。
　2024年１月31日に発生した武豊火力発電所の火災事故に
ついては、事故調査委員会の徹底的な調査・分析により判明した
事故原因を踏まえ、再発防止策を講じたうえで、早期の復旧を
目指していきます。

　固定資産については、㈱JERA などの関係会社長期投資の
増加により投資その他の資産が増加したことなどから、前期末
と比べ5,303億円増加し、5兆8,187億円となりました。
　流動資産については、棚卸資産が増加したことなどから、前期
末と比べ1,232億円増加し、1兆2,898億円となりました。
　負債については、有利子負債が増加したことなどから、負債合計
は、前期末と比べ1,206億円増加し、4兆4,135億円となりました。
　純資産については、配当金の支払いはありましたが、親会社
株主に帰属する当期純利益の計上やその他の包括利益累計額
の増加などから、純資産合計は、前期末と比べ5,328億円増加
し、2兆6,950億円となりました。
　この結果、自己資本比率は、36.4％となりました。

財政状態の分析

（単位：億円）
セグメントの名称 項目 設備投資額

ミライズ 221

パワーグリッド

送電
変電
配電
その他

375
330
500
293

合計 1,500

その他 796

内部取引消去 △81

総計 2,436

● （参考）2023年度設備投資額（連結）

（注）  ＪＥＲＡゼロエミッション2050は、脱炭素技術の着実な進展と経済合理性、政策との整合
性を前提としています。ＪＥＲＡは、引き続き、自ら脱炭素技術の開発を進め、経済合理性
の確保に向けて主体的に取り組んでいきます。

キャッシュ・フローの状況の分析

　営業活動によるキャッシュ・フローは、独占禁止法に基づく課
徴金の納付はあったものの、税金等調整前当期純利益が増加し
たことなどから、前期と比べ482億円増加し3,440億円の収入
となりました。
　投資活動によるキャッシュ・フローは、投融資による支出の増
加などにより、前期と比べ1,914億円支出が増加し3,883億円
の支出となりました。
　この結果、フリー・キャッシュ・フローは、前期と比べ1,431億円
悪化し442億円の支出となりました。
　財務活動によるキャッシュ・フローは、コマーシャル・ペーパー
の償還による支出が減少したことなどから、前期と比べ138億
円増加し870億円の収入となりました。
　これらにより、当期末の現金及び現金同等物は、前期末と比べ
450億円増加しました。

　資本の財源及び資金の流動性について、当社グループは、
主に電気事業の運営上必要な設備資金を、社債発行や銀行借
入等により調達し、短期的な運転資金は、主に短期社債により
調達することを基本としています。

設備投資

　設備投資については、水力や原子力、風力などの非化石電源
投資に取り組むとともに、グループ全体で、電力の安定供給や公
衆保安を確保したうえで、設備のスリム化などの経営効率化に
最大限取り組んだ結果、当期の設備投資額は、2,436億円となり
ました。
　なお、セグメントごとの設備投資額の内訳は、以下のとおり
です。

※1 2020年度よりネットワークセグメントはパワーグリッド、販売セグメントはミライズとしています。
※2 2019年度までは当社単体、2020年度以降は、連結ベースの数値を記載しています。
※3 2019年4月1日付で、当社の火力発電事業等を吸収分割契約により㈱JERAに承継させた

ため、発電セグメントの投資額は記載しておりません。
また、再生可能エネルギー等の設備投資額は、「その他」に含まれています。

2,436
2,622

2,285
2,559

1,885

●設備投資額

3,000
（億円）

2,000

1,000

0 2019 20232021 （年度）20222020

ネットワーク（パワーグリッド） 販売（ミライズ） その他

（目標とする経営指標の達成状況等）
　当社は、2024年４月、中期経営目標を「2025年度の連結経常
利益2,000億円以上、ROIC3.2％以上」に引き上げています。
なお、当期における期ずれ影響を除いた連結経常利益は3,710
億円程度、ROIC(期ずれ除き)は5.5％となりました。
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経営成績、財政状態及び
キャッシュ・フローの状況の分析



　当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に
関する変動要因のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性
があると考えられる事項には、主に以下のようなものがあります。
　なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日
(2024年６月27日)現在において判断したものであり、今後のエネル
ギー政策や電気事業制度の見直しなどの影響を受ける可能性があり
ます。

(1)事業環境の変化
　2023年度の燃料価格は、世界的な暖冬の影響や欧州の天然ガス
高在庫傾向等の需給緩和により、ピーク時に比べ低位に推移しました。
また、卸電力取引市場価格も低位に推移しました。これにより、2023
年度の期ずれを除いた連結経常利益は、3,710億円程度の利益を確
保することができました。しかしながら、先行きを不透明にする事象と
して、世界の気候や景気等の動向に起因する燃料需要の大幅な増加、
欧州における紛争や中東・アジア情勢などの地政学リスク、為替変動
リスクも含めた燃料価格のボラティリティが高いことや、物価高騰、
小売事業の競争激化、電気事業の制度変更などがあります。
　また、出力が不安定な自然変動電源が大量導入される中、異常気象
等による想定外の需要の増加や悪天候による太陽光発電量などの低
下が重なり、さらに設備のトラブルが発生した場合や資源国において
不測の事態が生じた場合などには、日本国内における需給状況が悪化
することが懸念されます。
　このような事業環境の変化に対して当社グループは、再生可能エネ
ルギー発電出力の予測精度向上、他の一般送配電事業者との連携も含
めた日々の系統運用・需給調整や水力発電所の安定的な運用、ＪＥＲＡに
よる最新鋭の火力発電設備へのリプレース、休止火力発電所の再稼
働やＪＥＲＡの燃料トレーディング子会社であるＪＥＲＡ Ｇｌｏｂａｌ Ｍａｒｋｅｔｓ
を通じた機動的な調達による安定的な燃料確保、お客さまに電気を効
率的にご利用いただくデマンドレスポンスの活用などにより、グループ
一丸となってエネルギーの安定供給を継続します。
　収支安定化に向けては、国内エネルギー事業において電源調達
ポートフォリオの最適化や市場リスク管理の高度化などに引き続き取
り組んでいきます。加えて、新成長領域やグローバル事業のさらなる
拡大などを通じて、持続的な成長を実現し、中期経営目標の達成を目
指していきます。
　長期的には、生成ＡＩなどを活用したＤＸ(デジタルトランスフォーメー
ション)の進展などにより、産業構造の変化及び電力需要の増加が見
込まれます。脱炭素化に向けては、「脱炭素成長型経済構造移行推進
戦略」(ＧＸ〈グリーントランスフォーメーション〉推進戦略)が閣議決定さ
れるなど、2050年カーボンニュートラル実現への取り組みが進められ
ており、社会構造そのものが大きく変容していくことが見込まれます。
これらを背景に、第７次エネルギー基本計画の策定が行われていると
ともに、あらためて「Ｓ(安全性)＋３Ｅ(安定・安価・環境への適合)」を実現
する安定供給メカニズムの再構築に向け、電力システム改革全体の検
証が進められています。
　このような中、当社は、経営ビジョン2.0の達成に向けグループ一体
となって、電力の安定供給の確保と脱炭素化された安心で安全な分
散・循環型社会の実現、事業構造の変革を通じた新たな収益源の獲
得・拡大に取り組んでいきます。
　また、当社を取り巻く環境が大きく変化する中、機動的な意思決定
と、より高度なガバナンスの両立をこれまで以上に進めるため、2024
年６月開催の定時株主総会において監査等委員会設置会社への移行
を決定しました。
　ただし、産業構造の変化などに的確に対応できない場合や、欧州に
おける紛争や中東・アジア情勢などの地政学リスクに起因する影響の

拡大、各種市場における想定と異なる制度見直しの実施など、当社
グループを取り巻く事業環境が変化した場合、財政状態、経営成績及
びキャッシュ・フローは影響を受ける可能性があります。

①燃料・電力価格の変動等
　当社グループの電源調達費用は、ＬＮＧ、石炭、原油、卸電力などの
市場価格及び為替相場の変動により影響を受ける可能性があります。
これに対して中部電力ミライズでは、これら価格のボラティリティが高
い中においても、お客さまに安定して電気をお届けするため、燃料価
格に加え卸電力取引市場価格の変動を反映させる燃料費調整の仕組
みの導入など一部料金メニューの見直しとともに、電力先物取引や
通貨オプションなどを始めとしたヘッジ取引により、調達価格の安定化
を実施しています。これらにより財政状態、経営成績及びキャッシュ・
フローへの影響は緩和されます。
　なお、足元の燃料価格が低位に推移していることや、当社グループ全
体で取り組んでいる経営努力を踏まえ、2024年度においても2023
年度と同程度となる電気料金等の負担を軽減する施策などを実施し
ています。
　ＪＥＲＡなどによる燃料調達や中部電力ミライズなどによる市場などを
通じた電力調達において、調達先の分散化、契約の長期化・柔軟性の確
保など、燃料・電力等の市場変動に影響されにくい事業構造への移行を
行っています。加えて、市場変動性の高まりを踏まえリスク管理の高度
化や市場価格変動に柔軟に対応した販売施策に取り組んでいきます。
　ただし、欧州における紛争や中東・アジア情勢などの地政学リスクに
起因する影響の拡大、長期化などの政治・経済・社会情勢の悪化や天
候の変動、調達先の設備・操業トラブルなどにより、需給状況や市場価
格が大きく変動することがあります。これらのリスクの顕在化に伴う、
調達費用の増減、調達価格と販売価格の差異、電力の市場価格・卸価
格の変動などにより、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローは影
響を受ける可能性があります。

②競争への対応等
　ＤＸ(デジタルトランスフォーメーション)やＧＸ(グリーントランス
フォーメーション)の進展などにより、産業構造が変化するとともに
電力需要が一部地域を中心に増加が見込まれています。中部地域
および中部電力グループを選んでいただくべく、グループ全体で的確
に対応していきます。
　また、足元での卸電力取引市場価格の低位推移による調達環境の
改善などにより、厳しい競争環境が継続しています。
　中部電力ミライズでは、これまでの電気・ガスなどのお届けを通じて
築いてきたお客さまとの「つながり」をもとに、脱炭素などのビジネス
上の課題解決を実現するサービスや、お客さまのくらしを豊かにする
サービスの提供を進めています。
　ＪＥＲＡは、最新鋭の火力発電設備へのリプレース、休止火力発電所
の再稼働などを通じた追加供給力の確保などによる安定供給確保に
取り組むとともに、燃料上流・調達から発電、電力・ガス販売にいたる
バリューチェーンの最適運用、効率的運営に努めていきます。
　ただし、産業構造の変化などに的確に対応できない場合や、欧州にお
ける紛争や中東・アジア情勢などの地政学リスクのさらなる高まりによ
る調達環境の悪化、競争激化や景気動向・気温変動などにより、財政状
態、経営成績及びキャッシュ・フローは影響を受ける可能性があります。

③新成長分野の事業化
　当社グループは、さまざまな領域で「つながることで広がる価値」を
創出し、生活の質を向上させるサービスを充足させることで、地域社
会やお客さまが求める新たな価値の提供を目指していきます。不動産

事業においては、日本エスコン、中電不動産を中心にまちづくりに一層
貢献するとともに、資源循環・上下水道・地域交通・森林経営などの地域
インフラ事業については、さまざまなパートナーの皆さまと連携して
脱炭素・循環型社会の構築を進めていきます。また、医療・健康といった
生活関連事業の拡大により、地域の健康寿命の延伸などに寄与してい
きます。今後も、地域の皆さまやパートナーとの連携を大切にしながら、

「新しいコミュニティの形」の創造に挑戦していきます。
　また、当社は、株式会社東芝及びそのグループ会社の企業価値向
上を目的とするＴＢ投資事業有限責任組合に、有限責任組合員として
1,000億円を出資することを2023年９月21日付で決定しました。
本出資は、東芝が安定した経営基盤を構築し、同社の企業価値を大
きく向上させることに貢献するものであり有意義な投資機会である
と考えています。
　グローバル事業においては、再生可能エネルギーなどの「グリーン
領域」、水素・アンモニアなどの「ブルー領域」、マイクログリッド・アジア
配電事業などの「小売・送配電・新サービス領域」及び地熱発電などの

「フロンティア領域」の４領域を組み合わせて最適なポートフォリオを
形成し、各国・地域の社会課題解決への貢献と、収益の拡大を目指して
います。
　なお、当社は、2016年７月１日付で会社分割により海外発電・エネル
ギーインフラ事業をＪＥＲＡへ承継した取引について、2022年12月17日
に、メキシコ税務当局から約759億円(2022年12月時点の為替レートに
基づく)の納付を命じる更正決定通知を受領しました。本通知の内容は、
日墨租税条約及びメキシコ税法に反する不合理なものであることから、
2023年２月10日に、当局に対し行政不服審査を申し立てました。加えて、
日墨租税条約に基づく両国税務当局間の相互協議も実施中です。
　また、足元では資機材価格高騰などにより、投資環境が悪化してい
ることから、グローバル事業をはじめとする新成長分野における事業
への投資を厳選するとともに、適切なリスク評価と定期的なモニタ
リングを実施しています。
　ただし、これらの事業が、他事業者との競合の進展やカントリーリスク
の顕在化などにより、当社グループの期待するような結果をもたらさ
ない場合には、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローは影響を受
ける可能性があります。

④地球環境保全
　国の2050年カーボンニュートラル宣言のもと、脱炭素成長型経済
構造への円滑な移行の推進に関する法律(ＧＸ推進法)が成立するな
ど、地球環境保全に向けた取り組みは喫緊の課題となっています。
　当社グループでは、「中部電力グループ環境基本方針」に基づき、
カーボンニュートラル実現に向けた取り組みを「ゼロエミチャレンジ
2050」としてとりまとめました。社会やお客さまとともに、エネルギー
インフラの革新を通じて「脱炭素」と「安全・安定・効率性」の同時達成を
目指していきます。
　具体的には、2030年頃に向けた再生可能エネルギーの拡大目標(保
有・施工・保守含む)に関し、320万kW以上を目指すとともに、安全性の
向上と地域の皆さまの信頼を最優先にした浜岡原子力発電所の活用、水
素・アンモニアサプライチェーンの構築、アンモニア転換技術の確立に向
けた碧南火力発電所４号機における実証実験の着手、非効率石炭火力発
電のフェードアウト、火力発電のさらなる高効率化、再生可能エネルギー
接続可能量の拡大に向けた電力系統設備・運用の高度化、需給運用の広
域化、「ミライズＧｒｅｅｎでんき」をはじめとするＣＯ２フリーメニューの多様
化などのあらゆる施策を総動員し、「2030年までに、お客さまへ販売す
る電気由来のＣＯ２排出量を2013年度比で50％以上削減」を達成します。
さらに、イノベーションによる革新的技術実用化・採用を通じ、「2050年
までに、事業全体のＣＯ２排出量ネット・ゼロに挑戦」していきます。

事業等のリスク
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　また、気候変動に伴う重要なリスクについては、社長が議長を務める
リスクマネジメント会議で審議、経営計画に反映し、取締役会で決議し
たうえで、適切に施策を実施しています。
　ただし、化石燃料賦課金や排出量取引制度などのカーボンプライ
シング制度をはじめとした今後の規制措置への対応に加え、非化石
価値の動向や技術革新などを踏まえたビジネスモデルの変革を当社
グループが的確に実施できない場合、財政状態、経営成績及びキャッ
シュ・フローは影響を受ける可能性があります。

⑤金利及び物価・賃金の上昇等
　金利の上昇については、当社グループの有利子負債残高のうち
89.2％は、社債、長期借入金の長期資金であり、その大部分を固定金
利で調達しているため財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローへの
影響は短期的には限定的です。
　物価・賃金の上昇については、効率化努力等で吸収することに努めて
いきます。また、取引先の置かれた状況の把握に努め、適切な価格によ
り取引先の皆さまと対等な立場で公平・公正な取引を実施しています。
　ただし、金利・物価・賃金の上昇が継続する場合、財政状態、経営成績
及びキャッシュ・フローは影響を受ける可能性があります。

(2)原子力発電設備の非稼働
　原子力政策については、2023年２月には「ＧＸ実現に向けた基本
方針」の閣議決定がなされ、同年５月には「脱炭素社会の実現に向けた
電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する
法律(ＧＸ脱炭素電源法)」が成立しました。
　当社では、浜岡原子力発電所全号機の運転停止から10年以上が経
過しており、現在、３・４号機について、原子力規制委員会による新規制
基準への適合性確認審査を受けているところです。2023年９月の審
査会合において、基準地震動について「概ね妥当」と評価されました。
基準津波の審査についても着実に進捗しており、「概ね妥当」の評価が
得られた後は、プラント関係の審査などに対応していきます。
　福島第一原子力発電所の事故以降に計画した地震・津波対策や重
大事故対策などの４号機の主な工事は概ね完了しています。今後も、
審査対応などにより必要となった追加の設備対策については、可能な
限り早期に実施していきます。３号機については、４号機に引き続き、新
規制基準を踏まえた対策に努めていきます。５号機については、海水
流入事象に対する具体的な復旧方法の検討と並行して、新規制基準を
踏まえた対策を検討し、審査の申請に向けた準備を進めます。
　また、現場対応力の強化に向けた教育・訓練の充実や防災体制の整
備を図るなど、発電所内を中心としたオンサイト対応を継続するととも
に、住民避難を含む緊急時対応の実効性向上に向けて、国・自治体と
の連携強化を通じ、発電所周辺地域における原子力災害に備えたオフ
サイト対応の充実に努めていきます。加えて、更なる原子力安全性の
向上にむけて、社外有識者の知見を活用しています。
　当社グループは、浜岡原子力発電所全号機の運転停止状況下にお
いて、火力電源での代替を行っており、これによる電源調達費用の大
幅な増加などにより、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローは影
響を受ける見込みです。
　また、新規制基準への対応などに伴う浜岡原子力発電所の運転停
止状況の継続や当社グループが受電している他社の原子力発電設備
の運転停止状況などによっては、財政状態、経営成績及びキャッシュ・
フローは影響を受ける可能性があります。

(3)原子力バックエンド費用等
　原子力のバックエンド事業は、使用済燃料の再処理、放射性廃棄物の
処分、原子力発電施設等の廃止措置など、超長期の事業で不確実性を

有します。この不確実性は、使用済燃料再処理・廃炉推進機構が、再処理
や廃止措置等に係る資金を確保・管理する仕組みをはじめとした国によ
る制度措置などに基づき、必要な費用を引当て・拠出していることによ
り低減されています。しかしながら、原子力バックエンド費用及び原子燃
料サイクルに関する費用は、制度の見直し、制度内外の将来費用の見積
り額の増減、再処理施設の稼働状況などにより増減するため、財政状態、
経営成績及びキャッシュ・フローは影響を受ける可能性があります。

(4)大規模自然災害等
　当社グループの事業活動においては、南海トラフ地震・巨大台風・異
常気象などの大規模自然災害、武力攻撃、テロ行為、疫病の流行、事故
などのリスクが存在します。
　当社グループでは、これらの事象が発生した場合に備えて、ＢＣＰ
(事業継続計画)などを策定のうえ、設備の形成、維持、運用などの事前
対策に取り組むとともに、発生後における体制の整備や訓練などを
実施しています。
　また、台風災害で得られた教訓などを踏まえ、アクションプランに
基づき、各種復旧支援システムの整備による設備復旧体制の強化、
ホームページやスマートフォンアプリによるお客さまへの情報発信の
強化、自治体・他電力会社などとの連携強化に取り組んでいます。さら
に、レジリエンス(強靭化・回復力)の強化に向けて、自治体などと連携
しながら、予防保全のための樹木の事前伐採や無電柱化の一層の加
速、水力発電用ダムの洪水発生が予想される場合における治水協力
などに取り組んでいきます。
　ただし、大規模自然災害、武力攻撃、テロ行為、疫病の流行、事故な
どにより、供給支障や設備の損壊などが発生した場合には、その被害
状況などによっては、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローは影響
を受ける可能性があります。

(5)セキュリティ(経済安全保障・情報管理等)
　当社グループでは、重要インフラであるエネルギーの安定供給を確
保するため、サイバー攻撃などによる電力の供給支障や機微情報漏え
いのリスクに対応すべく、ガバナンス体制の強化、電力ＩＳＡＣなどを通
じた他事業者・関係機関などとの情報共有・分析、各種セキュリティ対
策や訓練などを継続的に実施しています。
　特に、経済安全保障推進法の基幹インフラ役務の安定的な提供
の確保に関する制度の対象となる重要設備については、インフラサー
ビスが安定的に提供されることを確保するため、関係法令に基づき、
妨害行為を防止するために必要な措置を講じていきます。
　今後も、国際情勢などの変化を常に注視し、サイバー攻撃に対する
最新の対策を実施していきます。
　また、個人情報(特定個人情報を含む)をはじめとした各種情報の管
理の徹底に向け、専任部署を設置し、個人情報保護法などの、関係法
令に基づき、規程類を整備することに加え、教育や意識啓発活動の実
施などの取り組みをこれまで以上に強化していきます。
　加えて、リスクアセスメントの実施・分析を通じて、より高度なガバナ
ンス体制の構築やＩＴシステムの脆弱性の発見・解消、運用ルールの強
化などに努め、さらなるセキュリティ確保に万全を期します。
　ただし、サイバー攻撃やＩＴシステムの不備、情報の漏えいなどに
より、対応に要する直接的な費用のほか、社会的信用の低下などが発
生した場合には、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローは影響を
受ける可能性があります。

(6)人的資本・人権
　今後、社会構造の変容が見込まれる中、変化に適切に対応していく
ためにも、将来を見据えた人財の確保・高度スキルの獲得等が重要な

課題となっています。
　当社グループでは、この課題に対し、「一人ひとりの成長・活躍が企
業価値そのもの」との考えに基づき人財戦略を公表するとともに、経
営層においても多様な専門性を確保しています。
　また、企業の人権に関する影響力が拡大する中、人権尊重の取り組
みに対する要請は一層高まっています。当社グループでは、「中部電力
グループ人権基本方針」に基づき、人権デュー・ディリジェンスをはじめ
とする人権尊重の実践に取り組んでいます。
　ただし、今後の人的資本の十分な質と量の確保ができない場合
や、人権リスクが顕在化し社会的な信用の低下等が発生した場合に
は、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローは影響を受ける可能性
があります。

(7)コンプライアンス
　当社グループでは、法令及び社会規範の遵守に関する基本方針及
び行動原則を示した「中部電力グループコンプライアンス基本方針」
のもと、「中部電力グループ贈収賄・腐敗防止方針」及び「金品授受に
関するガイドライン」を制定するなど、コンプライアンスの徹底、企業
倫理の向上に努めています。
　2023年３月30日、中部地区等における特別高圧電力及び高圧電
力の供給について、当社は、独占禁止法に基づく課徴金納付命令を、
中部電力ミライズは、同法に基づく排除措置命令及び課徴金納付命
令を、公正取引委員会からそれぞれ受領し、課徴金については、前期に
おいて独占禁止法関連損失を特別損失に計上しました。各命令につい
て、当社及び中部電力ミライズは、同委員会との間で、事実認定と法解
釈について見解の相違があることから、司法の公正な判断を求めるこ
ととし、同年９月25日に取消訴訟を提起しました。
　2024年３月４日、中部地区における大口需要家向け都市ガスに係る
供給について、当社は、独占禁止法に基づく課徴金納付命令を、中部電
力ミライズは、同法に基づく排除措置命令及び課徴金納付命令を、同
委員会からそれぞれ受領し、課徴金については、当期において、独占禁
止法関連損失を特別損失に計上しました。また、中部電力ミライズは、
中部地区における家庭用の都市ガス供給等に関する警告を、中部電力
ミライズ及びその子会社である株式会社シーエナジー(以下「シーエナ
ジー」)は、愛知県、岐阜県及び三重県内における液化天然ガスの供給
に関する警告を、同委員会からそれぞれ受領しました。加えて、2024年
6月24日、電力・ガス取引監視等委員会は、中部地区における大口需要
家向け都市ガスに係る供給について、経済産業大臣に対して中部電力
ミライズへ業務改善命令を行うよう勧告を行うとともに、上記警告を
受領した２事案については、中部電力ミライズに業務改善指導及び注
意喚起を、シーエナジーに注意喚起をそれぞれ行う予定としています。
今後命令等がなされた場合には、適切に対応していきます。
　公正取引委員会からの一連の命令等を受けて、当社及び中部電力
ミライズは、経済産業省などから補助金交付等の停止及び契約に係る
指名停止等の措置を受けています。
　当社及び中部電力ミライズは、2023年４月７日に公表した「コンプ
ライアンス徹底策」に加え、2024年３月４日に公表した「コンプライ
アンス徹底策の強化策」に取り組んでいくことで、二度と独占禁止法違
反事案を起こさず、またそのような疑いを持たれることがないよう
努めていきます。
　当社グループは、今後も、常にコンプライアンスに関する取り組み
状況を確認し、その結果に基づいて説明責任を果たすとともに、コン
プライアンス徹底に向けた不断の取り組みを進めていきます。
　ただし、コンプライアンスに反する事象により、社会的信用の低下な
どが発生した場合には、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローは
影響を受ける可能性があります。
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事業等のリスク



（単位：百万円）

負債及び純資産の部 前期
（2023年3月31日）

当期
（2024年3月31日）

　固定負債 3,032,667 3,115,679

　　社債 862,960 728,039

　　長期借入金 1,548,176 1,750,583

　　原子力発電所運転終了関連損失引当金 7,956 4,276

　　退職給付に係る負債 136,875 125,769

　　資産除去債務 290,189 294,388

　　その他 186,510 212,621

　流動負債 1,258,555 1,296,356

　　1年以内に期限到来の固定負債 234,963 282,510

　　短期借入金 280,276 319,534

　　支払手形及び買掛金 327,487 271,297

　　未払税金 50,589 90,587

　　その他 365,238 332,427

　特別法上の引当金 1,674 1,509

　　渇水準備引当金 1,674 1,509

　負債合計 4,292,897 4,413,545

　株主資本 1,891,735 2,256,939

　　資本金 430,777 430,777

　　資本剰余金 70,571 70,522

　　利益剰余金 1,393,120 1,758,430

　　自己株式 △2,733 △2,790

　その他の包括利益累計額 169,074 328,512

　　その他有価証券評価差額金 15,097 21,330

　　繰延ヘッジ損益 32,133 80,509

　　為替換算調整勘定 133,859 228,657

　　退職給付に係る調整累計額 △12,016 △1,984

　新株予約権 0 0

　非支配株主持分 101,394 109,618

　純資産合計 2,162,205 2,695,071

　合計 6,455,102 7,108,617

（単位：百万円）
資産の部 前期

（2023年3月31日）
当期

（2024年3月31日）

　固定資産 5,288,432 5,818,743

　　電気事業固定資産 2,374,221 2,386,877

　　　水力発電設備 272,707 283,271

　　　原子力発電設備 137,969 130,024

　　　送電設備 572,839 558,015

　　　変電設備 443,652 435,289

　　　配電設備 795,389 801,676

　　　業務設備 131,252 155,508

　　　その他の電気事業固定資産 20,411 23,091

　　その他の固定資産 436,309 487,425

　　固定資産仮勘定 438,680 464,394

　　　建設仮勘定及び除却仮勘定 376,015 391,285

　　　使用済燃料再処理関連加工仮勘定 62,664 73,109

　　核燃料 193,250 198,743

　　　装荷核燃料 40,040 40,040

　　　加工中等核燃料 153,210 158,702

　　投資その他の資産 1,845,970 2,281,302

　　　長期投資 203,845 308,758

　　　関係会社長期投資 1,442,048 1,785,977

　　　退職給付に係る資産 1,783 7,651

　　　繰延税金資産 183,136 153,725

　　　その他 28,367 30,595

　　　貸倒引当金（貸方） △13,210 △5,406

　流動資産 1,166,669 1,289,873

　　現金及び預金 361,325 390,806

　　受取手形、売掛金及び契約資産 365,548 353,997

　　棚卸資産 196,444 270,501

　　その他 244,984 275,792

　　貸倒引当金（貸方） △1,633 △1,223

　合計 6,455,102 7,108,617

連結貸借対照表
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連結損益計算書 連結包括利益計算書
前期

（ 自 2022年4月  1日
至 2023年3月31日 ）

当期

（ 自 2023年4月  1日
至 2024年3月31日 ）

営業収益 3,986,681 3,610,414
　電気事業営業収益 3,286,145 2,961,364
　その他事業営業収益 700,536 649,050
営業費用 3,879,592 3,267,074
　電気事業営業費用 3,221,252 2,668,503
　その他事業営業費用 658,339 598,571
営業利益又は営業損失（△） 107,089 343,339
営業外収益 10,721 199,471
　受取配当金 3,281 1,460
　受取利息 331 219
　持分法による投資利益 － 188,745
　その他 7,108 9,046
営業外費用 52,661 33,515
　支払利息 19,889 21,576
　持分法による投資損失 12,986 －
　その他 19,785 11,938
当期経常収益合計 3,997,403 3,809,885
当期経常費用合計 3,932,254 3,300,589
当期経常利益又は当期経常損失（△） 65,148 509,295
渇水準備金引当又は取崩し △315 △164
　渇水準備引当金取崩し（貸方） △315 △164
特別利益 45,318 9,208
　有価証券売却益 45,318 9,208
特別損失 41,792 12,649
　減損損失 14,236 12,622
　独占禁止法関連損失 27,555 26

税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前当期純損失（△） 68,991 506,019

法人税、住民税及び事業税 25,697 72,402
法人税等調整額 5,416 22,470
法人税等合計 31,114 94,872
当期純利益又は当期純損失（△） 37,876 411,146

非支配株主に帰属する当期純利益又は
非支配株主に帰属する当期純損失（△） △354 8,006

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失（△） 38,231 403,140

（単位：百万円）
前期

（ 自 2022年4月  1日
至 2023年3月31日 ）

当期

（ 自 2023年4月  1日
至 2024年3月31日 ）

当期純利益又は当期純損失（△） 37,876 411,146
その他の包括利益

　その他有価証券評価差額金 △31,982 137

　繰延ヘッジ損益 133 2,801

　為替換算調整勘定 774 1,964

　退職給付に係る調整額 △13,180 10,520

　持分法適用会社に対する持分相当額 86,884 147,535

　その他の包括利益合計 42,629 162,959

包括利益 80,506 574,106

（内訳）
　親会社株主に係る包括利益 81,657 562,579

　非支配株主に係る包括利益 △1,150 11,527

（単位：百万円）
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当期 株主資本 その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主

持分 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 430,777 70,571 1,393,120 △2,733 1,891,735 15,097 32,133 133,859 △12,016 169,074 0 101,394 2,162,205

当期変動額

　剰余金の配当 △37,830 △37,830 △37,830

　親会社株主に帰属する当期純損失（△） － － －
　親会社株主に帰属する当期純利益 403,140 403,140 403,140

　自己株式の取得 △58 △58 △58

　自己株式の処分 0 1 1 1

　非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 △49 △49 △49

　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6,232 48,376 94,797 10,032 159,438 △0 8,223 167,662

当期変動額合計 － △49 365,310 △57 365,203 6,232 48,376 94,797 10,032 159,438 △0 8,223 532,866

当期末残高 430,777 70,522 1,758,430 △2,790 2,256,939 21,330 80,509 228,657 △1,984 328,512 0 109,618 2,695,071

（単位：百万円）

（ 自 2023年4月  1日
至 2024年3月31日 ）

前期 株主資本 その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主

持分 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 430,777 70,716 1,392,720 △2,734 1,891,480 47,446 16,556 62,747 △1,102 125,648 0 106,143 2,123,272

当期変動額

　剰余金の配当 △37,831 △37,831 △37,831

　親会社株主に帰属する当期純損失（△） － － －
　親会社株主に帰属する当期純利益 38,231 38,231 38,231

　自己株式の取得 △37 △37 △37

　自己株式の処分 △0 38 38 38

　非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 △145 △145 △145

　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △32,348 15,576 71,111 △10,913 43,425 △0 △4,748 38,676

当期変動額合計 － △145 399 0 255 △32,348 15,576 71,111 △10,913 43,425 △0 △4,748 38,932

当期末残高 430,777 70,571 1,393,120 △2,733 1,891,735 15,097 32,133 133,859 △12,016 169,074 0 101,394 2,162,205

（単位：百万円）

（ 自 2022年4月  1日
至 2023年3月31日 ）

連結株主資本等変動計算書
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前期

（ 自 2022年4月  1日
至 2023年3月31日 ）

当期

（ 自 2023年4月  1日
至 2024年3月31日 ）

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損失（△） 68,991 506,019

　減価償却費 155,927 172,046

　減損損失 14,236 12,622

　独占禁止法関連損失 27,555 26

　有価証券売却益 △45,318 △9,208

　原子力発電施設解体費 10,257 11,227

　固定資産除却損 8,667 6,533

　原子力発電所運転終了関連損失引当金の増減額（△は減少） － △3,679

　退職給付に係る負債及び資産の増減額 △5,236 △2,126

　渇水準備引当金の増減額（△は減少） △315 △164

　受取利息及び受取配当金 △3,612 △1,679

　支払利息 19,889 21,576

　持分法による投資損益（△は益） 12,986 △188,745

　売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △20,463 12,468

　棚卸資産の増減額（△は増加） △5,654 △57,612

　仕入債務の増減額（△は減少） 48,207 △57,460

　その他 △14,127 △17,426

　小計 271,990 404,417

　利息及び配当金の受取額 33,216 12,006

　利息の支払額 △19,812 △20,727

　独占禁止法関連支払額 － △27,555

　法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 10,403 △24,066

　営業活動によるキャッシュ・フロー 295,798 344,074

（単位：百万円）
前期

（ 自 2022年4月  1日
至 2023年3月31日 ）

当期

（ 自 2023年4月  1日
至 2024年3月31日 ）

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △249,044 △248,666

　投融資による支出 △47,603 △136,164

　投融資の回収による収入 79,127 26,199

　連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 － △41,140

　連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 0 380

　その他 20,592 11,059

　投資活動によるキャッシュ・フロー △196,928 △388,330

財務活動によるキャッシュ・フロー

　社債の発行による収入 149,775 24,898

　社債の償還による支出 △80,000 △80,007

　長期借入れによる収入 312,821 322,262

　長期借入金の返済による支出 △194,034 △159,926

　短期借入れによる収入 357,241 431,644

　短期借入金の返済による支出 △341,759 △400,139

　コマーシャル・ペーパーの償還による支出 △79,000 －
　自己株式の取得による支出 △39 △57

　配当金の支払額 △37,807 △37,795

　非支配株主への配当金の支払額 △4,232 △5,084

　その他 △9,716 △8,710

　財務活動によるキャッシュ・フロー 73,248 87,084

現金及び現金同等物に係る換算差額 210 2,206

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 172,328 45,033

現金及び現金同等物の期首残高 201,156 373,484

現金及び現金同等物の期末残高 373,484 418,518

（単位：百万円）

連結キャッシュ・フロー計算書

財務状況に関する詳しい情報については有価証券報告書をご覧ください。 IR 資料 有価証券報告書等
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会社概要

会 社 名
本 店 所 在 地
代 表 者
設 立 年 月 日
資 本 金
従 業 員 数
発行済株式総数
株 主 数
独立監査法人
上場証券取引所
株主名簿管理人

中部電力株式会社　Chubu Electric Power Company, Incorporated
〒461-8680　名古屋市東区東新町1番地　Tel：052-951-8211（代表）
代表取締役社長 社長執行役員 林 欣吾
1951年5月1日
4,307億円
3,180人
7億5,800万株
228,209名
有限責任 あずさ監査法人
東京、名古屋（証券コード：9502）
三菱UFJ信託銀行株式会社 
〒100-8212　東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

主要な事業所

本 店
静 岡 支 店
東 京 支 社

〒461-8680　名古屋市東区東新町1番地
〒426-0064　静岡市葵区本通二丁目4番地の1
〒100-0011　東京都千代田区内幸町二丁目2番1号

大株主の状況

海外事務所

ワシントン事務所�

ロンドン事務所�

ドーハ事務所

900 17th Street NW, Suite 1220, Washington,D.C. 20006, U.S.A. 
tel: +1-202-775-1960
2nd Floor, 210 High Holborn,London WC1V 7EP, U.K. 
tel: +44-20-7409-0142
16th Floor, Salam Tower, Al Corniche P.O.Box 22470,
Doha-QATAR
tel: +974-4483-6680

※ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び株式会社日本カストディ銀行の所有株式数(106,811千株及び40,070千株)は，信託業務
に係るものである。

氏名又は名称 所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 106,811 14.12
株式会社日本カストディ銀行 40,070 5.30
明治安田生命保険相互会社 35,516 4.69
日本生命保険相互会社 23,419 3.10
STATE�STREET�BANK�WEST�CLIENT�-�TREATY�505234
(常任代理人株式会社みずほ銀行決済営業部) 21,532 2.85

中部電力自社株投資会 17,213 2.28
株式会社三井住友銀行 11,207 1.48
JP�MORGAN�CHASE�BANK�385781
(常任代理人株式会社みずほ銀行決済営業部) 9,605 1.27

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 9,182 1.21
SSBTC�CLIENT�OMNIBUS�ACCOUNT
(常任代理人香港上海銀行東京支店カストディ業務部) 8,846 1.17

計 283,406 37.46

株主の所有者別状況株式の状況

発行可能株式総数
 11億9,000万株
発行済株式の総数�
� 7億5,800万株

コーポレートデータ　（2024年3月31日現在）

政府及び
地方公共団体
0.62％
4,701,969株

金融機関
35.72％
270,788,598株

その他の法人
3.85％
29,166,928株

金融商品取引業者
3.19％
24,185,326株

外国法人等
27.66％
209,699,478株

個人、その他
28.76％
218,037,329株

自己名義
0.19％
1,420,372株
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中部電力のグループ会社

中部電力パワーグリッドのグループ会社

● 連結子会社　◎ 持分法適用関連会社

中部電力ミライズのグループ会社

● 株式会社シーエナジー
● ダイヤモンドパワー株式会社
● CEPO半田バイオマス発電株式会社
◎ 株式会社CDエナジーダイレクト

ほか20社（うち●は7社、◎は13社）

● 中電配電サポート株式会社
● 中電グランドワークス株式会社
◎ 新日本ヘリコプター株式会社

会 社 名

本社所在地

代 表 者
設立年月日
資 本 金
株 主

中部電力パワーグリッド株式会社
Chubu Electric Power Grid Co., Inc.

〒461-8680 名古屋市東区東新町1番地
Tel：052-951-8211（代表）
代表取締役 社長執行役員 清水 隆一
2020年4月1日
400億円
中部電力株式会社 100%

会 社 名

本店所在地

代 表 者
設立年月日
資 本 金
株 主

中部電力ミライズ株式会社
Chubu Electric Power Miraiz Co., Inc. 

〒461-8680 名古屋市東区東新町1番地
Tel：052-951-8211（代表）
代表取締役 社長執行役員 神谷 泰範
2020年4月1日
40億円
中部電力株式会社 100%

● 株式会社ジェネックス
● 株式会社トーエネック　
● 中電クラビス株式会社
● 中部精機株式会社
● 中電不動産株式会社
● 株式会社中電オートリース
● 株式会社中部プラントサービス　
● 株式会社シーテック

● 株式会社テクノ中部
● 株式会社中電シーティーアイ
● 株式会社トーエネックサービス
● 旭シンクロテック株式会社
● 株式会社日本エスコン
● 株式会社ピカソ
● 株式会社四条大宮ビル
 ほか44社

◎ 愛知電機株式会社
◎ 東海コンクリート工業株式会社
◎ 中部テレコミュニケーション株式会社
◎ Artemis II - CMGT 1 GmbH
◎ Artemis II - CMGT 2 GmbH
◎ Diamond Chubu Europe B.V.
◎ Bitexco Power Corporation

ほか56社

◎株式会社JERA

中部電力グループのご案内

JERA
ホームページ

主なグループ会社　（2024年3月31日現在）
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経営戦略本部 CSR推進グループ　2024年8月発行

〒461-8680 名古屋市東区東新町1番地
TEL：052-951-8211（代）
www.chuden.co.jp

当社は、ジブリパークの事業に賛同し、来園者や地域に愛されながら成長する公園施設となる
よう、支援してまいります。また、中部電力ミライズは、愛・地球博記念公園内のジブリパークに
「Greenでんき」（CO2フリー電気）を提供し、CO2排出削減に貢献してまいります。

ジブリパーク オフィシャルパートナー

地域共生活動

中部電力は を応援しています。

愛・地球博記念公園（モリコロパーク）ジブリパーク
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